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１ 誘致企業の人材確保関係 



誘致企業に対する人材確保支援の実施 

＜仙台市コメント＞ 
 企業が地方拠点選定の重要な要素とし
ているのが、円滑な雇用確保であり、ハ
ローワーク仙台の誘致段階からの積極的
なコミット、立地後のきめ細かなフォ
ロー体制は、本市の誘致活動に当たって
の大きなアピールポイントになっている。 

 
＜労働局コメント＞ 
 誘致企業がハローワークを利用する契機
になるとともに、企業説明会等の実施によ
り、求職者の就職促進に繋がっている。 

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例 

【課題･目的】  

≪照会先≫ 宮城労働局職業安定部職業安定課  ＴＥＬ：022-299-806１   http://miyagi-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp 

【宮城県仙台市】 【宮城労働局ハローワーク仙台】 

【実施概要】  

【役割分担】  

企業誘致の促進と誘致企業に対する人材確保支援を実施する。 

【仙台市】 
◆誘致を検討している企業に対し
て市独自の助成金制度等の説明。 
◆企業が現地調査等を行う際、担
当職員が企業代表者と同行し、ハ
ローワークを訪問。 

【ハローワーク】 
◆企業に対して雇用関連情報・
サービスメニュー等を情報提供。 
◆企業誘致決定後は、ハローワー
クの会議室を活用した企業説明会
等を実施し人材確保を支援。 

◆ 仙台市では、企業誘致担当を配置し、製造業や研究開発施設、
集客型産業、コールセンター・バックオフィス等の企業立地に
対する市独自の支援制度を設け、誘致活動を行っている。 

◆ ハローワーク仙台は、進出企業が必要とする労働市場情報等
を提供するとともに、企業立地が決定した場合には、企業説明会
を開催するなどして、人材確保支援を行っている。 

≪ハローワーク仙台 企業説明会≫  

ハローワークが仙台市と一体となった支援を行うことで、誘致企業との信頼関係が
構築され、新規学卒者や障害者雇用についても、ハローワークへの求人申込に繋
がっている。 
≪企業説明会の実施状況≫ 
 ◆平成23年度 ５社 １２回 参加者 １，０３３人  
 ◆平成24年度 ２社  ８回 参加者   ２２３人 
 ◆平成25年度 １社  ２回 参加者    ９７人 

【効果】  
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誘致企業等に対する人材確保支援を実施 

＜名取市コメント＞ 
 求職者の仕事に対する価値観や就
業意識において、希望する業種・職
種の再認識を図ることを目指した。 
 参加企業から求職者に対して情報
発信を行うことで、製造業に対する
イメージ払拭を図り、雇用のミス
マッチの解消に取り組めた。 
 

＜労働局コメント＞ 
 地域自治体と共同で開催にあたっ
たことで、連携を強化することがで
きた。次回以降に今回築いた関係性
を活かしていく。また、多くの求職
者に対し、「じもと企業の魅力」を
効果的に発信することができた。 

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例 

【課題･目的】  

≪照会先≫ 宮城労働局職業安定部職業安定課   
℡：022-299-806１    
http://miyagi-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp 

【宮城県名取市】【宮城県】 【宮城労働局ハローワーク仙台】 

【実施概要】  

【役割分担】  

 名取市は製造業を中心とした企業誘致を進めており、企業に対する人材確保が課題
となっている。そのため、自治体と誘致段階からの情報共有を図り、誘致後に企業
説明会・個別相談会を実施することで、企業の円滑な人材確保を支援している。 

名取・岩沼地域の企業を対象に企業説明会と個別相談会を実施。 
※ 企業説明会は、３グループに分け、１社ずつスクリーンを使用しながら企業概要・仕事内容・募集
情報等を参加求職者に説明した。 

※ 個別相談会は、企業説明会終了後に募集内容等をさらに聞きたいという求職者に対し、企業が個別
に説明した。 

≪27.1.23 出張ハローワークｉｎ名取 企業説明会≫  

 各機関が広域的かつ効果的な広報を展開したことにより、多くの求職者が参加した。参加
求職者に対しては、事業所から詳細な説明があり地元への就職意識を高めることができた。
さらに終了後もイベントに参加しなかった求職者に継続して参加企業の情報を提供し、求人
充足を図った。 

≪会社説明会の実施状況≫ 
 ◆参加企業 １５社    求人件数 ４８件   求人数 ９９人  充足数29人          
 ◆参加者（企業説明会） ２９９人     （個別相談会） １０６人 
 ◆紹介状交付件数  １９６件  うち参加者紹介状交付件数２８件            

【効果】  

（特色） 

① ハローワークでは管内自治体を訪問し、自治体の行う企業誘致を含む雇用関連施策の考え方や地
域の抱える課題についての情報交換やハローワークに対する要望等の意見交換を実施。 
② ハローワークから自治体に対し地域の求人・求職状況等情報を提供することで、自治体が進める
誘致対象企業の業種等の検討に活用。 
③ イベントに参加できなかった求職者に対しても、ハローワークの窓口で、参加企業の概要や求人
について情報提供を実施。 

【名取市】 
◆企業の参加勧奨 
◆市民へのイベント広報 
◆会場の確保・提供 
◆イベント運営（主に事業
所対応） 

【宮城県】 
◆広報チラシの作成 
◆企業の参加勧奨 
◆イベント運営（事業所
と求職者の調整） 

【ハローワーク】 
◆求職者へのイベント広報 
◆関係機関、参加企業との調整 
◆イベント運営（主に求職者対
応） 



【奈良県】 【奈良労働局】 

奈良県の産業政策に労働局･ハローワークが協力 
 【課題･目的】  

【実施概要】  

 【役割分担】  

【効果】  

 奈良県の産業政策の推進に資する基本データを労働局が提供し、 
奈良県は立地検討企業への説明や産業雇用政策の立案のための分析等
に活用する。 

 有効求人倍率の職種別データや就業地別データなど、詳細なデータを県に提供し公表し
ていくことで、労働市場の動きがより細かく把握できるようになった。 

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例 

＜奈良県コメント＞ 
 労働局との協力・連携は不可欠であり、
雇用対策協定を機会として、これまで以上
に多くの雇用データを提供いただき、より
一層積極的な産業雇用政策を推進します。 
 
＜労働局コメント＞ 
 奈良県との雇用対策協定をきっかけに、
奈良県の産業政策に積極的に協力していま
す。県の産業振興、雇用創出に資するよう、
固い信頼関係のもと取組を進めていきます。 

 ≪照会先≫ 奈良労働局職業安定部職業安定課  ＴＥＬ：0742-32-0208  http://nara-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/ 

【奈良県】 
 労働局から提供を受けたデータを立地
検討企業への説明に活用。 
 労働局から提供を受けた各種データを
分析し、経済産業雇用振興会議等の資料
として使用し、また、重点分野の情勢分
析を行うなど政策立案の根拠として活用。 

【労働局・ハローワーク】 

 近隣市町村における求職者の動向を分
析できる詳細データを、県の求めに応じ
て機動的に労働局が県に提供。 
 また、他府県の労働局が有する雇用等
に関する各種データも県の求めに応じて
提供。 

写  真 

① 立地検討企業への説明材料の提供 

 奈良県内での立地を検討している企業に対し、奈良県が説明する材料とし
て、近隣市町村における求職者の動向（年齢層、性別、希望職種等の傾向）
を分析できるデータを奈良県の求めに応じて労働局が奈良県へ提供する。 
 

② 統計データの提供 
 他府県の職種別有効求人倍率等の統計データ、県内大学の就職内定率データ、
女性の求職動向の分析等のためのデータ、県内企業のワーク・ライフ・バラ
ンスの推進状況等、労働局が有する雇用等に関する各種データについて、 
奈良県の求めに応じて労働局が奈良県へ提供する。奈良県は、効果的な政策
立案のための分析に活用する。 

産業 
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＜労働局コメント＞ 

 誘致企業として進出を検討してい
る企業に対し、早期から人材確保に関
する連携体制をＰＲすることで、ハ
ローワークの利用を促し、求職者の就
職促進にもつながっている。 

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例 

≪照会先≫ 島根労働局職業安定部職業安定課  （ＴＥＬ：0852-20-7016）    http://shimane-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp 

【島根県】【松江市】 【島根労働局ハローワーク松江】 

産業の振興を支える 企業誘致の促進 
【課題・目的】 
 島根県においては高齢化や過疎化が進んでおり、産業振興を支える
「産業人材の育成・確保」や「若者の県内就職促進」が喫緊の課題と
なっている。 
 産業振興において、企業誘致は重要な役割を担っており、ハローワー
ク松江では若者の雇用の場の確保に向けて、島根県や松江市と連携して、
人材確保に対する支援を行っている。 

  

【実施概要】 
 松江市へ企業進出を検討している企業の現地視察の際に、ハローワーク
松江にも立ち寄っていただき、管内の雇用情勢について説明するととも
に、企業側が求める人材要件や求職者の就職ニーズなどについて意見交
換を行い、「勤勉な県民性」をＰＲしながら、人材確保に当たっては、

以下の取組みを実施することで、ハローワークが全面的にバックアップ
していくことをアピールしている。 
 ◆登録求職者（学卒未内定者、障害者を含む。）とのマッチング 
 ◆会社説明会の周知・案内 
 ◆隣接ハローワークへの紹介あっせん依頼 

【役割分担】（右図参照「人材確保支援会議」を設置）  

【効果】≪Ｈ25年度≫  

①現地視察企業数 6社（ＩＴ系3社、出版業1社、物流業1社、音楽配信サービス業1社） 

 ①のうち松江市への進出決定企業数 3社（ＩＴ系2社、物流業1社） 

  ※うち2社はすでに採用活動を開始し、ハローワークの紹介により５名が就職！ 

 ①のうち松江市への進出を検討中の企業数 1社（出版業1社） 

http://shimane-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/
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 立地企業におけるパート労働者の人材確保のため、 
   「総社市パート就職面接会」を共同開催 

＜総社市コメント＞ 

 自治体として、誘致企業の人材確保の
協力と併せて、市内のパート労働者の潜
在的なニーズ等の確認ができたことで、
今後の自治体としての雇用対策に活かし
ていきたい。 
 

＜労働局コメント＞ 

 自治体と共同事業として実施すること
で、地域における企業ニーズに応えるこ
とができた。また、地域における潜在的
パート労働者の状況・ニーズの把握がで
き、今後の人材確保対策に向けての課題
等も把握できた。 

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例 

【課題･目的】  

≪照会先≫ 岡山労働局職業安定部職業安定課 （ＴＥＬ： ０８６－８０１－５１０３）  （http://okayama-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/)  

【岡山県総社市】 【岡山労働局ハローワーク総社】 

【実施概要】  

【役割分担】  

 総社市内のパート雇用については、業種によっては、誘致企業を含め慢性的な
人手不足状況となっており、企業側からの人材確保への取組みへの要望もなされ
ている。こうした中で、立地企業への人材確保と総社市内におけるパート労働者
の掘り起こしを目的としている。 

【ハローワーク】 

 ◆求職者への周知（近隣ハローワークへ
の周知依頼含む） 

 ◆求人確保 
 ◆当日の運営及び事後の結果把握等 
  

◆ 市内のスーパーや幼稚園等への周知等により、参加求職者が１９２名という多数
の参加を得たことにより、市内の潜在的パート労働力の把握と当該労働力を吸収する
ための課題が見つかった。 

 

◆ ２０名の採用状況となったが、その後も企業によっては当日の参加者を対象と
した採用選考を継続実施している。 

【効果】  

 総社市において、誘致企業を中心に人材確保の状況と今後の見通し等についての
各企業へのヒアリングを実施した。その結果、特に「食品製造業」においての雇用
が大きく見込まれることから、当該業種を主にしたパート面接会を実施している。 

・実施年月日：平成２５年１１月２８日（木）13:30～15:00 
・総社市・ハローワーク総社主催 
・参加企業 ８社 参加求職者 １９２人 

【総社市】 
 ◆参加企業の募集 
 ◆会場の確保・事前準備 
 ◆市民への周知 

・ＨＰ掲載、ポスター、チラシ作成 
・新聞への折り込み作成・配布 

 ◆当日の運営等  



【徳島県、徳島県三好市及び東みよし町】【徳島労働局ハローワーク三好】 

徳島県及び地元市町の企業誘致活動との連携 

 徳島県及び地元自治体の誘致活動にハローワークが連携することにより、当地域へ進出を検
討している企業に対する管内雇用情勢の提供や、人員確保についてハローワークが支援してい
ることがアピールされ、企業進出のきっかけとなり地域の雇用創出につながった。                          

 

 

 

 

【役割分担】 

 
 
 
 

【三好市・東みよし町】 
◆徳島県と連携した企業誘致活動の実施 
◆誘致企業に対する奨励措置の実施 
◆誘致を検討している企業を対象とした現
地視察の開催 
◆ハローワークへ誘致企業情報の提供 
◆合同就職面接会の開催 

【ハローワーク】 
◆現地視察での管内雇用情勢等の説明。 
◆求人条件に関する助言 
◆誘致企業の求人受理、マッチング、求職
者への情報提供、紹介 
◆誘致企業求人の特設コーナーでの掲示 
◆合同就職面接会への協力 

＜平成26年7月4日(金)・現地視察開催状況・三好市役所＞ 

自治体名 回 数 参加企業 

三好市 2回 11社 

東みよし町 個別に企業にアプローチ 

進出企業の業種 求人数 紹介件数 就職者数 

テレマーケティング 31  35 22 

家事代行サービス 9 8 1 

スポーツ用品通信販売 2 6 1 

(注)・11月13日現在。・求人数は更新前の一般及びパート分。 

《現地視察等開催状況》 《進出企業の求人状況》 

【効果】  

 雇用機会の少ない当所管内自治体（三好市・東みよし町）では、徳島県と連携し、少子化・市
町村合併に伴い多く残された休廃校の活用、独自の奨励金制度等を設ける等により、高速イン
ターネットサービスを提供したデータセンター・Ｗｅｂ制作を中心とした業種をターゲットとした「サ
テライトオフィス」や「コールセンター」を新たに開設するため、積極的な企業誘致活動に取組ん
でいる。 

【背景】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜三好市コメント＞ 
 進出企業の立地選定のポイントは「人
材が確保できるか」であり、ハローワー
クによるきめ細かな人材確保の支援や連
携した取り組みが、首都圏からの立地に
つながっており、本市誘致活動の強みと
なっています。 

＜労働局コメント＞ 
県・地元市町・ハローワークが連携し
た企業誘致活動が行われていることに
より、進出企業へのアピールにつなが
り、一層の雇用創出が図れることを期
待しています。 
 今後とも、構築した連携基盤を基に、
進出企業の求人に対する早期充足に努
めたい。 

【実施概要】 
 ハローワーク三好では、地元自治体が開催する現地視察において管内の労働市場情報等を説明
するとともに、進出企業決定時においては求人受理や早期マッチング、職業紹介など、全国ネット
ワークを活かした人材確保の支援を行っている。 

    また、自冶体とは、雇用情報の提供、企業誘致情報の収集等、担当者との情報交換を毎月実施し
ており連絡体制を整備しているところであり、今後さらに連携を密にした取組を実施する。 

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例 



地方自治体と連携した求人開拓・充足対策の実施 

＜新居浜市コメント＞ 
 誘致企業、ハローワーク、新居浜市の
３者が情報共有しながら、懸案であった
雇用の確保が達成できた。 

 
＜労働局コメント＞ 
 求人開拓・充足対策の面で市と連携を
図ることができた。今後も一層の連携を
図っていきたい。 

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例 

【課題･目的】  

  

【愛媛県新居浜市】 【愛媛労働局ハローワーク新居浜】 

【実施概要】  

【役割分担】  

  

◆ 求人開拓により３８０人の製造業の求人を受理し、製造業の求人が、平成２５年１２月
時点で、前年同期比58.6％増加した。 

◆ 誘致企業に対し、地域の賃金水準を考慮して求人条件の設定を行うよう助言し、求人の
賃金額が、地域の同業他社の求人に比べ高く設定された（時間給８５０円以上）ことから
求人の充足に効果があった。加えて、地域のパート求人の賃金水準が上昇するなど好影響
があった。 

◆ 通勤圏である近隣の２つのハローワークと連携した求人充足対策により、全体の採用者
数が３７０人以上（ハローワークの紹介数１８１人、就職者数９２人）となり、企業が必
要とする人材の充足に効果があった。  
  

【新居浜市】 
◆愛媛県と連携した企業誘致活動の実施。 
◆誘致企業に対する奨励措置等の実施。 
◆ハローワークへの誘致企業に関する情 
報の提供。 
◆誘致企業、新居浜市、ハローワークの 
３者による雇用確保のための協議の場の
設定。 
◆誘致企業求人情報の配布の協力。 

  

【ハローワーク】 

◆誘致企業、新居浜市、ハローワークの三者 
による雇用確保のための協議の場の設定。  
◆誘致企業に対する、地域の雇用動向等
の情報提供、求人条件設定に係る助言、
求人票の作成支援等。 
◆近隣の安定所と連携した求人充足対策の実施。 
◆ダイレクトメールの送信（ 820件）、
誘致企業求人情報の配布、特設求人掲示
コーナーの設置。 

  
【効果】  

 新居浜市とハローワーク新居浜が、市の誘致企業
の情報を常時共有するとともに、新規開設前の早い
段階で、誘致企業を交えた３者による雇用確保のた
めの協議の場を設けて充足対策等について検討し、
企業が必要とする人材の確保を図っている。 

 新居浜市の企業誘致活動と連携し、求人開拓・
充足対策を実施して地域の雇用確保を図る。 

≪照会先≫ 愛媛労働局職業安定部職業安定課  ＴＥＬ：０８９－９４３－５２２１ 



誘致企業の人材確保のため、共同事業として企業説明会・面接会を実施 

＜四万十市コメント＞ 
 県外企業の進出が決まり、人材確保は急務
でしたが、ノウハウもないなかで50名の人
材を短期間で集めることは、ハローワークの
協力なしには到底無理であったと思います。
本当に感謝しております。 
 
＜高知労働局コメント＞ 
 四万十市及び高知県とハローワークの十分
な連携を図ることができたことにより人材確
保を達成できました。今後も、地方自治体と
の連携をより一層深め、地域の雇用対策に貢
献するよう努めます。 

  

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例 

【課題・目的】  

≪照会先≫ 高知労働局職業安定部職業安定課 （ＴＥＬ：０８８－８８５－６０５１）（http://kochi-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/） 

【高知県】【四万十市】 【高知労働局ハローワーク四万十】 

【実施概要】  

【役割分担】  

 高知県では県内市町村と連携し、製造業や事務系職種であるコンタクトセ
ンター（ＣＣ）、バックオフィス等の企業誘致を独自の支援制度を設けて
推進している。高知県及び四万十市がハローワーク四万十の所在する幡多地
域では初めてのＣＣを誘致し、26年3月から事業を開始することとなった。 
 しかし、ＣＣ業務についてあまり知られておらず、苦情処理や債権回収の
ような心理的に負担のかかる業務であるとの意識が強い、50人の採用を達
成するには募集から事業開始までの期間が短いといった課題があった。 
 そのため、企業の進出が確実となった段階から、高知県及び四万十市から
の情報提供を受け、四万十市とハローワーク四万十が連携して人材確保を
行うこととなった。 

・場所：四万十市田野川乙 ・田野川小学校（休校中） ・規模：５０名 
・調印式：1月27日(月)  ・求人公開1月28日(火)     ・開始：3月1日(土) 

◆第1回(2月6日(木)) 
 参加：60名 面接：35名 
 内定：23名 

 

【効果】  

◆高知県・四万十市・ハローワーク四万十・企業と人材確保等について打ち合わせ 
◆短期間で人材を確保するため、共同して企業説明会・面接会を2回開催 
◆第1回はCC単独開催、第2回は「幡多地域就職面接会」に参加 

◆第2回(2月20日(木)) 
 参加：53名 面接：28名 
 内定：25名 

【四万十市】 
 ◆会場(市の施設)の確保 
 ◆広報紙等による市民への周知 
 ◆当日のスタッフ参加 
 ◆副市長による開会あいさつ 

 

【ハローワーク】 
 ◆説明会・面接会の企画運営 
 ◆求職者への情報提供 
 ◆障害者の個別相談(1名採用） 
 ◆求職者の紹介 

【高知県】 
 ◆県関係機関や工業団地等を 
  通じた県民への周知 
 ◆当日のスタッフ参加 
 ◆市･企業(本社)との連絡調整 
  のサポート 

http://kochi-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/
http://kochi-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/
http://kochi-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/


熊本市との連携による企業誘致の促進 
【熊本県熊本市】 【熊本労働局ハローワーク熊本】 

【課題・目的】 
 熊本市は、全国で２０番目の政令指定都市として、九州地方
の中央部に位置し、その地理的優位性からますます産業振興に
伴う活性化が期待される。 
 このため、市とハローワークが一体となって企業誘致に取り
組むことにより、熊本市に進出しようとする企業に対して信頼
感を与えることを目的とする。 

【実施概要】 
 熊本市への進出を考えている企業に対して、通常の職種別バ
ランスシートを含む雇用失業情勢等の資料に加え、企業が求め
ようとしている人材に係るより詳細なデータや求職者の志向性
等について情報を提供することにより、進出意欲へのインセン
ティブとしている。 

《照会先》   熊本労働局職業安定部職業安定課 TEL 096-211-1703 ハローワーク熊本  TEL 096-371-8305 

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例 

【効果】 

 進出予定の企業からは、大枠で示されたデータ以上の詳細
な情報を入手できることから、進出に関して具体的な検討に
入ることができると好評である。 

〈熊本市コメント〉 
 進出可否を決める重要な要素となる人材面につ
いて、地元の現況を詳しく提供できるため、企業
の進出判断材料として大きく役立っている。 
 

〈労働局コメント〉 
 市からの情報提供や企業との意見交換があるた
め、誘致企業の求人が実態を踏まえた求人条件と
なり、充足可能性が高くなる効果がある。 

平成２６年度実績 
    （８月末現在） 
     進出予定企業からの相談件数     ４件  
             うち企業進出件数    １件 

【役割分担】 

事業主 
進出の打診 

ハローワーク 

市 

県 
連携 

○企業への進出拠点に係る 

 情報の提供 

○進出予定企業に係るハ 

 ローワークへの情報の提供 

○企業とハローワークとの 

 意見交換の場の設定 

○誘致企業に対する市の 

 支援策の説明 

求
人
提
出 

○雇用失業情勢に係る説明  

○求職者特性の詳細情  

 報及び他の事業所の求人 

 条件に係る情報の提供 

○熊本県における求職者に 

 係る地域性による職業志  

 向等の説明等 

連携 

各
種 

情
報
提
供 



２ 人手不足分野の人材確保関係 



「待機児童解消」に向けて市とハローワークがセミナー等を実施

＜札幌市コメント＞
昨年度より開始した当セミ

ナーは、今年度143名が来場し、
アンケートでは約8割の方から
次年度の開催を望むなど、大変
有意義な取組であると考える。

＜労働局コメント＞
「待機児童解消」という目標を
共有することで、市と国が同じ方
向に向かって取組を実施すること
ができた。
当該セミナー以外にも面接会を
共催しているが、目標に資する連
携策を今後も考えていきたい。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【目的】

≪照会先≫ 北海道労働局職業安定部職業安定課 ・・・・・・・・・・（ＴＥＬ：０１１－７０９－２３１１）

【北海道札幌市】 【北海道労働局、ハローワーク札幌（ハローワークプラザ札幌）】

【実施概要】

【役割分担】

札幌市の待機児童解消に向け、保育士希望者の学生や潜在保育士などを対象に、札幌
市内の保育施設への就職意識を喚起し、待機児童解消に必要となる保育士の確保を図る。
市と国が同じ「待機児童解消」という目標に向けそれぞれの強み（※）を共有するこ
とで、効果的な事業を実施

◆ 平成27年6月14日（日）に開催し、143名が来場。
◆ 体験セミナーを設けることにより、保育士の魅力をより伝えることができ、保育所への就職に
向けての意欲の向上につなげることができた。

◆ 札幌市と連携することで幅広い広報が実施できた。

【効果】

会場内の各ブースにて保育の仕事で役立つ情報の提供・セミナーの実施
●最新の『乳児保育』の体験コーナー ●最新の『幼児保育』の体験コーナー
●若手保育士による対話セミナー ●園長先生からのアドバイスセミナー
●働くために必要な知識や制度、マナーを知るためのセミナー
●保育士のためのメイクアップセミナー

☞ ハローワークが職業相談コーナーを設置することで、具体的な就職に向けての準備が可能！

☞ ハローワークが行う「適職選択セミナー」や「採用の視点セミナー」等も案内し、適宜誘導を図り、幅広いセミ
ナーを受けることが可能！

☞ セミナーにおいて、求職者に対しハローワークの「福祉人材コーナー（福祉分野の支援を重点的に行う相談
窓口）」の周知を図ることで、個別支援につなげることが可能！

【札幌市】
◆会場手配（費用負担は労働局と折半）
◆市の広報誌における周知
◆市内保育士養成校への周知

【労働局・ハローワーク】
◆リーフレット作成
◆職業相談コーナーの設置
◆各個別セミナーの内容調整
◆セミナー開催に係る全体調整

※市の強み：私立保育園連盟・市内保育士養成学校とのつながり（効果的な広報等が可能）、待機児童数等の情報
国の強み；ハローワークによる専門的な職業相談・職業紹介、保育士等の職種別状況の把握



女 性 の た め の 建 設 業 の 仕 事 見 学 会 を 開 催

＜岩手県コメント＞
女子生徒が、建設業に従事する女

性従業員と交流することで、建設業
のイメージアップに繋がり、生徒の
進路選択の拡大が期待される。

＜労働局コメント＞
国と県が共同で当該取組を実施するこ

とで対外的なPR効果も高くなる。当該
事業が建設業への女性進出を促進する
契機となることを期待している。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【目的】

≪照会先≫ 岩手労働局職業安定部職業安定課 ・・・・・・・・・・・・・・・（ＴＥＬ：０１９－６０４－３００４）

【岩手県（沿岸広域振興局）】 【岩手労働局ハローワーク釜石】

【実施概要】

【役割分担】

建設業への女性の進出促進と、女性も働きやすい職場環境のあり方を検討
するため、管内（釜石・大槌・遠野）の高校女子生徒を対象とした、建設業
の仕事見学会を開催。
高校生の就職先の幅を広げる（１年生、２年生をメインにすることで、早

いうちに建設業の選択肢を視野に入れてもらうことが可能）。また、意見交
換を通じ建設業の雇用管理改善の機運を高める。
県が持つ地域振興等の施策のノウハウと国が持つマッチング等の雇用施策

の強みを活かす。

◆対象者：管内の高校（３校）の女子生徒（参加者数１７名）
◆開催日：平成２６年１０月４日（土）
◆見学先：建設事業所 2社
◆概 要
・工事現場の見学及び事業所見学（ＣＡＤ操作の見学等）
・事業所の女性従業員との意見交換

※ 見学者に対しては、ハローワークがその後就職支援を実施。
※ 県とハローワークが定期的に開催している情報交換会において実施す
ることを決定。日ごろの連携基盤を構築してきたことが、新たな連携策
を生むことにつながった。

【岩手県（沿岸広域振興局）】
◆事業の企画・立案
◆市の広報誌における周知
◆見学先事業所との調整
◆当日の運営

【ハローワーク】
◆見学先事業所の選定・案内
◆管内高等学校への周知
◆高校生の参加取りまとめ
◆当日の運営及び調整

防潮堤建設現場を見学する生徒たち



基幹産業の人材確保のため
「水産加工業人材確保プロジェクト」を実施

＜県・市のコメント＞
（宮城県）水産加工業を始め、地域産業が抱え
る雇用環境の課題解決に向け、今後も関係機関
と連携し取り組んでいきたい。
（石巻市）事業者側の意識改善というセミナー
はこれまでにない視点での事業で有意義。引き
続き他業種を含めた取組に期待する。
＜労働局コメント＞
当所の基幹産業である水産加工業における人手

不足の実態を承知している自治体や水産加工業協
同組合との連携によって、雇用管理改善の必要性
を共有できた。引き続き共同して職場改善と求人
充足の促進に向けた取組を推進していく。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

≪照会先≫ 宮城労働局職業安定部職業安定課 ℡：022-299-8061 http://miyagi-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp 

【宮城県東部地方振興事務所・石巻市・東松島市・女川町】 【宮城労働局 ハローワーク石巻】

【実施概要】

【役割分担】

復興需要等により求人数が高水準で推移する一方、求職者数が減少傾向
にあり、多くの業種で人材確保が困難となっている。
水産加工業は特に深刻な状況にあるため、求職者の同業種へのマイナス

イメージの解消と事業主に対する雇用管理改善意識の醸成等により求人充
足の促進を図る。

１．事業所見学会の開催により、震災前の古い
建物・設備のイメージ払拭。平均８名程度
の参加で就職は１～２名

２．事業所調査等を踏まえ県が通勤手段確保の
補助金制度創設

３．雇用管理改善セミナーでは
・調査結果による求職者の低い関心度を周知、
・マスコミ報道を通じ、セミナー内容（事業
所が就職を希望しない理由や事業所の要
望）を周知

【効果】

「水産加工業人材確保プロジェクト」として、以下の取組を実施。
１．雇用環境等の調査（事業所50社、求職者332名）
ハローワークが事業所訪問により人手不足の実態や施策要望を調査するとともに、求職者窓口で水
産加工業への就業意識を調査。同時に事業所に雇用管理改善の推進と正社員求人の確保に努めた。

２．事業所見学会の実施（年間11社、92名参加）

３．自治体への事業所要望の働きかけ（通勤手段等の確保）
ハローワークの所長が要望内容を地方振興事務所長に説明。県は次年度「水産加工業人材
確保支援事業」を創設し、補助率１／２の従業員通勤確保支援及び宿舎整備補助支援を実施。

４．大学教授を講師に水産加工業対象の「雇用管理改善セミナー」を開催（１６
社参加） ※平成27年度には介護事業所も追加

（その他の内容）
①雇用管理改善等に向けた国等の支援制度について（講師：ハローワーク担当者）
②「安定的な人材確保と労務管理について」（講師：社会保険労務士）
③「わが社のカイゼン」（講演：水産加工業事業所、介護事業所）
④各種支援制度、社員確保のための個別相談（講師：宮城県、労働基準監督署、ﾊﾛｰﾜｰｸ職員）

【雇用管理改善セミナーの様子】

【県・市・町】
１．イベントの広報
２．通勤手段確保のため事業創設の検討
３．セミナー共催
４．セミナー会場の確保と設営

【ハローワーク】
１．雇用環境等調査の実施及び

結果の周知
２．事業所見学会の実施
３．セミナー開催



「保育士マッチング強化プロジェクト」の一環として、
「保育士合同就職面接会」を実施

＜埼玉県コメント＞
平成２５年度に「保育士・保育所支援セ

ンター」を開設したが、潜在保育士へのア
プローチが課題であった。労働局、さいた
ま市との連携により、多くの求職者に参加
していただいた。今後も県内の求人情報を
集約すること等により、求職者への支援を
充実させたい。

＜労働局コメント＞
埼玉県との連携により、主要駅構内への

ポスター掲示や民間人材ビジネスのホーム
ページを活用した案内の実施など、これま
で労働局単独では実績のなかった手法によ
り周知を展開することができた。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

≪照会先≫ 埼玉労働局職業安定部職業安定課職業紹介係 （ＴＥＬ：０４８－６００－６２０８）

【埼玉県】 【さいたま市】 【埼玉労働局】

【実施概要】

【役割分担】

「待機児童解消加速化プラン」を推進する上で
不可欠な保育士の確保を図る。

【埼玉県】
埼玉県を通じて県内自治体に面

接会開催の周知を依頼。各自治体
においてはホームページ等を活用
し、保育施設及び地域住民への参
加呼びかけを実施。また、面接会
当日は、「保育士保育所支援セン
ター」相談コーナーを設置すると
ともに、保育施設管理者を招いて
「保育士になるなら今！」と題し
たセミナーを同時開催。

【労働局】
面接会の運営全般。特に、求

職者への周知では、保育士分野
を希望する全ての者に対してダ
イレクトメールによる参加呼び
かけを実施。

【効果】

埼玉県内に就業場所を有する保育施設と保育士
や保育補助などの仕事を希望する求職者に特化
した就職面接会を開催。

【さいたま市】
埼玉県及び埼玉労働局による

記者発表に併せ、市単独で記者
発表を実施。

◆ 実績：参加求人者５２事業所、参加求職者109人、就職30人
◆ 参加した求人者からは、「保育士資格を持っていながらも、仕事
に活かされていない方が多くいると感じ、そうした方々に手ごたえ
のある説明ができた」等といった声が聴かれた。



保育士の人材確保のため「保育士合同就職面接会」を実施
～県の持つ情報と国の持つ情報により、効果的な周知を実施～

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

≪照会先≫ 埼玉労働局職業安定部職業安定課職業紹介係 （ＴＥＬ：０４８－６００－６２０８）

【埼玉県】 【さいたま市】 【保育士保育所支援センター】 【埼玉労働局】

【実施概要】

【役割分担】

埼玉県では、平成27年4月に向けて85ヶ所の保育所整備が進められており、
保育士の人材確保が喫緊の課題である。このため、一人でも多くの保育士を確保
することができるよう、保育士合同就職面接会を開催する。
※保育士マッチング強化プロジェクトの一環として実施

【埼玉県】
◆ 名簿リストの作成。
◆ 面接会当日は、保育施設管理者を
招いて「もう一度、あなたらしく働
いてみませんか？」と題したセミ
ナーを同時開催。

◆ 埼玉県内に就業場所を有する保育施設と保育士・保育補助などの仕事を希
望する求職者に特化した就職面接会を開催。

◆ 埼玉県に保育士登録をしてる55歳未満の者（約5３,000人）に対して実施し
たアンケートにおいて、埼玉県や労働局（ハローワーク）が開催する面接会等の
情報提供を希望する潜在保育士約５,３00人の名簿リストを作成。
当該リスト及びハローワークの求職者（保育分野希望者）にダイレクト
メールを送付し、周知を実施。

【さいたま市】
記者発表を行い周知・広
報を実施

◆実績
参加求人者５７事業所
参加求職者1８８人
就職４５人（１２月末日現在）
※ 参加求職者のうち、約５０％が潜在
保育士名簿リストからの参加者

【埼玉労働局】
◆ 面接会の運営全般。
◆ ハローワークにおいて、ポス
ターの掲示、リーフレットの配
布や、窓口で参加の呼びかけを
実施。

【保育士保育所支援センター】
◆ 福祉人材センターのホームページを活用した面
接会の周知・広報

◆ 保育士保育所支援センターを利用する求職者へ
の参加の呼びかけを実施。

◆ 面接会当日は、保育士保育所支援センターの相
談コーナーを設置し、求職者の相談を実施。

＜労働局コメント＞
県が持つ潜在有資格者の情報とハローワークの

持つ求職者の情報を使うことにより、真に必要な
者に対し、効果的な周知を行うことができた。
また、面接会と併せて、保育士保育所支援セン
ターの相談窓口を設置することにより、求職者に
対して効果的な支援を行うことができた。
今後とも、県と国のそれぞれの強みを活かし合
い、継続して実施していきたい。

＜埼玉県コメント＞
これまで課題であった潜在保育士へのアプロー

チが可能となった。国と県で情報を共有し、より
多くの面接会等の情報を発信することができた。
また、再就職のためのセミナー（６回）や職場体
験（随時）を実施したことにより、効果的な支援

を行うことができた。



人手不足職種の潜在求職者の掘り起こしと人材確保のため、
相談会・就職面接会を実施

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

≪照会先≫千葉労働局職業安定部職業安定課 （ＴＥＬ：043-221-4081） (http://chiba-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/)

【千葉県市川市】 【千葉労働局ハローワーク市川】

【実施概要】

【役割分担】

人手不足職種（保育職、介護職）について、未経験であ
るために就業に踏み出せずにいる方、ブランクがあるため
復帰をためらっている方などの不安を解消し、潜在求職者を
掘り起こす。併せて就職面接会を開催し人材を確保する。

１７名の求職者が来場し、うち安定所へ求職登録をしていな
かった者が１１名（うち保育士６名）おり、求職者の掘り起こし
に効果があった。

【市川市】
◆市広報誌に開催記事を掲載
◆市ＨＰに特設ページを開設
◆管内駅にリーフレットを設置

【ハローワーク】
◆ちば保育士・保育所相談センター、
千葉県福祉人材センターへ協力依頼
◆求職者への周知
◆会場設営等運営全般

【効果】

◆相談コーナー
・ハローワーク
・ちば保育士・保育所支援センター
・千葉県福祉人材センター

◆面接コーナー（平成２６年４月開設予定の保育園 ４社）

＜市川市コメント＞
初の試みにＰＲが不安でしたが、結果、17

名の来場者があり、潜在求職者の関心が高い
と認識できた。今後もよりよいＰＲのため、
ハローワークとより一層連携を強めていきたい。

＜ハローワークコメント＞
自治体に積極的に広報をおこなっていただ

き、潜在求職者の掘り起こしができた。今後
も、市民祭りやショッピングセンターの催事
場などで相談ブースを設け、人材の掘り起こ
しを行っていく予定。



船橋市の待機児童解消に向けて、市内私立保育園の人材確保のため、
船橋市合同就職説明会を共同開催

＜船橋市コメント＞
元保育士などの復帰等に向けた

情報収集の良い機会となり、また、
多くの面接により採用者が多数で
たため、次年度も今回の内容を踏
まえて実施に向け検討していく。

＜ハローワークコメント＞
待機児童の多い地域の保育士確保

ができ、有意義な説明会が開催で
きた。今後も継続して実施してい
くこととしたい。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

≪照会先≫千葉労働局職業安定部職業安定課 （ＴＥＬ：043-221-4081） (http://chiba-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/)

【千葉県船橋市】 【千葉労働局ハローワーク船橋】

【実施概要】

【役割分担】

待機児童解消のために必要な保育士人材の確保
を目的としている。

◆ 就職支援研修会には２２名が参加し、手遊び講座、説明会会場
近くの市立保育園を見学し、その多くが説明会にも参加した。

◆ 説明会は15の市内私立保育園が参加し、面談は５４名が各園
ブースで説明を聞き、面接も行い、９名の採用が決まった。

【船橋市】
保育士就職支援研修会・
合同就職説明会の周知広
報及び実施等

【ハローワーク】
保育士を希望している者

への合同説明会の参加要請
及び求人一覧表の作成等

【効果】

保育士の資格をお持ちの方で、現在保育士とし
て就労していない方（潜在保育士）、指定保育
士養成施設等に在学中の方を対象に就職支援研
修会及び市内私立保育園の合同就職説明会（面
接会）を船橋市と共催。



福祉･保育の人材確保のため、潜在求職者への支援等を連携して実施

＜世田谷区コメント＞
区の重要課題である待機児解消のために

も大いに期待しています。ハローワークと
の連携を強め、今後も三軒茶屋就労支援セ
ンター等を中心とし、福祉・保育人材の確

保等、総合的なサービスを展開していきます。

＜ハローワークコメント＞
地域に密着し、産業や保育などを所掌す

る世田谷区と、職業紹介が専門のハロー
ワーク渋谷が手を携えることで、イベント
等の周知や運営に予想以上の相乗効果が
みられています。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

≪照会先≫ 東京労働局職業安定部職業安定課 （ＴＥＬ：０３－３５１２－１６５６） （東京ハローワークＨＰ http://tokyo-hellowork.jsite.mhlw.go.jp/ ）

【東京都世田谷区】 【東京労働局ハローワーク渋谷】

【実施概要】

【役割分担】

人手不足が深刻となっている福祉・保育等の分野における人材の確保を目的として、
世田谷区とハローワーク渋谷が年間を通した継続的な連携を図り、潜在求職者の掘り起こ
しや就職・求人情報の提供、就職面接会や相談会の共同開催などの先駆的な取組みにより、
区内の人手不足の解消を図り、地域社会の活性化を目指すことを目的としている。

◆ 「保育士セカンドチャレンジ研修」 （世田谷区・ハローワーク渋谷共催、２日で１回、２回開催）
①平成26年1月31日（金）･2月5日（水）、②２月２４日（月）･２月２８日（金）９時半～1２時

参加者 ＜1月31日＞１6名 ＜2月5日＞１3名 ＜２月２４日＞１６名 ＜２月２８日＞１３名
◆「せたがや福祉のおしごと区内介護施設等見学会（バスツアー）」（世田谷区・ハローワーク渋谷共催）

平成２５年7月25日（木）・ ９月２６日（木）・ １１月２１日（木）・平成２６年１月２３日（木）

９時～１５時 各回 見学施設数 ６施設 定員１８名
◆ 「せたがや福祉のおしごと合同就職面接会」（世田谷区・ハローワーク渋谷共催）

平成25年度 計５回の開催での実績：6／29(土)・8／24(土)・10／19(土)・12／7(土) ・３／１(土)

事業所数７３所 求人件数２５6件 求人数４７７名 来場者1９４名 面接３１３名 採用24名（２月末現在）

◆ 「 三茶ＤＥ保育就職相談会」 （世田谷区・ハローワーク渋谷共催）
平成25年10月30日（水） 13時30分～16時30分

事業所数15所 求人件数41件 求人数127名 来場者73名 面接118名 採用7名

【世田谷区】
〇 広報等による区内の潜在的人材の掘り

起こし
〇 就労相談のためのハローワークへの誘導
〇 面接会・相談会等の周知・案内・運営

【ハローワーク】
◇ 求人の受理、充足対策、未充足フォロー

アップ
◇ 職業相談、職業紹介
◇ 面接会・相談会用の求人確保と作成・

求職者への周知・案内・運営

【効果】

世田谷区とハローワーク渋谷による雇用問題に関する連絡会議を開催し、協力体制を確立して
日常的な連携事業や情報交換を行っている。また、潜在保育士を対象とした「保育士セカンド
チャレンジ研修」や「せたがや福祉のおしごと合同就職面接会（年間5回開催）」など研修や
面接会等を共同で開催している。ハローワーク渋谷の、介護・医療・保育の専門窓口である
「ハートフルワークコーナー」と世田谷区の各担当窓口においては、相談者の相互案内など、
特に密接な連携により人材の確保に努め、人手不足の解消を図っている。

保育士セカンドチャレンジ研修（1/31）



かながわ林業就職面接会・就業相談会を実施

＜神奈川県コメント＞
林業分野における人材確保はも

とより、「かながわ森林塾」の研
修受講生の就職先確保にも大いに
役立っている。

＜労働局コメント＞
業種を特化した面接会は、小規

模であっても一定の効果が期待で
きる。また、林業に明るい神奈川
県と共同で開催することで、求人
企業が参加しやすい環境となった。
さらにHW職員の林業に対する知識
と向上にも役立っている。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

≪照会先≫ 神奈川労働局職業安定部職業対策課 ・・・・・・・・・・（０４５－６５０－２８０１）

【神奈川県】 【神奈川労働局・ハローワーク】

【実施概要】

【役割分担】

その殆どが零細事業体である林業分野は、従事者の高齢化が進み、また
就労環境も厳しいため、人材の確保が課題となっている。
神奈川県では、林業就労希望者の本格雇用誘導と人材の確保を目的とし

て、基礎技術の習得や体力向上を図る「かながわ森林塾」を実施している
が、更なるマッチングの向上が必要な状況である。

◆平成25年度の実施結果は、参加事業体9社、参加求職者34名、
延べ面接件数96件、就職者数9名。
◆就業相談会の利用者数は、16名。

【神奈川県】
◆林業事業体に対する求人開拓
◆林業事業体に対する広報（リーフ
レット、HPや記者発表など）
◆「かながわ森林塾」受講者の参加勧奨
◆その他準備（事前準備、会場の手配、
当日の運営及び調整）

【労働局・ハローワーク】
◆参加求人受理
◆求職者に対する広報（リーフ
レットやHPなど）
◆求職者への周知、参加勧奨
◆その他準備（事前準備、当日
の運営及び調整）

【効果】

神奈川県内で林業に就業したいという求職者を対象とした就職面接会
と、林業に興味を持っている求職者を対象とした就業相談会を併せて年
１回開催している。



保育所増設に係る保育士就職面接会を共同開催

＜ 横浜市コメント＞
求職者の窓口であるハローワークと連

携して取り組むことで、就職面接会に多
くの参加者を募ることができています。
本市の待機児童対策に、不可欠の取組です。

＜ハローワークコメント＞
横浜市こども青少年局と連携し、平成

23年度から実施している。連携するこ
とで双方の情報共有がスムーズになり、
年々採用件数も伸びてきている。今後も
継続して実施していきたい。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

≪照会先≫ 神奈川労働局職業安定部職業安定課 （ＴＥＬ：045-650-2809）

【神奈川県横浜市】 【神奈川労働局ハローワーク横浜】

【実施概要】

【役割分担】

横浜市においては、待機児童解消のため保育所の整備等を進めており、保育
士人材の確保が課題となっている。

◆ 平成25年度においては、５回開催し、総計で参加事業者数
217件、参加者数292名、採用件数96件であった。

◆ 平成26年度においては、開催規模を拡大して、年５回開催
予定としている。

【横浜市】
◆企画から参加事業所募集･選定
◆開催周知広報
◆当日の運営等
◆保育士就職面接会の運営全般

【効果】

神奈川労働局においては、横浜市と雇用対策協定を結び、雇用に関する施策が
効果的に実施されるよう連携・協力をしている。
そこで構築された連携基盤を軸に、保育士就職面接会を開催し、横浜市内で保

育所等を運営する事業者と保育士有資格者または保育士資格取得見込者の出会い
の場を提供。
市が持つ保育事業者とのつながりと、ハローワークが持つ無料職業紹介機能や

面接会開催のノウハウ、そして双方が持つ就職を希望する潜在保育士等の情報が
連携することで効果的な取組を実施。

【ハローワーク】
◆求人一覧表の作成
◆ハローワークのホームページの掲載や求
職者に対しての参加要請
◆ハローワーク相談コーナーを会場に設置
し面接会参加者の職業相談を実施



看護職員の人材確保のため、
「看護職員再就職支援相談会」を共同開催

＜労働局コメント＞
ナースセンターの専門相談員との

連携強化により、紹介窓口職員に専
門知識が付与される効果もあった。
ハローワークにおける求人・求職

者のミスマッチ解消の効果もあり、
次年度は開催回数を拡大し、事業を
推進したい。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

≪照会先≫ 新潟労働局職業安定部職業安定課 （ＴＥＬ：025-288-3507） （http://niigata-hellowork.jsite.mhlw.go.jp)

【新潟県】 【新潟労働局・県内全ハローワーク】

【実施概要】

【役割分担】

県内における慢性的な看護職員不足の解消を図るた
め、就業看護職員の増加を目的としている。

◆ 平成２５年度は４８回開催して、延べ１３５人と相談し、
５４人が就職

◆ 再就職支援講習会の受講による、潜在看護職員の掘り起こし
と、円滑な再就職

【新潟県】
ナースセンターの専門相談員に

よる就業相談の実施（病院等の情
報提供、再就業支援講習会の案内、
資格取得に向けた相談等）

【労働局・ハローワーク】
◆対象者に対する相談会の
周知（ＤＭによる参加勧
奨を含む）
◆職業紹介・就職相談

【効果】

新潟県が潜在看護職員で再就業を希望する者を対象と
した相談会を実施する看護職員再就業支援強化事業を
新潟県看護協会に委託。労働局・ハローワークは事業
委託を受けた看護協会と連携し、ナースセンターの専
門相談員による予約制の個別相談会を県内全ハロー
ワークで共同開催。



あらたな介護の担い手を確保するための
「介護施設見学会」を共同開催

＜ハローワークコメント＞

♦ 市報に開催案内を掲載しても
らうことで、潜在求職者の掘り
起こしに繋がっている。

♦ 市が持つ介護保険事業に係る
情報力とハローワークが持つ求
職者の情報力を補完し合い、見
学会を成功させることができた。

♦ 施設見学と同時に職業訓練
（介護コース）の案内をするこ
とで定員確保に向けた取組とし
て効果が期待できる。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

≪照会先≫ 新潟労働局職業安定部職業安定課 ・・（℡025-288-3507）（http://niigata-hellowork.jsite.mhlw.go.jp)

【新潟市】 【新潟労働局ハローワーク新潟】

【実施概要】

【役割分担】

新潟市では急速に介護保険施設の新規開設が相次ぎ、介護関係の求
人が増加している一方で、介護を希望する求職者が減少していること
から人材確保が難しい状況にある。
そのため、介護の仕事未経験者及び介護・看護師など潜在有資格者

を対象に見学会を開催し、職業意識啓発及び職場理解を深めることで、
あらたな介護の担い手確保を図る。

◆平成２６年度新規事業。７月から３月の間に５回（１回あたり
定員２０人）開催。

【新潟市】
◆送迎バス（市所有）の手配
◆市報等による、一般市民（潜在
求職者）に向けた広報・周知

◆見学先との連絡・調整

【ハローワーク】
◆見学会の企画、運営全般、見
学先との連絡・調整

◆送迎バスの調達・手配
◆周知用リーフレットの作成
◆求職者に対する周知・参加勧奨
◆職業訓練の説明・案内

【効果】

ハローワーク新潟から無料送迎バスで見学先介護施設に移動し、施設
内見学に加えて、介護の仕事内容・やりがい等の説明と介護技術の実演
を見てもらう。併せて、職業訓練（介護コース）の説明・案内も行う。



介護分野の人材確保のため、
「介護職場の就職説明・面談会」を共同開催

＜富山市コメント＞
市の広報等で広く周知したことに

より、介護未経験者への働きかけや
潜在求職者の掘り起こしに効果がみ
られた。

＜ハローワークコメント＞
各施設が求職者に直接面談するこ

とにより、事業所には求職者ニーズ
等の把握、求職者には介護分野の仕
事や職場への理解につながった。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

≪照会先≫富山労働局職業安定部職業安定課 ＴＥＬ：076－432-2782

【富山県富山市】 【富山労働局ハローワーク富山】

【実施概要】

【役割分担】

介護分野における人材不足が続く中で、介護分野
の仕事・職場についての理解を深める機会を提供し、
介護分野への就職に結びつける。

◆ 平成25年度に5回開催
・ 参加事業所数 １０３社 面談件数 ３７５件
・ 求職者数 ３２６人
・ 就職者数 ４０人

【富山市】
◆介護、障害福祉サービス
事業を行う事業所への
開催案内
◆市の広報等を活用した
開催周知

【ハローワーク】
◆福祉人材コーナーほか、
職業相談窓口等での開催
周知、参加勧奨
◆介護分野の職業訓練修了者
への開催周知

【効果】

◆介護事業を行う約20社が一堂に会し、各テーブル
において、自社の企業概要の説明、個別面談を実施
◆ハローワークによる介護分野の職業相談、資格相談
（平成21年度からの継続事業）

http://toyama-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp



宿泊業の人手不足問題に、市と国が連携し対応

＜熱海市コメント＞
宿泊業の人手不足については周知の
ものであったが、提供された雇用指標
により数値的に確認でき、自治体内部
での説明材料として新規施策実施の
きっかけとすることができた。今後実
行される新たな人手不足打開の施策推
進に当たりハローワークと連携したい。

＜ハローワークコメント＞
自治体と連携することでより積極的な
取組が可能となり、成果を上げること
ができた。他の市町に対しても同様に
連携を図りたい。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

≪照会先≫ 静岡労働局職業安定部職業安定課 ・・・・・・・・・・（ＴＥＬ：０５４－２７１－９９５０)

【静岡県熱海市】 【静岡労働局ハローワーク三島】

【実施概要】

【役割分担】

熱海市は、宿泊業における人手不足が深刻化しており、雇用のみならず産業全般へ
の影響も懸念される状況であるため、市の持つ「地域とのつながり」、「熱海ブラ
ンド」の強みと、国の持つ「雇用における機動力」の強みを連携し取り組むことで、
人手不足問題を解決していく必要がある。

◆市は、宿泊業にける人手不足感に関心を寄せていたが、ハローワークから提供さ
れた自市の雇用失業情勢により状況を把握、実態、数値ともに深刻であると判断す
ることとなった。
◆市長定例会見でもハローワークとの連携に触れるなど、両者一体となった施策の
重要性を共感することとなった。

【熱海市】
◆関係団体との連携調整
◆ハローワークとの連携調整
◆業界団体へのアンケート
◆住居に関する情報提供（検討中）

【ハローワーク】
◆雇用失業情勢（市町）の情報提供
◆求人情報紙作成配布
◆「人手不足分野における雇用管理改
善対策説明会」の開催（関係施策への誘導）

【効果】

◆ ハローワークは、熱海市に対し、雇用失業情勢（市・町）の情報を提供する、市では
その情報を基に「業界へのアンケート」、「市営住宅の利用に関する調整」を実施する
とともに、「関係団体との連携強化」を図る。
◆ 市の協力要請を受けハローワークでは、宿泊関連業種に特化した求人情報紙「熱海で
お仕事」を作成し、関東近隣都県及び宿泊関連業種の求人倍率が低く一定の求職者数の
ある市区町村を管轄するハローワーク（全国）へ情報提供を行い、全国ネットワークを
活かした人材確保を図る。
◆ 市、ハローワーク（労働局）による、関係団体及び関係事業所に対して「人手不足分
野における雇用管理改善対策」の説明会を実施する。



平成26年3月 保育職 企業説明会・面接会を開催

＜名古屋市コメント＞
より多くの保育所に対して積極

的かつ効果的な支援ができ、大変
有用な事業である。

＜労働局コメント＞
採用担当者と直接話ができる機会

としては、大変有効な事業である
と考える。また、ブランクがある
方の相談コーナーの設置により、
潜在求職者の掘り起こしも進んだ
と考えられる。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

≪照会先≫ 愛知労働局職業安定部職業安定課 （ＴＥＬ：052-219-5505）（http://aichi-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/)

【愛知県名古屋市】 【愛知労働局】

【実施概要】

【役割分担】

名古屋市における「保育所入所申込者数」は増加し続けており、「待機
児童対策」を積極的に進める中で、保育を支える保育士の確保も重要な課題
であることから、採用担当者と直接話ができる「保育職 企業説明会・面
接会」を開催した。

◆参加企業30社、参加求職者40名、17名が正式面接を受け11名が内定。
◆名古屋市と連携することにより、今までハローワークに求人を出していな
かった事業所に対しても雇用対策を行うことができ、待機児童解消の取り
組みが進んだ。
◆また、保育士として再就職に不安を抱えている方への支援にも繋がった。

【名古屋市】
◆区役所等での「保育職 企業
説明会・面接会」開催広報

◆ 企業説明会・面接会当日の
保育士再チャレンジ研修の案
内・相談

【労働局】
◆「保育職 企業説明会・
面接会」の運営、周知、
広報。

◆求職者へのダイレクト
メール送付。

【効果】

第１弾として、名古屋市から提供があった保育士が不足している保育所
リストを基に、管轄ハローワークが各保育所に訪問等を行い、保育士不足
状況等を確認し、充足支援を実施。また、労働局が県下の保育士有資格者
で保育士を希望しない方にも求人情報を送付し、求職者の掘り起こしを
行った。
第２弾として、ハローワークの支援で充足に至らなかった保育所に対し

て「保育職 企業説明会・面接会」（30社）を開催し、保育士確保対策
を実施した。また、出産、育児により保育士を退いた方も安心して相談で
きるように託児室を設置した。



看護師の医療現場復帰をサポートするため、カムバック研修時に職業相談を実施

＜名古屋市コメント＞
講習で自信を取り戻せた後、熱が
冷めぬ前に就職支援へ移行できるこ
とが、多くの再就職に繋がったと
考えています。

＜労働局コメント＞
人材確保を行うためには潜在看護
力の活用が最も有効と考えており、
非常に効果的な事業であると捉え
ています。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

≪照会先≫ 愛知労働局職業安定部職業安定課 （ＴＥＬ：052-219-5505）（http://aichi-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp)

【愛知県名古屋市】 【愛知労働局ハローワーク名古屋中】

【実施概要】

【役割分担】

講習と職業相談を一体化したことにより、受講者の医療現場復帰
に向けての意欲向上に繋げることができました。ほとんどの受講者
が再び看護師として活躍されています。

【名古屋市】
◆潜在看護力活用講習会を開催。

◆ハローワークによる職業相談
を受講者に案内。

【ハローワーク】
◆看護学校に出張し職業相談を
実施。

◆ハローワーク利用者に講習会
を案内。

【効果】

名古屋市の「なごやナースキャリアサポートセンター」が看護学校で実施している
「潜在看護力活用講習会」にハローワーク名古屋中の職員が出張し、医療現場への
再就職に向けた職業相談を行っている。

看護師不足は国にとって重要な課題となっている。人材不足を解消するために
は一人でも多くの看護師に医療現場へ復帰していただく必要がある。ブランク
があることにより復帰をためらう潜在的有資格者が再び医療現場に戻って活躍
されるようサポートする必要がある。

潜在看護力の活用！！



保育士の現場復帰をサポートするため、再チャレンジ研修受講者に職業相談を実施

＜名古屋市コメント＞
講習会と実習により自信を取り戻すこと

ができても、ブランクのある方や未経験の
方は保育現場への再就職に対して相当不安
を抱いております。ハローワークとコラボ
することで、多くの受講者が不安を取り除
くことができ、保育士として就職すること
ができました。

＜労働局コメント＞
保育業界での人材確保を行うためには有効

な手法と考えており、非常に効果的な事業
であると捉えています。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

≪照会先≫ 愛知労働局職業安定部職業安定課 （ＴＥＬ：052-219-5505）（http://aichi-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp)

【愛知県名古屋市】 【ハローワーク名古屋中】

【実施概要】

【役割分担】

名古屋市における講習・実習、当所におけるガイダンス・職業
相談を一体化したことにより、保育所への再就職に向けての意欲
の向上に繋げることができました。

【名古屋市】
◆保育士再チャレンジ講習会を
開催。

◆ハローワークによる職業相談
を受講者に案内。

【ハローワーク】
◆受講者対象個別就職相談会を
実施。

◆ハローワーク利用者に講習会
を案内。

【効果】

名古屋市が実施している「保育士再チャレンジ講習会」にハローワーク名古屋中の職員が出張し、就職
ガイダンスを実施している。また、その受講者を対象とした個別就職相談会を開催している。

名古屋市では待機児童解消に向けて取り組んでいるが、園児の受け入れ先の確保は順調に進んでいる
ものの保育士が不足しており、一人でも多くの保育士に保育所で働いていただく必要がある。そのため
未経験者やブランクがある潜在的有資格者が保育所で活躍されるようサポートする必要がある。

保育士資格！その資格・能力を保育所で発揮！！



潜在看護師の復職へ向けて「看護師復職支援研修会」を実施
~松阪市、ハローワーク松阪、松阪市民病院が連携し看護師の復職を支援！~

＜松阪市コメント＞
慢性的に不足する専門職の資格を持つ人

材の有効活用を図るため、本年度から３年
間の潜在専門職トレーニングプロジェクト
を実施することとした。
今後も他の専門職も含めて継続的に実施

し、専門職の方の復職を支援していく。

＜労働局コメント＞
復職に対して不安があり一歩が踏み出せ

なかった求職者に、自分の原点を再確認さ
せる意味で効果があったと考えている。
市の持つ病院とのつながりと、ハロー

ワークが持つ潜在有資格者の情報を補完し
合うことで、復職への可能性が高まった。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

≪照会先≫ 三重労働局職業安定部職業安定課 （059-226-2305）（ http://mie-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/)

【三重県松阪市】 【三重労働局ハローワーク松阪】

【実施概要】

【役割分担】

全国的に看護師不足が叫ばれるなか、その状況が深刻な部類に入る三
重県の現状を解消するためには、結婚や育児で医療現場を離れた「潜在
看護師」の復職が求められている。
そこで、潜在看護師に対して、最新の医療・看護に関する知識や技術に

触れる機会を作り、復職への不安を軽減して再就職のきっかけをつくる。

◆参加者６名。（ブランクの期間：１年４カ月～２０年）
◆当日は３名に対し職業相談を実施。
◆事後アンケートでも継続開催、複数回開催を要望する声が寄せられた。
◆来年度以降の開催にあたって、市内の別の総合病院２院の協力を得られる
見込みとなり、地域全体としての復職支援体制ができた。

【松阪市】
企画・実施（決定）・周知・広報
運営・予算全般にかかる業務を、
関係機関と協力し実施。

【ハローワーク】
求職者への周知（ハローワーク窓口での

周知や求職登録者で潜在看護師と思われる方への

電話案内）、求人情報の提供、当日の
職業講話、職業相談。

【効果】

◆ 平成２６年８月2７～２９日、松阪市民病院にて開催。
◆ 最新の医療情勢や看護の動向に関する講義、病院内病棟見学、採血、点滴等の実
習、実際に復職した先輩看護師との懇談。ハローワークによる職業講話、職業相談。



「保育士」を目指す方を
応援するセミナーを共同開催

＜寝屋川市コメント＞
セミナーに参加された皆さんが熱

心に話を聞かれ、子供の成長に携わ
る保育士の仕事につながったことは
大変喜ばしいことと感じています。

＜労働局コメント＞
急務となっている保育士の人材確

保は、市との協力体制なくしては進
められません。今後も連携を密にし
ながら、組織を超えて支援を行って
いきたいと考えています。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

≪照会先≫ 大阪労働局職業安定部職業安定課 （０６-４７９０-６３００）

【寝屋川市】 【大阪労働局ハローワーク枚方】

【実施概要】

保育士での再就職を考えている方、保育現場への復帰に不安な方、これから子ども
と関わる仕事を目指したいという方へ、今、保育職に求められていることや園長経験者
からのアドバイスを伝え、保育職への再就職等を手助けすることを目的に開催。

◆参加者数３５名のうち、約半数が保育士等の資格を持ち、１３名が保育士で採用。
◆経験者からは「ブランクがあり一歩を踏み出せなかったが、話を聞いて、子供と
関わりたいと思う気持ちがよみがえってきた」、未経験者からは「昔から憧れて
いた仕事なので受講した。子供の成長と関わる仕事にますます関心が高まった」
などの意見が寄せられた。

◆共同開催することで、今後の連携強化につながった。

【ハローワーク】
・保育士求人の動向説明
・求職者への周知（窓口案内、郵送、等）
・報道発表
・地域ポータルサイトでの広報 等

園長の経験を持つ寝屋川市保健福祉部こども室係長を講師とし、最近の保育事情や
保育職を取り巻く環境などの説明にあわせ、園でのエピソードや子供が喜ぶ遊びなどを
紹介。保育職を検討している求職者の方の意欲喚起を行った。
また、ハローワークにおいては、セミナー後に保育士就職面接会（１０施設参加）を

開催し、セミナー受講者も含め、就職支援を行った。
地域性の高い職業ということもあり、市が得意とする分野（保育園の状況説明、等）

と国が得意とする分野（求人の動向、等）を組み合わせることで、両者の課題である
保育士確保対策に一定の効果が見られた。

【効果】

【市】
・ 寝屋川市内の保育園の状況説明
・「保育士を目指される皆さんへ」
セミナー講演

・セミナーチラシの配布 等

【役割分担】



地域の保育分野の人材確保のため、潜在保育士等の就労支援事業を岡山市が
ハローワークと連携してスタート【岡山市保育士・保育所支援センターを平成２６年６月２日開設】

＜岡山市コメント＞
潜在保育士の就労支援をハローワーク岡山

等と連携を密にして実施することで、保育所
の人材不足の解消及び保留児童の解消に大変
有意義な取組みであると考える。

＜労働局コメント＞
ハローワークでは、現在、保育分野での人材

不足のため、潜在保育士等の再就職促進が重要
な施策となっている。
このため、保育事業を管理している岡山市

と連携することは、大変有効な取組みと判断
している。

国と地方自治体の連携による人材不足対策好事例

【課題･目的】

≪照会先≫岡山労働局職業安定部職業安定課 （ＴＥＬ：０８６－８０１－５１０３）（http://okayama-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/)

【岡山県岡山市】【岡山労働局ハローワーク岡山・ハローワ－ク西大寺・おかやまマザーズハローワーク】

【実施概要】

子育てをしながら就職を希望する者に対する支援の充実を図るため、保育
所の人材不足を解消し、質の高い保育を受けられる環境づくりのための岡山
市保育士・保育所支援センターを開設し、ハローワーク岡山等との連携によ
り潜在保育士の再就職促進を図る。

日時：午前9：30～12：00・午後1：00～4：00
ただし、土・日・祝日並びに年末年始は除く。

場所：岡山市北区大供1-1-1岡山市役所 9階
保育園・幼稚園課内

内容：ハローワーク岡山等と連携を図りながら、潜在保育士
の発掘・就職へと繋げていく。



地域の建設分野の人材確保のため、就職面接会を共同開催

＜岡山市コメント＞

市としても、建設分野として初めての共

催イベントであり、効果については手探りの
状況であった。しかし、建設分野の人手不足、
従業員の高齢化に向けた対応の一つとして意
義ある取り組みであったと考える。

＜労働局コメント＞

地元で頑張っている建設分野の事業所を

積極的にピーアールして、多くの求職者（特
に若年者）の参加が得られるよう、今後も面
接会の開催を検討していきたい。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

≪照会先≫岡山労働局職業安定部職業安定課 （ＴＥＬ：０８６－８０１－５１０３）（http://okayama-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/)

【岡山県岡山市】 【岡山労働局ハローワーク岡山・ハローワ－ク西大寺】

【実施概要】

【役割分担】

建設人材不足対策は岡山市においても喫緊の課題となって
いる。このため①建設分野での人材不足の解消を図る、
②人材不足業界へのハローワーク、地方自治体の雇用対策を
アピールする等を目的に就職面接会を開催。

◆当日 事業所１９社 求職者１２名、高校教諭１名が参加
◆就職決定 1名
◆参加事業所から「建設分野の人材不足に配慮いただいて感謝する」旨の発言
があった。

◆報道機関数社から取材を受け、ハローワーク・地方自治体における建設分
野の人材不足対策に対する取組についてアピールできた。

【効果】

日時：平成２６年２月６日１３：３０～１５：３０
場所：岡山市勤労者福祉センター ５階 体育集会室
主催：ハローワーク岡山、ハローワーク西大寺、岡山市

【岡山市】
◆会場の確保
◆事業所名看板、求人情報
一覧の作成

◆岡山市各施設、広報誌にて
面接会周知

【ハローワーク】
◆周知用ポスター、リーフ
レットの作成

◆求職者に係る周知・広報
◆参加事業所確保



人手不足産業の人材確保を図るため、職業訓練生合同面接会を開催

＜広島県コメント＞
県東部のハローワーク，福山市及び

県で協力体制を構築し，訓練生の効率的
な就職活動の支援と，専門性を有する人
材を求める企業の利便を図るとともに，
職種を限定することで効果的なマッチン
グが実現できた。

＜労働局コメント＞
国と県が共同で参加要請することで、

複数の企業に応募する機会を与えること
ができ、訓練生の就職率向上につながり、
事業所の人材確保を図ることができた。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

≪照会先≫ 広島労働局職業安定部職業安定課 ・・・・・・・・０８２－５０２－７８３１ http://hiroshima-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp

【広島県・福山市】 【広島労働局福山・府中・三原・尾道ハローワーク】

【実施概要】

【役割分担】

広島県では、自動車修理業や製造業、医療・福祉業が人手不足の状況
である。そのような求人事業主が効果的に人材確保を図ることができる
よう、技術を有した職業訓練生を対象にした合同面接会を開催。

◆ 合同面接会の開催により、平成２５年度では３０名を越える採用内定に
至った。（訓練修了時には１名を除く全員就職内定(若年者訓練生)）
◆ 求職者79人、紹介118件となり、参加企業からの次年度の開催要望があ
るなど、高評価を頂いている。

【広島県】
◆公共職業訓練生、委託訓練生及び修了
後3か月未満の未就職者への参加勧奨
◆参加企業の募集
【福山市】
◆企業への参加要請

【ハローワーク】
◆訓練生の人数に応じた面接
会参加企業の職種の選定
◆企業への参加要請と求人の受理
◆面接会での職業紹介

【効果】

◆福山高等技術専門校訓練生とその委託訓練生を対象とした合同面接会の開催。
◆福山高等技術専門校による「面接における注意点、よい印象の面接」セミ
ナー開催。
・訓練生の受講訓練
公共訓練・・・機械システム、電気整備、自動車整備、溶接加工、建設、

住宅設備メンテナンスなど
委託訓練・・・介護、医療事務等

・求人事業主・・・自動車修理業、製造業（機械加工、板金溶接）、医療、
介護関係など



看護職員の人材確保のため、共同で看護力再開発講習会を実施

＜福岡県ナースセンターコメント＞
労働局・ハローワークから、講習会の

最後に就職活動全般に関わる講義（面接
の心構えや応募書類の書き方等）を行う
ことにより、再就職への円滑な支援が可能
となりました。

＜労働局コメント＞
ナースセンターの機能・ノウハウを活用

し、看護技術の講習を行うことにより、
看護職員の再就職や職場定着につながる
効果が得られています。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

≪照会先≫ 福岡労働局職業安定部職業対策課雇用指導開発係（ＴＥＬ：092-434-9806）（http://fukuokaroudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp)

【福岡県ナースセンター】 【福岡労働局ハローワーク福岡中央】

【実施概要】

【役割分担】

看護職資格所持者で就職を希望する方や現在就業中の方においても、
看護技術等に不安があり、就職や職場定着に至らないケースが存在する。
そこでその方々が、最近の看護についての知識及び技術を修得することで、
職場復帰及び定着を容易にし、看護職員確保に資することを目的として
いる。

◆ 平成25年度受講者３６名中未就業者が29名、うち１４名
が就職した。（就職率４８.３％）

【ハローワーク】

最近の看護師に関係する雇用状
況や再就職の心構え等について学
ぶことを目的に「再就業支援」の
講義を行っている（ハローワーク
職員が講義を担当）。

【効果】

日程は５日間で、うち４日間は講義・演習を行い、１日間は病院にて実習
を行う。
主な講義・演習内容は「看護の動向」「最近の医療内容と看護業務」

「看護職員の役割及び病院における看護部門の役割」「看護技術」
「新薬の知識」「看護職員に必要な治療、検査の知識」「最近の医療器
械・器具及びその取扱い」等である。

【福岡県ナースセンター】
◆講習会に関する企画・立案（日程
やカリキュラムの構成等）

◆講師の選定
◆看護職員への周知
◆当日の運営等



３ 障害者の就職促進関係 



雇用対策協定に基づく「障がい者の雇用・就労拡大連携プロジェクト」の実施
～ノーマライゼーションという言葉のいらない共生社会の構築を目指す～

＜陸前高田市のコメント＞
東日本大震災により壊滅的な

被害を受けたが、震災復興計画
のもと「ノーマライゼーション
という言葉のいらないまちづく
り」を進める中で、「障がい者
の雇用・就労拡大連携プロジェ
クト」を実施することにより、
障がい者の働きやすい環境づく
りと障がい者雇用への理解促進
を図ることができる。

＜岩手県のコメント＞
県単独では、中々進みづらい

沿岸地域での障がい者の雇用・
就労拡大について、岩手労働局
と連携して各種対策を講ずるこ
とにより、より充実した雇用・
就労支援に取り組むことができ
る。

＜労働局コメント＞
岩手労働局が、岩手県・陸前高

田市と三者一体となるからこそ
総合的な障害者に対する雇用・
就労対策（就職面接会の実施、
三機関連携による事業所訪問、
事業主への障害者雇用への理解
促進、就労支援セミナー開催な
ど）を実施することができる。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

≪照会先≫ 岩手労働局職業安定部職業対策課 （ＴＥＬ：０１９－６０４－３００５）

【陸前高田市】 【岩手県（沿岸広域振興局）】 【岩手労働局（ハローワーク大船渡）】

【実施概要】

【役割分担】

現在、急速に地域の復興が進められている中で、今後、まちづくりに合わせて障害者の安
定的な生活・雇用の確保を図っていくことが喫緊の課題となっている。

◆ 地域社会における社会的責任の観点からも、陸前高田市・岩手県・岩手労働局が連携して働きか
けを行うことにより、障害者雇用が促進される。

◆ ①市で実施する生活支援と、②県が持つ幅広い関係機関とのネットワークの活用や障害者の自立
に向けた総合的支援、③国が実施する雇用支援を一体的に行うことで、障害者の抱える様々な課題に
対して総合的な支援の実施が可能になる。

【効果】

【岩手県（沿岸地方振興局）】
◆ＨＰや広報等による周知

◆生活面における相談支援（県所掌分）

◆ハローワーク職員との事業所訪問

【岩手労働局（ﾊﾛｰﾜｰｸ大船渡）】

◆訪問事業所の選定・訪問計画策定

◆事業所訪問時の法定雇用率達成指
導・助成金制度等の周知を実施

◆雇用面における相談

◆面接会当日の職業相談

岩手県（沿岸広域振興局）と岩手労働局（ハローワーク大船渡）との雇用対策協定に基づ
く連携・協力した取組に、地域まちづくりの主体となる陸前高田市を加えた「障がい者の雇
用・就労拡大連携プロジェクト」を三者一体となって実施する。
◆職場実習先・事業所見学先の確保・実施（三機関が連携して事業所訪問を実施）
◆就職面接会の実施 ◆職場定着支援の実施（自治体による生活面の相談と国による雇用面の相談等を実施）
◆事業主への障害者雇用への理解促進（共同で事業所訪問等を実施） ◆就労支援セミナー等の実施

【陸前高田市】

◆ＨＰや広報等による周知

◆生活面における相談支援（市所掌分）

◆ハローワーク職員との事業所訪問

◆セミナー会場の確保

【共同で実施】
◆職場実習等受入協力事業所の開拓 ◆事業所見学会への参加勧奨 ◆面接会当日の運営 ◆セミナー講師の選出



障害者雇用率改善のため、
茨城県と労働局が共同してキャンペーンを実施

＜茨城県コメント＞
県単独では進まなかった障害者

雇用率未達成企業への周知・啓発
を、茨城労働局と連携して企業訪
問することにより、実施すること
ができた。

＜労働局コメント＞
茨城県と合同で訪問することに

より、企業情報の共有化を図ること
ができた。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

≪照会先≫ 茨城労働局職業安定部職業対策課 （ＴＥＬ：０２９－２２４－６２１９）

【茨城県】 【茨城労働局】

【実施概要】

【役割分担】

平成25年6月1日現在で茨城県の障害者実雇用率1.66％（全国45位）
であったため、平成26年6月1日現在の実雇用率を全国平均の1.76％まで
引き上げることを目標とした。

◆茨城県と労働局が連携して109社を訪問し、ハローワーク以外の機関から障
害者雇用に対する周知・啓発を実施。この結果、
・障害者雇用に関する意識付けが進展
・ハローワークに対し2社2件3人の求人募集があり、6名を紹介(4月18日現在)

【効果】

茨城県と労働局が連携し「障害者雇用促進すっぺＰＲキャンペーン」に
より、障害者雇用率未達成企業を訪問し障害者雇用の周知・啓発を実施する。
平成26年2月から3月までの間、109社を訪問し障害者雇用の現状や企
業の責務、障害者雇用に対する支援策等の周知を実施した。
（平成26年5月以降も継続して実施する予定）

茨城県の花

平成２５年４月１日から

障害者の法定雇用率が民間企業は

2.0％に引き上げられました。

【茨城県】
◆周知・啓発用ポケットティッシュの
予算措置

◆企業訪問職員１名（商工労働部労働
政策課職員または茨城就職支援セン
ターの職員・求人開拓員）

【労働局】
◆周知・啓発用資料の作成
◆訪問指導計画の作成
◆企業訪問職員１名（職業対策課幹
部または障害者担当職員）



国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【群馬県】 【群馬労働局】

障害者雇用促進のため、
共同事業として障害者雇用促進トップセミナーを実施

【目的】
障害者雇用についての具体的事例や考え方を紹介し事業主の意識
改革をはかる。また、県の事業として実施している優良事業所等知事
表彰と併せて実施することで、企業の障害者雇用に対するモチベー
ションを高める。

【実施概要】
障害者の雇用促進と職場定着を一層進めていくために、事業
主及び企業の人事担当者等を対象に「障害者雇用促進トップセ
ミナー」を開催する。
また、初の試みとして、障害者を積極的に多数雇用している優良
事業所等の表彰式をセミナーと併せて実施する。

【役割分担】

【群馬県】
◆基調講演講師依頼
◆パネリスト依頼

【労働局】
◆開催案内送付
◆説明資料等の印刷

≪照会先≫ 群馬労働局職業安定部職業対策課 （ＴＥＬ：０２７－２１０－５００８）

セミナー内容

優良事業所表彰式
基調講演
説明
パネルディスカッション
パネリスト
障害者多数雇用事業所
特例子会社
障害者職業センター
障害者就業・生活支援センター

【効果】 （アンケートから。約230社が参加）
◆基調講演を聞き、障害者も立派な戦力としており雇用についての考えが変わった。
◆パネルディスカッションでも、質疑があり企業担当者の意見を聞くことが出来て参考
になった。
◆各障害者就業・生活支援センターのブースを設けたため、セミナー終了後企業と顔合
わせができ、その後職場実習や見学がスムーズに行えたことから受入企業が増加した。

《群馬県コメント》
優良事業所表彰だけでは例年少数の企業の参加にとどまっていたが、セミ

ナーと同時開催することで多数の参加企業が見込め、受賞事業所も張り合い
があり、また参加企業にとっても優良事業所を始めとする障害者雇用の先進
事例についての理解が深まればと思い実施した。

《労働局コメント》
多数障害者雇用事業所で障害者が活々と働いている映像を見ることにより

障害者の能力を確認していただき事業主の障害者に対する意識や考え方を変え
ていければとの思いから、また、支援機関が連携を密にして障害者雇用にあ
たっていることをよく理解してもらいたいため実施した。



【目的・ねらい】
市内５カ所にある障害者相談支援事業所にハローワーク及び市職員が

巡回相談を定期的に行い、ワンストップ相談窓口を臨時開設。福祉・分野
と就労分野が連携の仕組みを構築する。
定期的・継続的に巡回することを決めておくことで、移動が難しい求

職者や人混みが苦手な方も自らの「ホーム」で市とハローワークの相談
を受けることが可能になる。
また、初めて障害者として就職活動をする方やハローワークを利用し

たいと考えている方の活動契機とすることができる。

【役割分担】

【高崎市】
◆相談支援事業所との調整
◆市の広報誌における周知
◆当日の生活・福祉相談

【ハローワーク】
◆巡回相談日の設定
◆求職者の事前申込
◆当日の就労相談

≪実施例≫

【群馬県高崎市】【群馬労働局ハローワーク高崎】

就労支援のためのワンストップ
『障がい者就労相談』を定期実施

【実施概要】
市は生活・福祉相談を実施する窓口を設置し、国は就労相談を実施す

る窓口を設置。
そのうえで、本人の同意を得てお互いが情報を共有し、物理的にも機

能的にも福祉・生活と就労の垣根を越えた連携を実現。
お互いの窓口で誘導し合うほか、チーム支援による支援が必要な場合

は、市と国のほか、他の支援機関とタッグを組んで対応する。
※ 相談日は、月２回（2時間程度）。５カ所の支援事業所を輪番で開設。
※ ハローワークへ来所が可能な方は、誘導することで本格的な相談へ移行。

【効果】
◆年20回を計画（１施設あたり年4回×５施設）
◆相談実績（24年度～27年12月） 55件

≪照会先≫ 群馬労働局職業安定部職業安定課（０２７－２１０－５００７）

＜労働局コメント＞
障害者の支援は、障害特性から複数の機関

に通うことが困難な方がいるが、定期的に巡
回を行うことで、継続的な支援が可能となる
ことが大きい。
また、ハローワークが単独で巡回を行うよ

り、生活・福祉相談を併せて実施できるため、
求職者目線の支援が可能となる。

訪問日時 相談場所

27年8月5日
14時～16時

高崎市総合福祉センター

27年8月19日
14時～16時

くわのみハウス相談支援
事業所

27年9月2日
14時～16時

地域相談支援センターサ
ポートパルやちよ

27年9月16日
14時～16時

障害者支援センターさん・
ぽ

27年10月7日
14時～16時

相談支援センターソスタ



障害者の雇用促進のため、
共同事業として障害者雇用促進就職面接会を実施

＜千葉県コメント＞
県としても一人でも多くの障害者の方が就職

できるよう、恒例行事として継続することと
しています。

＜千葉市コメント＞
ハローワーク千葉・千葉南、千葉県と連携

することで、非常に効率良く面接会が実施され、
障害者の就職等につながっています。

＜ハローワークコメント＞
この面接会はすでに13回開催され、これ

まで多くの障害者の方が就職するなど障害者
の雇用促進に一定の効果があるところです。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

≪照会先≫千葉労働局職業安定部職業安定課 （ＴＥＬ：043-221-4081） (http://chiba-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/)

【千葉県】【千葉市】【千葉労働局ハローワーク千葉・ハローワーク千葉南】

【実施概要】

【役割分担】

事業主と障害者による集団面接を行うことにより、障害者の
雇用を促進するとともに、障害者の雇用問題について社会一般
の理解と関心を高める。

◆このイベントにより5４名が就職
◆障害者の雇用問題について社会一般の理解と関心を高める

【千葉県】
◆運営費用の一部負担
◆当日のスタッフ派遣等

【千葉市】
◆運営費用の一部負担
◆当日のスタッフ派遣等

【効果】

千葉県、千葉市、ハローワーク千葉・千葉南の共催により
毎年10月に開催、今年度で第13回目の開催となる。
出席事業所数95社、求人事業所数95社、求人件数168件、求人数299人

参加求職者506人、面接者延数１，０８１人

【ハローワーク】
◆企画・運営全般
◆求人の確保、求職者への案内
◆求人の受理、求人一覧表の作成
◆職業相談、職業紹介
◆面接会当日の運営等



障害者に対する就職面接会を管内自治体と連携して実施

＜銚子市コメント＞
障害者雇用の機会が図れ、また、

地域企業の障害者への理解や関心
が深められた。

＜ハローワークコメント＞
国と地方自治体が連携して就職

困難な方への就職支援に取り組む
ことにより、就職者数として具体
的な成果を示せる機会である。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

≪照会先≫千葉労働局職業安定部職業安定課 （ＴＥＬ：043-221-4081）(http://chiba-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/)

【千葉県銚子市】 【千葉労働局ハローワーク銚子】

【実施概要】

【役割分担】

障害者の就職促進を目的とした「就職面接会」を市の協力
により実施することにより幅広い周知と支援を行う。

◆毎年、市の施設の提供と協力により、準備がスムーズに行えた。

◆関係者への周知が広報・会議等で幅広く行うことができた。
事業所数14社・求人件数33件・求人数50人
求職者数70人・延面接数111件・採用15人

【銚子市】
◆会場の提供
◆面接会への参加協力
◆広報・会議等による周知

【ハローワーク】
◆面接会の企画・実施
◆参加者への文書による通知
◆実施後の結果取りまとめ

【効果】

年1回実施している「障害者就職面接会」を銚子市の施設
を借り実施。当日は市の職員も面接会に参加。また、市の
広報による周知も実施。



地域の企業の人材確保と、障がい者・高年齢者等の雇用促進のため、
きめ細かな各種事業を協力・共同で実施

＜野田市コメント＞
引き続き、労働事情の変化に即応

した雇用対策の推進について、
ご指導、ご協力をお願いします。

＜ハローワークコメント＞
今後も必要な情報を共有し、協力

して事業を行うことで、必要な方
によりきめ細かな支援を行ってい
きたいと思います。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

≪照会先≫千葉労働局職業安定部職業安定課 （ＴＥＬ：043-221-4081）(http://chiba-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/)

【千葉県野田市】 【千葉労働局ハローワーク野田】

【実施概要】

【役割分担】

①…平成24年度は42社47名、平成25年度は11社12名参加。

【野田市】
①②…会場提供

広報紙による周知
③…原稿作成・印刷・配布

【ハローワーク】
①…講師と配布資料の用意
②…求人者と求職者への参加勧奨
③…国の制度内容の校正

【効果】

①…改正高齢法、障害者法定雇用率引き上げ、助成金制度のセミナー。
②…人手不足産業（医療業、福祉事業）の雇用促進を図る面接会を実施。
③…障がい者・高年齢者・ひとり親家庭の雇用促進のために、国と市の
支援措置をまとめたパンフレットを作成し、市の無料職業紹介所が求人
開拓で企業を訪問する際に、配布・周知する。

②…平成24年度は、7社の求人者18名の求職者で、3名就職。
平成25年度は、7社の求人者22名の求職者で、3名就職。

③…市の無料職業紹介所が求人開拓の際に企業に、パンフレット
を配布・周知することにより雇用につながった。

障害者等の雇用の機運を高めるため、企業セミナーを行うとともに、
パンフレットを共同作成し雇用率達成指導等を効果的に行うなど、障害
者等の各種事業を協力・共同で実施。



障害者雇用に繋げる共同事業として「個別相談会」を実施

＜川崎市コメント＞
企業と支援機関をつなぐ目的で

ハローワークさんと共同で開催さ
せていただきました。今年２月に
は横浜市と共同開催で、同種のセ
ミナーを実施させていただいてお
ります。

＜ハローワークコメント＞
企業への参加勧奨は４００社。

当初の予想よりは多くの企業さん
の参加申込があり、好評につき平成
２６年度も引き続き開催予定です。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

≪照会先≫ 神奈川労働局職業安定部職業対策課 （ＴＥＬ：045ｰ650ｰ2617） （ＦＡＸ：045ｰ650ｰ2805）

【神奈川県川崎市】 【神奈川労働局ハローワーク川崎・ハローワーク川崎北】

【実施概要】

【役割分担】

障害者雇用を考えてはいるが、あと一歩が踏み出せない法定雇用率未達成企業が多く見受けられること
から、就労援助センター等支援機関と連携した雇用相談の場を設定し、そうした企業に障害者雇用のため
の実践的なアドバイスを行い、企業が抱える障害者雇用に向けた不安を払拭し、障害者雇用に繋げていく。

参加企業から38件の相談があり、障害者の雇い入れ時の注意点
や在職社員との関わり方等について、この相談会を通じて課題
（悩み）が解決出来たとの意見をいただいた。

【川崎市】
市内の就労支援機関との調整
及び相談会にて川崎市におけ
る障害者雇用・就労に関する
取組を説明した。

【ハローワーク】
企業に対しての参加勧奨及び
相談会にて助成金制度の説明
や雇用管理に関する助言を
行った。

【効果】

川崎市内の法定雇用率未達成企業23社を対象に、第１部は、①川崎市健康福祉局障害計画課による「川崎市
における就労支援制度について」、②ハローワークの雇用指導官による「障害者雇用による各種助成金について」を
テーマとしてのセミナーを行い、第２部として、市内の就労支援機関やハローワークによるブース別個別相談を
実施した。



障害者雇用に繋げる共同事業として、自治体とハローワークによる
２人３脚型事業所訪問と障がい者就労事業所等見学会を実施

＜藤沢市・茅ヶ崎市コメント＞
市のイベント等で障害者雇用

に関する啓発活動を行っている
が、企業側の課題など個別事案
を知ることができる良い機会と
考えている。

＜ハローワークコメント＞
実際に障害者雇用を進めてい

る企業を訪問し、企業同士で交
流してもらうことで、雇用率達
成指導とは異なる啓発効果が得
られる利点がある。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

≪照会先≫ 神奈川労働局職業安定部職業対策課障害者雇用対策係（ＴＥＬ：045-650-2817） （ＦＡＸ）045-650-2805

【神奈川県藤沢】【茅ヶ崎市】 【神奈川労働局ハローワーク藤沢】

【実施概要】

【役割分担】

◆ 企業訪問にハローワークと自治体が同行することで、企業側も
役職者が対応するケースが多くなり、啓発指導が円滑になる。
平成25年度は22社訪問。

◆ 障がい者就労企業等見学会においては、９社１３名参加。

【藤沢市・茅ヶ崎市】
企業訪問に関して、日程調整
及び車の手配。

【藤沢市】
障害者就労企業等見学会への
参加勧奨及びバス手配。

【ハローワーク】
◆訪問企業の選定。
◆障害者就労企業等見学会に関
しては、参加勧奨と参加事業所
に対する障害者雇用促進に
ついての当日の講話。

【効果】

① ハローワーク職員と自治体の労働部局及び福祉部局の職員が共に企業訪問を行う。
② 自治体の労働部局及び福祉部局の職員、ハローワークの幹部職員と共に、障害者雇用を推進することが
期待される企業の人事担当者がバスに同乗し、障害者雇用が進んでいる企業や福祉施設を見学。

障害者雇用を推進する必要がある企業等では、実雇用へのノウハウや就労を希望する障害者の実態等
が把握できていない場合が多く見られ、自治体と協働し企業の障害者雇用への認識の向上が必要。



＜浜松市コメント＞
ハローワークの雇用指導との連携が実現し、

対象企業の拡大が容易になった。今後は雇用
０人企業の支援にも力を注ぎ、ハローワーク
による雇用拡大の取組みをバックアップして
いきたい。

＜労働局コメント＞
障害者雇用を進めていく際に必要な、企業

側の受入れ体制を支援することにより、効果
的な雇用促進業務を行えるようになった。ま
た、公的機関が連携して、雇用促進業務に取
り組むことにより、企業側の理解も得られや
すくなっている。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

≪照会先≫ 静岡労働局職業安定部職業対策課 ・・・・・・・・・・（TEL：０５４－２７１－９９７０）

【静岡県浜松市】 【静岡労働局ハローワーク浜松】

【実施概要】

【役割分担】

ハローワークが、法定雇用率達成に向けての雇用指導業務を進める中、障害者を雇用したくて
も雇用経験が少ない企業に対し、障害特性の理解から職場におけるコミュニケーションの醸成ま
で、就労における入口から定着の間、企業のニーズに沿ったアドバイス支援を浜松市とハロー
ワークが連携して実施することにより、長期の安定雇用を実現する受入環境の構築。

◆利用事業所 19社（うち管内未達成企業 9社）
◆支援回数 88回
◆支援種別 新規雇用 10社 雇用拡大 8社 定着 3社
（重複あり） 職務設計 14社 社員教育 ７社 復職 ２社

◆成果 職場実習受け入れ ６人（６社）
雇用実現 ５人（４社）

【浜松市】
◆アドバイス支援の実施

【ハローワーク】
◆障害者雇用管理指導時において
企業に対する同事業の紹介案内

【効果】 25年度実績

ハローワークの雇用指導業務の強みと、市の障害者雇用支援事業の強みを連携して発揮す
ることで、効果的な取組を実現。
（具体的な流れ）
◆ハローワークが実施する障害者雇用率達成指導の中で、市のサポート事業を周知・希望事
業主の把握（リーフレットを雇用率未達成企業、新規障害者雇い入れ企業等に配布）
◆ハローワークの情報に基づき、サポート希望企業へ事業受託団体の雇用アドバイザーが訪
問。企業ニーズの聞き取りを行う。
◆把握した企業ニーズに基づいてアドバイスするとともに、採用ニーズがある場合はハロー
ワークに情報提供し、障害者の就職支援に活かす。

市が実施する障害者雇用支援事業とハローワークの雇用指導業務を共同実施

サポート希望
企業の紹介



国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【静岡県掛川市】【静岡労働局 ハローワーク掛川】

市が目指す障害者の500人就労に向け、障害者雇用に特化した協定を締結！
【課題･目的】

掛川市は、平成25年度から平成28年度末までに、就労を希望する掛川市内の障害者を新規
に500人就労させることを目指しており、「障がい者新規就労５００人サポート事業（※1）」な
ど、掛川市独自の障がい者就労推進事業を推進。
この目標に向け、市と国が強力に連携を進めていくこと等を目的に、障害者に特化した「障

がい者雇用の推進に関する協定」（※２）を締結。

※1 本事業について、掛川市では実施に係る理念を明確化し、事業の方向性や取り組むべき事項等を明らかにす
るため、平成２８年３月に「障がいのある人の「働きたい」をかなえる条例」が制定された。

※２ 平成27年12月に市長と労働局長で締結した「掛川市雇用対策協定」の中に盛り込まれている「障がい者の
雇用対策の推進」を掘り下げるもの。締結主体は掛川市福祉事務所長と掛川公共職業安定所長。

「障がい者雇用の推進に関する協定」に基づき、以下の取組を実施。
※ 協定により「500人就労」という共通の目標を立てるとともに、そのための達成手段を体系的に整理することで行
政のマンパワーを効率よく最大限発揮することが可能になる。

① 掛川市が取り組んでいる「障がい者新規就労５００人サポート事業」の相談者を就職・就労
等に繋げるため、掛川市とハローワーク掛川が連携しつつ、「チーム支援」制度を活用して就
職から職場定着までの一貫した支援を実施。

② 掛川市をはじめ福祉・教育機関等との連携による就労支援・定着指導等を実施
・求人情報の提供、職業相談・職業紹介、職業訓練のあっせん、求人開拓等を実施
・障害者ミニ就職面接会や就労支援セミナー等の開催（年２回共同で開催）

・事業所への障害者雇用の理解促進・定着指導（共同で事業所訪問を月2回程度実施） 等

【実施概要】

【役割分担】

【効果】

【掛川市】
◆ ＨＰや広報等による周知
◆ 「５００人サポート推進室」（市役所内に
設置）で障がい者との相談を実施

◆ ハローワークへの同行訪問による支援
◆ ハローワーク職員との事業所訪問
◆ 就労支援セミナーの企画 等

【ハローワーク】
◆ チーム支援により「障害者就労支援
計画」を作成

◆ 求人情報の提供、職業相談・紹介
◆ 訪問事業所の選定や訪問時の法定雇
用率達成指導・助成金制度等の周知

◆ ミニ就職面接会の企画 等

障害者就労件数（目標）１４５件（平成２７年度）

＜掛川市コメント＞
「障がい者が自立して生き生きと生活で
きる環境づくり」を進める中で、「障が
い者新規就労５００人サポート事業」を
実施することにより、障がい者の働きや
すい環境づくりや障がい者雇用への理解
や認識が深められる。

＜労働局コメント＞
地域における社会的責任の観点から、

障害者雇用の促進に向け、相互に連携し
て就労支援を図ることは重要。
また、「掛川市で実施する生活支援や

自立に向けた総合的支援」と「国が実施
する雇用支援」に連携して取り組むこと
により、企業等の障害者雇用への理解と
認識が深まるとともに、障害者の抱える
様々な課題への総合的な支援が可能に
なった。

障がい者雇用の推進
に関する協定

若年者 障害者
生活
困窮者

より詳細に規定

障がい者就労推進条例

市における障害者施策の
目指すべき方向性を規定

雇用対策協定



障害者の雇用促進のため、愛知県と共催して障害者面接会を実施

＜労働局コメント＞
愛知県の広告媒体の活用により効果的な
事業所・障害者の参加勧奨となった。
参加事業所へ対しては国のみならず
愛知県独自の障害者雇用促進各種施策の
周知の場ともなった。
半田職業安定協会による障害者雇用相談
会により障害者雇用の進んでいない事業所
へ対して障害者雇用職種の職務切出し方
法や障害種別ごとの雇用時の配慮事項等
のアドバイスの場ともなった。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

≪照会先≫ 愛知労働局職業安定部職業安定課 （052-219-5505）（http://aichi-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/)

【愛知県】 【愛知労働局ハローワーク半田】

【実施概要】

【役割分担】

法定雇用率引上げも鑑み管内事業所へ障害者の中でも雇用
が進みにくい精神障害者の雇用促進を主に他の障害者の雇用
促進も図る。

◆ のべ面接数１４１(身体58・知的３０・精神５３)
採用者数１０(身体５・知的２・精神３)

◆ 障害者雇用相談会により企業側が障害者雇用の必要性の理解
と雇用促進の一助となった。

【愛知県】
◆参加障害者受付
◆管内養護学校就職未内定生徒
情報の参加事業所への提供

【ハローワーク】
◆事業所及び障害者への参加
募集周知

◆管内市町広報紙での面接会
実施周知

◆当日の設営から実施

【効果】

事業所26社、求人のべ数30人、障害者64人により面接会
を実施。併せて半田職業安定協会による企業に対する障害雇用
に関する相談会を同時実施。



地域企業の障害者雇用促進のため、地方自治体との連携により
「障害者雇用促進キャンペーン」を実施

＜稲沢市コメント＞
障害者雇用率の向上のため、ハロー

ワークと共に企業訪問、面談により周知
が出来、成果が出ている。

＜労働局コメント＞
障害者雇用率未達成企業に対し自治体

の独自制度周知も併せ、効果的な助言指
導が実施できた。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

≪照会先≫ 愛知労働局職業安定部職業安定課 （ＴＥＬ：052-219-5505）（http://aichi‐roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp)

【愛知県稲沢市】 【愛知労働局ハローワーク一宮】

【実施概要】

【役割分担】

企業における法令遵守意識の高まりにより、障害者雇用義務についての認識が
一定浸透しつつあるなか、依然雇用率未達成の企業に対し、雇用へのさらなる
動機付けを行う。

法令遵守のみならず、地域社会における企業の社会的責任の
観点からも働きかけを行なうことにより、障害者雇用について
の意識向上を実現。

【稲沢市】
◆ 対象企業および地域各団体と調
整の上、訪問計画策定。

◆ 企業訪問時には、主に市長名に
よる「雇用促進メッセージ」の伝
達、意見交換、市独自の助成金
「障害者特別雇用奨励金」制度周
知を実施。

【ハローワーク】
◆「障害者雇用状況報告」実績に基
づき、対象事業所を選定。

◆ 企業訪問時には、主に法定雇用
率達成指導、および国の助成金
制度周知を実施。

【効果】

管内稲沢市との協議により、毎年９月「障害者雇用促進キャンペーン」事業
を実施。ハローワーク・市・地域経済団体・地域障害者団体の幹部が共同で、
対象企業を集中的に訪問。障害者雇用促進指導、雇用にかかる各種助成制度の
周知等を行う。



障害者が人や社会とつながる「就労マルシェ（市場）」を実施

＜鈴鹿市コメント＞
人や社会とつながるきっかけとして、

クロ－ズドな場の提供でなく、対象者
以外の方ともかかわるオ－プンな場の
提供を行った。
今後の課題を見出す形となったため、

次年度に質を高めた開催計画を予算化
し、改善して開催したい。

＜労働局コメント＞
三重県の障害者雇用率が低迷している

中で、就労マルシェを通じ障害者の方
に複数の選択肢があることを理解いた
だけた。一般就労に向けた効果を期待。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

≪照会先≫ 三重労働局職業安定部職業対策課 （ＴＥＬ：059-226-2306）（ http://mie-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/)

【三重県鈴鹿市】 【三重労働局ハローワーク鈴鹿】

【実施概要】

【役割分担】

「働くこと」は、経済的な基盤づくりや社会の一員としての自覚・社会
貢献を感じることとなるため、「一般就労」「福祉的就労」「創業起業」
という ３つの「働き方」をとおした障害者の仕事の選択性を広げると
ともに、市民への障害理解を促進することを目的とした。

◆受付来場者340名、出展企業関係者160名、関係者70名参加。
◆一般就労ゾーンには13社が出展、121名が面接し、11名が就職決定。
◆福祉事業所への一般企業発注（下請け）に1件結びつく。
◆参加者へのアンケートで継続開催を要望する多数の声が寄せられた。

【鈴鹿市】
企画・実施（決定）・運営・予算
全般にかかる業務を、関係機関と
協力し実施。

【ハローワーク】
実行委員会委員として一般就労ゾー
ン（企業面談ブース）において、企
業への参加依頼、求職者への案内、
当日の進め方の立案等を担当。

【効果】

◆ 平成25年８月2９日、鈴鹿市立体育館において開催。
◆ ①一般就労ゾーン（就職相談会）、②福祉就労ゾーン（福祉就労相談会）、
③創業・起業ゾーン（起業した障害者や特例子会社等の講演等 ）、④商談・
交流ゾーン（物販・展示、飲食コーナー）を設置。

市、ハローワーク、福祉作業所、企業等が参加し障害者に多様な就労形態を提案！



障害者雇用の促進を目的に「市長と所長」が合同で企業訪問

＜松阪市コメント＞
「企業の理解があってこそ障害者雇

用率を達成できる。障害者の個性を活
かせる職場環境を作っていただきた
い。」（松阪市長）

＜労働局コメント＞
行政のトップが連携して企業を訪問

することにより、企業側も経営トップ
の対応が期待できるため、企業全体に
障害者雇用の理念や地域の障害者雇用
の現状理解が促進する。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

≪照会先≫ 三重労働局職業安定部職業対策課（ＴＥＬ：059-226-2306）（http://mie-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/)

【三重県松阪市】 【三重労働局ハローワーク松阪】

【実施概要】

【役割分担】

◆ 松阪所管内では障害者雇用率が低迷しているため、地域の事業所や
市民に理解を促し、障害者雇用の気運を醸成することと、一人でも多
くの障害者雇用の促進を図ることを目的としている。

◆ 同時に市と国の各種施策の周知・広報も目的としている。

◆メディアの取材もあり、地域住民や企業へのアピール効果が得られた。
◆各種商工団体等の会議においても、障害者雇用が常に話題となる。
◆26年2月末現在、松阪所管内の障害者就職件数は昨年度比約30％増。
◆従来より障害者雇用の取組みに消極的であった企業においても採用が進んだ。

【松阪市】
松阪市長、副市長、まちづくり交
流部商工政策課、福祉部福祉課の
幹部職員がハローワーク職員と企

業訪問。

【ハローワーク】
企業との日程調整を行い、所長、
統括職業指導官、雇用指導官、
障害者担当官等が２人１組で松阪

市職員と企業訪問。

【効果】

◆ 訪問事業所を松阪市内のリーディング企業及び障害者の雇用義務
がある企業より選定。

◆ 平成25年7月19日の松阪市長とハローワーク所長の企業訪問をは
じめとして、副市長や各部部長等とハローワーク職員による企業訪
問を、今年度、8回16事業所において実施。



企業及び障害のある求職者により多くの面接の機会を提供し、
障害者雇用の拡大を図るため、障害者就職面接会等を実施

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

≪照会先≫ 大阪労働局職業安定部職業対策課（ＴＥＬ：０６－４７９０－６３１０）

【大阪府】 【大阪労働局】

【実施概要】

【役割分担】

法定雇用率の引き上げ、ＣＳＲやダイバーシティーの理念が浸透する中、
企業にとって障害者雇用を拡大していくことが重要な課題となっている。
障害者向けのセミナーの実施、雇用管理に関する企業向けセミナーを

実施し、併せて面接の機会も提供することにより、障害者雇用の拡大を図る。

就職面接会
◆ 来場者 １７９名
◆ 応募件数 ２７４件

【大阪府】
◆求職者向けセミナーの実施
◆企業向けセミナーの実施
◆周知・広報

【ハローワーク】
◆就職面接会の開催
◆周知・広報

【効果】

大阪府が基金事業を活用したセミナー（求職者・求人者向け）を実施
し、求職者のレベルアップを図り、就職面接会に繋げる。

＜大阪府コメント＞
当日は、支援学校在学生や就労移行

支援事業所の利用者など、就職を目指
す多くの方々にご参加いただきました。
今後とも、大阪労働局や庁内の労働・
福祉・教育部門の連携を強化し、障が
い者の雇用を一層促進してまいります。

＜労働局コメント＞
ハローワークが行う「求人と求職の

マッチング」をさらに精度の高いもの
にするためには、求人者・求職者の意
識の向上等が不可欠です。今回のイベ
ントでは、大阪府がその役割を担って
いただいたこともあり、今後の連携の
道筋ができたように思います。働きた
いと願う障害者が活躍できる場を広げ
るためにも、さらに連携を密にしてい
きたいと考えています。



府内の就労移行支援事業所の課題や就労支援策・ノウハウ等を
共有するため「職業リハビリテーション推進フォーラム」を共同開催

＜大阪府コメント＞
今回のフォーラムに参加した就労移

行支援事業所からは、課題の共有や就労
支援策・ノウハウを学ぶことができ、
有意義であったとの声をいただいてお
ります。
また、就労移行に向けて、大阪障害者

職業センターからアドバイスを受けるよ
うになった事業所もあり、今後とも
福祉と雇用施策との連携を強化してまい
ります。

＜労働局コメント＞
国が進めている「福祉」、「教育」、

「医療」から「雇用」への移行を進め
るためには、大阪府と連携することは
不可欠。
今回の事業は、大阪府、大阪障害者

職業センター、大阪労働局の三者が主
体的にそれぞれの役割を担うことがで
きたので、今後も、さらなる連携を
図って行きたいと考えています。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

≪照会先≫ ≫ 大阪労働局職業安定部職業対策課（ＴＥＬ：０６－４７９０－６３１０）

【大阪府】 【大阪労働局】

【実施概要】

【役割分担】

◆ 参加事業所 ４０施設
◆ うち、フォーラムを契機に、
大阪府の支援策の利用希望 １１施設
大阪障害者職業センターの支援策の利用希望 ９施設

【大阪府】
◆就労移行支援事業所に対する開催
周知
◆講師派遣

【労働局】
◆会場確保
◆講師派遣

【効果】

今後、障害者雇用の量的拡大を図るためには、「福祉」、「教育」、
「医療」分野から「雇用」分野への移行を進めて行く必要がある。なか
でも「福祉」分野における“就労移行支援事業所”の役割は重要である。
そのため、府内の就労移行支援事業所が抱えている課題や就労支援策・ノ
ウハウ等を共有することにより、就労支援力の向上を図る。

◆大阪労働局、大阪府、大阪障害者職業センターから施策や利用できる
施策等を説明
◆先進的な取り組みをしている事業所からの事例発表
◆行政、障害者就業･生活支援センターと事業所の意見交換



障害者雇用の支援を強化するために
「障害者はたらく応援団なら」を設立し、共同運営します

＜奈良県コメント＞
奈良県では、障害者雇用の拡大に向けた
様々な取組を進めてきており、比較的規模の
小さな事業所等においても、熱心に障害者雇
用に取り組んでいただいています。更なる職
場実習の拡大・充実、職場定着等の支援を進
めていきます。

＜労働局コメント＞
奈良県との雇用対策協定をもとに、県・企
業・関係機関との連携を強化し、障害のある
人の雇用の場の確保と働き続けられるための
定着支援を進めていきます。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【目的】

≪照会先≫ 奈良労働局職業安定部職業対策課 （ＴＥＬ：0742-32-0209）（http//nara-roudoukyoku.go.jp)

【奈良県】 【奈良労働局・ハローワーク奈良】

◆ 設立時は企業等２０社が登録。県内外の企業へ登録を呼びかけ、
奈良県が障害者雇用の先進的な地域となるよう、官民が一体と
なって就労を支援します。

障害のある人の就労に積極的に取組む企業等を登録し、障害の
ある人のニーズに応じた職場実習の受入拡大や、職場定着の支援
などを強化することを目的としています。
奈良県雇用対策協定（平成25年6月7日締結）に基づく取組の

一つとして、奈良県と奈良労働局が共同で運営し、就労を希望する
障害のある人の雇用機会の拡大を図るために設立（平成26年2月25日）
しました。

◆ 職場実習や職場見学の積極的な受入れ

◆ 就労支援セミナー等への講師派遣や障害者雇用に関する相談への

助言等

◆ 障害者雇用に関する施策の提言等

登録企業等に応援していただく主な内容

【実施概要】

【効果】



障害者雇用と雇用率達成のため、障害者就労支援部会を設置

＜大田市コメント＞
関係機関との連携を深め、障害
への理解と障害者就労の拡大を推
進する。

＜労働局コメント＞
関係機関連携の上、企業への受
け入れ要請を行うことで、障害者雇
用に対する理解を深めることにつ
ながり、障害者雇用促進のための
効果的な取組みである。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【目的】

【島根県大田市】 【島根労働局ハローワーク石見大田】

【実施概要】

【役割分担】

管内企業への障害者雇用の啓発と障害のある求職者
の雇用促進

◆ 経年の取組で、実習受入企業の増加によって、実習先の選択
肢が拡大、障害者の就労意識も高揚

◆ 平成２５年度（２月末）実習件数３８件、実施事業所数１９所、
実習後の雇用数４件

【大田市】
部会の中心的役割を果たし、

関係機関との調整、管内企業
への実習受け入れの要請等

【ハローワーク】
部会の中心的役割を果たし、

障害者への実習期間中の支援、
企業への障害者雇用に向けた施
策等の活用をコーディネート

【効果】

市、障害者職業・生活支援センター及びハローワークが
中心となり管内関係機関１６団体で「障害者就労支援部会」
を構成し、情報交換、職場実習及び就労支援を実施

≪照会先≫ 島根労働局職業安定部職業安定課 （ＴＥＬ：0852-20-7016）（ http://shimane-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp)



障害者の職業的自立を支援するため、市とハローワークが連携し、就職面接会を開催

＜新見市コメント＞
地域の関係機関が一体と
なって障害者の社会参加の
機会拡充を図ることは重要。
今後もハローワークと連
携し、相互協力のもと継続
して開催したい。

＜労働局コメント＞
自治体の協力により、当
地区においても就職面接会
の開催が可能となった。
更に連携を強化し、地域
における雇用対策の一層の
充実を図りたい。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

≪照会先≫ 岡山労働局職業安定部職業安定課 （ＴＥＬ：086-801-5103） http://okayama-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp

【岡山県新見市】 【岡山労働局ハローワーク新見】

【実施概要】

【役割分担】

第１回及び第２回「新見地区障害者就職面接会」をハローワークと自治体
との共催で開催。 第1回（平成25年2月）参加事業所 5社 参加求職者２０名 面接延べ数４０件

第2回 （平成25年10月）参加事業所10社 参加求職者14名 面接延べ数6０件

第３回「新見地区障害者就職面接会」を市が主催で開催。（ハローワーク協力）
第3回 （平成26年2月）参加事業所10社 参加求職者13名

◆ 第１回結果 １人就職、２人職場実習へ移行
第２回結果 ３人就職 第３回結果 ３人就職

◆ 参加事業所の障害者雇用の理解と認識が深まり、面接会以外でも
障害者雇用が進んでいる。

◆ 自治体においても面接会を開催することができる体制を構築した
ことにより、障害者の就職機会の拡充を図ることができた。

【新見市】会場提供、周知・広報、運営協力
【ハローワーク】参加事業所・求職者の募集、・
面接会の運営（職業相談、職業紹介）、就職後の
フォローアップ

【効果】

障害者就職面接会は、例年１０月に県下３ブロックで開催されているが、
地理的要因から、新見地域からの参加は少ない状況である。
障害者自身の職業的自立意欲の喚起と事業主の障害者雇用に対する理解と

認識を深めることを目的に、市とハローワークの協力体制を強化し、地域レ
ベルの障害者就職面接会を複数開催し、マッチング機会の拡大を図る。

◎市が「無料職業紹介事業」を届出 ◎面接会企画運営ノウハウをハローワークから市へ

【役割分担】
【ハローワーク】が主催し【市】が協力 または 【市】が主催し【ハローワーク】が協力



障害者に対する理解の推進と就職機会の拡大を図るため
「障害者就職面接会」を実施

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

≪照会先≫ 長崎労働局職業安定部職業対策課 （ＴＥＬ： 095-801-004２） http://nagasaki-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/

【長崎県】【長崎市】【佐世保市】【島原市】【諫早市】【雲仙市】【南島原市】 【長崎労働局・ハローワーク】

【実施概要】

【役割分担】

平成２５年度 実施４会場合計
就職者数５２名・参加企業数１００社・参加者数６４２名

【効果】

障害者及び企業等が一堂に会するいわゆる「集団見合い」方式で個人面談方式
により実施（状況により集団方式で実施）

求職活動中の障害者、特に新規学校卒業予定者等については、企業との接触
の機会が極めて少なく、同時に事業所訪問等においても様々な困難性を伴うな
ど、自主的・主体的な求職活動が十分に出来ない状況にある。
ついては、これら障害者の求職活動を支援するため、企業との情報交換や面

接機会を設けることにより、障害者に対する理解の推進と就職機会の拡大を図
り、障害者雇用を促進する。

【労働局・ハローワーク】
◆求職者への周知
◆参加企業の要請
◆面接会開催の広報
◆求人受理
◆面接会への職員派遣
◆会場設営費支払 等

【長崎県】
◆面接会開催の広報
◆面接会への職員派遣
◆会場費、手話通訳・要約筆記費支払 等

【長崎市・佐世保市・島原市・
諫早市・雲仙市・南島原市】

◆面接会開催の広報
◆面接会への職員派遣
◆自治体施設で開催の場合の会場優
先確保 等

＜地方自治体コメント＞
障害者雇用の促進は、障害者・企業だけでな

く、地域を含めた社会全体の問題であるため、
より地域に近いところで啓発活動等が可能であ
る地方自治体の強みを活かして、今後とも積極
的に協力したい。
面接会の準備段階から、自治体の障害福祉、

労働雇用担当者が携わることで、より専門的な
役割分担が可能となり、充実した面接会の開催
が可能と思われる。

＜労働局コメント＞
地域の実情にあった効果的な運営のための心

強いチームメイトとして更に連携を強め、広げ
ていければと思います。



４ 生活保護受給者等の就労支援関係 



札幌市が行う生活保護受給者向けのセミナーに、
ハローワークが講師として参加

＜札幌市コメント＞
保護課、ハローワーク、セミナー受託事業

者、あいワークの４者の緊密な情報共有に配
慮することで、受給者の早期就職・自立に結
びつけている。

＜労働局コメント＞
ハローワークの相談員が講師として参加し、

各区保護課・参加者との連携を図ることで、参
加者のより詳細な情報を活かした支援につなげ
ていくことが可能となった。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

≪照会先≫ 北海道労働局職業安定部職業安定課 （ＴＥＬ：０１１－７０９－２３１１)

【北海道札幌市】 【北海道労働局・ハローワーク】

【実施概要】

【役割分担】

生活保護受給者の中には、就職活動を行うにあたっての基礎的なコミュニケーション能力や生活
習慣が身についていない者もいる。そのため、市やハローワークなどの関係者が集まり、基礎能力の

形成支援から就職活動に向けたスキル向上まで、一体的に支援していくことが重要。

◆セミナー参加者数（うち就職者数）

平成２４年度：５４名（うち就職者数１５名）

平成２５年度：５９名（うち就職者数２３名）

【札幌市】
◆民間事業者への事業委託
◆保護課での対象者選定
◆セミナー中から就職決定に至
るまでのカウンセリング

【労働局・ハローワーク】
セミナーの講師として
◆求人情報の提供
◆応募書類の書き方指導
◆面接練習

【効果】

◆セミナーの実施
セミナーは２部構成となっており、就職に向けた意欲の向上や知識の習得を図るため市が実施する「スキルアップセミナー

（自立支援）」と、ハローワークの相談員が講師となって就職活動を行うための実践的なスキル（履歴書作成など）の習得を図
る「スキルアップセミナー（就労支援）」を実施。（全１２回）

◆セミナーを活かした就職支援
セミナーの受講状況（発言頻度、出席状況等）を踏まえ、関係者によるケース会議や情報交換（毎回のセミナー終了後）を実施。

当該情報を保護課の援助方針やハローワークによる就職支援の方針に活かすことで、受講者の計画的・効果的な支援につなげていく。



生活保護受給者の就労支援における担当者間の情報共有を強化
～研修会の実施及び月刊広報紙の作成～

＜弘前市コメント＞
ハローワークとの連携による研修会開催

や広報紙の配布は就労支援のノウハウ取得
につながっています。特に広報紙に掲載さ
れている就労支援の事例紹介やアドバイス
は非常に好評です。

＜労働局コメント＞
就職支援も順調に進んでいます。研修会

や広報紙の活用により、日常的な連携が図
られ、支援がよりスムーズに行われるよう
になりました。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

≪照会先≫青森労働局職業安定部職業対策課（ＴＥＬ：０１７－７２１－２００３）（http：//aomori-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/）

【青森県弘前市】 【青森労働局・ハローワーク弘前】

【実施概要】

【役割分担】

生活保護受給者の支援のためには、ハローワークと市の連携強化を図
ることが必要であり、互いの施策を理解しておくことが重要。
このため、ケースワーカー等に対する研修会の開催や支援上の好事例

等をまとめた広報紙の作成により情報共有を図る。

◆ 弘前市福祉事務所における生活保護受給者の年間就職目標数３０件に対
して、２７年９月末現在の就職件数は３６件となった。

【弘前市】
・研修会への参加
・関係部門内での広報紙の回覧

【ハローワーク】
・研修会を開催し、ハローワーク
での具体的支援等について説明

・月刊広報紙の作成・周知

【効果】

相互理解を進めるため、以下の取組を実施。
① 27年４月にハローワーク主催による就労支援員研修会を開催し、生
活保護受給者の就労支援事業に係るハローワークの具体的な支援内容
等を説明。

② 支援上の好事例や留意点等の情報を掲載した月刊広報紙『ほっぷ
あっぷ弘前』を作成し、担当者間で周知・共有。

③ 市による福祉に関する研修を実施予定（平成28年度より）

『ほっぷあっぷ弘前』

研修資料



生活や就労に関する相談を包括的にコーディネート

＜岩手県コメント＞
生活相談・就労相談をハロー

ワークとワンストップで行うこと
により、就労意欲の喚起に繋がって
いる。

＜労働局コメント＞
生活相談・職業相談の連携によ

り、求職者個々の問題点等の把握
が容易となっている。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

≪照会先≫ 岩手労働局職業安定部職業安定課（ＴＥＬ：019-604-3004）（HP：http//iwate-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp)

【岩手県】【奥州市】 【岩手労働局・ハローワーク水沢】

【実施概要】

【役割分担】

生活や就労に関する相談を包括的にコーディネートするため、求職者の生活相談
型職業相談・紹介及び、生活困窮者への自立相談・就労促進の支援事業をワンス
トップで行う。

◆積極的な自立相談・就労促進の支援を行うことにより、就労
意欲の喚起に繋がっている。

【奥州市】
①奥州市による生活・就労相
談の実施。

②社会福祉協議会による福祉
就労支援の実施。

【ハローワーク】職業相談・紹介の実施。

【効果】

① 岩手県と岩手労働局との一体的実施の協定締結、奥州市の緊急雇用創出事業の
活用等、既存の取組みとモデル事業との連携を図っている。
② 求職者のおかれた状況に合わせ、生活相談・支援から職業相談までをワンス
トップで行う。
③ 「生活困窮者自立促進支援モデル事業」の実施における「自立相談支援機関」
として、隣接するハローワーク水沢と連携し包括的支援を行っている。

【岩手県】
いわて県南パーソナル・サ
ポート・センター（くらし相
談室）による生活・就労相談
の実施。



ひとり親の就労を支援するため、児童扶養手当現況届受付期間に
宇都宮市に臨時相談窓口を開設

＜宇都宮市コメント＞
ひとり親の利便性を考慮すると8月の

児童扶養手当現況届出期間中にハロー
ワークの臨時相談窓口を設置し、職業相
談等を実施できたことは非常によかった
です。

＜労働局コメント＞
初めての取組でしたが、市側のご協力

で臨時相談窓口を設置することができま
した。昨年度は多くの方にご利用いただ
いたので、今後も市と協力しながらこの
取組を続けていきたいと思います。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

≪照会先≫ 栃木労働局職業安定部生活困窮者対策室 （ＴＥＬ：028‐610-3558）(http://tochigi-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/）

【栃木県宇都宮市】 【栃木労働局ハローワーク宇都宮】

【実施概要】

【役割分担】

児童扶養手当受給者への就労支援を、効果的かつ的確に実施する
ために、ひとり親の方が市役所に多く訪れる８月の現況届提出期間
を活用し就労支援を実施。

◆ ８月の1か月間で106人が臨時相談窓口を利用。

◆ 市と一体で実施することにより、ひとり親の方々への就労支援が
効果的にできるようになった。

◆ 効果があったため、平成26年度も継続して実施予定。

【宇都宮市】
◆来所者へのリーフレット
の配布

◆臨時相談窓口への誘導
◆報道機関への広報

【労働局・ハローワーク】
◆職業相談・紹介
◆求人情報の提供
◆ハローワークの支援
メニューの説明

【効果】

８月の１か月間、宇都宮市の子ども家庭課現況届提出窓口の隣に
ハローワーク宇都宮の臨時相談窓口を設置し、ひとり親の方への職業相談
等を実施。



生活保護受給者の事業所見学会の実施

＜越前市のコメント＞
ハローワークとの協力により見学会

を開催できたことは、非常に有意義
であった。今回の見学会により、
一人でも多くの受給者の就職に結び
つけば幸いです。

＜労働局コメント＞
受給者は就労にブランクのある方

が多く、簡易な作業の見学や体験実
習をすることで、就職意欲の高揚が
図られると考えている。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

≪照会先≫ 福井労働局職業安定部職業安定課 （ＴＥＬ：０７７６－２６－８６０９）（fukui.soudan@antei.mhlw.go.jp)

【福井県越前市】 【福井労働局】

【実施概要】

【役割分担】

生活保護受給者の方向けに、サービス事業所見学会を実施することで、
受給者の方の就職意欲の高揚を図る。また、見学後希望者には、体験実習を行い
就職へのステップアップを図る。

生活保護受給者は就労経験の少ない方や、就労にあたってブラ
ンクのある方が多く、サービス事業所のような簡易な作業がある
職場を見学し、体験実習を行うことにより「自分にもできる仕事
がある。」ということが確認でき、就職意欲の向上が図られた。

【越前市】
◆サービス事業所に見学及び
実習の依頼

◆事業所までの交通手段の手配
◆参加者の昼食代の負担

【労働局】
◆サービス事業所の選定
◆参加者の選定

【効果】

サービス事業所（すてっぷ）とフリースペース（いっぽ）を見学し、簡易な仕事
であることを理解してもらい、その後、希望者には就労に必要な知識や能力の向上
を図るための体験実習を行った。



生活保護受給者の就職促進を図るため、ＰＣ基礎講習会の実施

＜越前市のコメント＞
今回の講習を契機に、一人でも

多くの受給者の就職が達成される
ことを期待している。

＜労働局コメント＞
受給者の希望する求人の中には、

基本的なＰＣ操作を条件とするも
のも多く、今回の講習により就職
への期待が高まった。また、ＰＣ
の基本操作を身につけることで、
今後の職業訓練を受講することも
できるようになると考えている。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

≪照会先≫ 福井労働局職業安定部職業安定課 （ＴＥＬ：０７７６－２６－８６０９）（fukui.soudan@antei.mhlw.go.jp)

【福井県越前市】【鯖江市】 【福井労働局】

【実施概要】

【役割分担】

基本的なＰＣ操作を身につけることにより、職域の拡大や、今後の職業訓練等の
受講を容易にし、就職促進を図る。

◆ 基本的なパソコン操作を身につけることにより、受給者の就職
意欲の向上が図られた。

◆ 福祉事務所のパソコンを貸与し、継続的にＰＣを触れる環境を
整えることで、パソコンに対する習熟度の維持・向上が期待される。

【越前市、鯖江市】
◆ＰＣの貸与 ◆会場設営
◆講師手配
◆ＰＣの継続使用の許可、
◆ テキスト代、会場費負担

【労働局】
◆参加対象者の選定
◆講師謝金負担

【効果】

基本的なＰＣ操作のスキルを身につけられるよう、受給者の方向けのパソコン入門
講座を開設。また、公共施設所有のＰＣを貸与し、ＰＣが継続的に使用できる
環境を整えることで、今後の就職等に備える。



市との連携を強化し、生活保護受給者の就職件数を大幅に伸ばしました!

＜春日井市コメント＞
市就労支援員とハローワークの連携
した支援を通して、就労意欲の高い保
護開始段階に集中した巡回相談に参加
させたことが就職件数増加に繋がった。

＜労働局コメント＞
就職件数、就職率は、当局内でも

高く、日頃の情報交換が綿密に行わ
れていることが高い要因と考える。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

≪照会先≫ 愛知労働局職業安定部職業安定課 （ＴＥＬ：052-219-5505）

【愛知県春日井市】 【愛知労働局ハローワーク春日井】

【実施概要】

【役割分担】

増え続けている「働ける世帯」の生活保護受給者を就職(自立)させる
ため、ハローワークと市の連携を強化し、就職件数を増加させる。

◆就職件数 平成24年度 43人→ 25年度 68人 対前年比58.1%増

◆支援対象者 平成24年度 65人→ 25年度 102人、対象者就職率66.7%

【春日井市】
◆支援対象者の選定・誘導
◆巡回相談における相談者の選定
◆市就労支援員、ケースワーカー
によるフォローアップ

【ハローワーク】
◆支援対象者の定期的な職業相談・
紹介

◆月2回の市への巡回相談
◆支援候補者の市への情報提供

【効果】

◆ 生活保護支援対象者に対し、市の就労支援員が積極的にハローワー
クに誘導するとともに、相談時の大半をハローワークに同行した。(月
の2/3以上の日は来所。)
また、相談後も毎回ハローワークのナビゲーターと本人の今後の対

応を綿密に打ち合わせした。
◆ ハローワークに来所する生保受給者の中で就労意欲の高い方に対し、
ナビゲーターが事業説明のうえ市就労支援員に情報提供し支援対象者
を増やした。

26年3月からは、ナビゲーターと、市の就労自立担当ケースワーカー3名・就労支援員による定期的(月1
回)な連絡会議を行い、個々の今後の方針をすり合せしている。



生活保護受給者等就労自立促進のため
国と福祉事務所の就労支援員が合同研修を実施

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

≪照会先≫ 三重労働局職業安定部地方訓練受講者支援室 （059-261-2941）

【三重県】 【三重労働局・ハローワーク】

【実施概要】

生活保護受給者等就労自立促進事業（※）において、就労支
援に携わる職員を対象に、同業務に関する具体的な取組事例
を学ぶとともに、現場で直面する課題をテーマとしたグルー
プワークを行い、業務上の問題を共有し解決につなげ、所属

を超えて相談し合える関係を構築する。
※ 福祉事務所にハローワークの常設窓口を設置するなどワンストップ型の支援体制を整備し、両機関が一体と

なった就労支援を推進することにより、生活保護受給者等の就労による自立を促進する事業。

◆ 就労支援員と就職支援ナビゲーターの連絡が緊密になり、支援対象者の情
報の共有が図られ、早期就職に結びつく。

◆ 福祉事務所とハローワークの管轄を超えた連携が円滑になり、希望就職地
への就職が容易となる。

◆ 「ハローワーク以外の方とも意見・情報を交換できて良かった。」（国）
◆ 「違う立場の方や各地域の方達の体験談を聞けたことが一番良かった。」

（福祉事務所 就労支援員）

【効果】

前期 H26.  5.27 国11名・市23名参加
後期 H26.11.28 国13名・市18名参加
外部講師の講演の後、現場の事例をもとに就労支援について議論

（具体的内容）
◆外部講師による講演（若者就業サポートステーション・三重における

就労支援の仕組み）
◆グループワーク（生活保護受給者に対して苦慮する就労支援の対処方法など）
◆全体意見交換会（就労支援業務で感じていること など）

＜三重県コメント＞
福祉事務所で専門的に活動する就労

支援員が、職業指導官や就職支援ナビ
ゲーターとともに、事例学習やグルー
プワークに時間をかけて取り組み、互
いの業務の理解と関係の構築につな
がった。

＜労働局コメント＞
意見交換等を実施することで、福祉

事務所の就労支援員が持つノウハウを
身に付けることができ、ハローワーク
の職業相談スキルの向上につながった。

また、就労支援員と顔の見える関係
を構築することができ、日頃の連携強
化につながった。



児童扶養手当受給者をハローワーク窓口へ積極的に受け入れるため、
「マザーズチャレンジワーク」を実施

＜長浜市コメント＞
初めての取組で大変有意義であった。今後

も継続してほしい。
市から現況届の案内を郵送する際にチラシ

を配布し案内をすればもっと多くの人を取り
込めたのではないか。

＜労働局コメント＞
初めての取組であった。支援対象者の掘り

起こしができ、就職支援等ができた。今後も、
長浜市と連携し取組んでいきたい。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

≪照会先≫ 滋賀労働局職業安定部職業安定課 （ＴＥＬ：077-526-8609）(http://shiga-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/)

【滋賀県長浜市】 【滋賀労働局ハローワーク長浜】

【実施概要】

【役割分担】

児童扶養手当受給者の生活保護受給者等自立支援事業への受入れを
より一層充実させるため、自治体からの誘導により個別支援による安
定就労を目的としている。

◆７名を支援対象者として相談（うち５名が新規登録者で潜在求職
者の掘り起こしができた）

◆来所者のうち２名が常用就職
◆予約相談を実施する事により、事前にサービスメニューの準備や
待ち時間の解消を図った

【効果】

児童扶養手当受給者が現況届を提出する際、自治体から就労可能な
方を選定し、チラシにより趣旨を説明し、ハローワークへ予約相談と
して繋げる。

【ハローワーク】
◆求職登録、職業相談・紹介
等サービスメニューの案内

◆職業訓練の案内
◆個別支援、担当制の実施

【長浜市】
◆対象者に趣旨を説明しハローワーク
へ案内
◆必要に応じ相談窓口への同伴
◆求職申込書の事前手交



【奈良県】 【奈良労働局・ハローワーク】

児童扶養手当受給者の方への支援を強化するため、県の自立支援プログラム

策定員が各ハローワークへ出向き、ワンストップサービスを実施
【課題･目的】

【実施概要】

【役割分担】

【効果】

奈良県の自立支援プログラム策定員が県内の全ハローワークへ出張し、ハローワーク
に来所した児童扶養手当受給者に支援内容の説明からプログラムの策定等まで行い、
県とハローワークが連携してワンストップの一体的な就労支援を行う。

ハローワークに来所した児童扶養手当受給者に、奈良県とハローワークが一体的な支援
をワンストップで行うことによって、きめ細かな支援をすることが可能となっています。

ケース会議 ９4件（平成25年度）

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

＜奈良県コメント＞
利用される方の利便性が向上し、プロ

グラム策定件数も増加しました。さらに、
関係機関と連携し、ひとり親家庭をバッ
クアップしていきます。

＜労働局コメント＞
奈良県との連携強化により、児童扶養

手当受給者の方を応援する仕組みを作り、
これまで以上のサービスを提供しています。

≪照会先≫ 奈良労働局職業安定部職業安定課 （ＴＥＬ：0742-32-0208） http://nara-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/

写 真

【労働局・ハローワーク】
相談窓口にて、児童扶養手当受給求職
者に対し担当者制による支援及び自立支
援プログラムについて説明。本人の希望
により、奈良県へプログラム策定の依頼
をし、日程調整と相談場所を提供。

【奈良県】
ハローワークからの依頼によりプログラム

の詳細説明からプログラムの策定まで行う。
その後、求職者・プログラム策定員・ハロー
ワーク支援ナビの三者でケース会議を行って、
一体的チーム支援を実施。



生活保護受給者の就職促進のため、ハローワークの就労支援ナビ
が就労支援会議のメンバーとして参加

＜宇部市コメント＞
就労支援会議への出席により、

生活保護受給者の状況、支援方針
等の情報共有が行われるため、福
祉事務所及びハローワークの就労
支援も的確に行うことができ、
就労自立の助長が図られている。

＜労働局コメント＞
ハローワークの就労支援ナビが、

市の開催するケース会議に直接参加
することで、顔の見える連携が取
れている。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

≪照会先≫ 山口労働局職業安定部地方訓練受講者支援室（ＴＥＬ：０８３－９９５－０３８７）（http://yamaguchi-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp)

【山口県宇部市】 【山口労働局ハローワーク宇部】

【実施概要】

【役割分担】

市が開催する就労支援会議（ケース会議）へ就労支援ナビゲーターが出席することで、
両者の連携を強化するとともに、支援対象者の情報を共有することで、就労自立促進を
図る。

市の担当者、ケースワーカー、就労支援員で行う会議に出席する
ことにより、支援対象者が抱える問題点、課題、方向性等の共有
が図られ、共通認識の基で就労支援が実施できている。

【宇部市】
◆就労支援会議の開催
◆支援対象者の近況等の報告

【ハローワーク】
◆支援対象者に対して行った
支援状況の説明
◆新たな就労支援サービスの
提案、提供

【効果】

市の生活保護係は１係から４係あり、係ごとの会議に各係を担当する就労支援ナビゲーター
が出席し、意見交換を行う。月４回、毎週火曜日、１６時～１７時開催



生活保護受給者の就労促進を図るため役場への巡回相談を実施

＜徳島県コメント＞
予約をとらず、扶助支給の機会

をとらえて実施しているため、不
特定多数の受給者に働きかけるこ
とができ、求職意欲の向上に繋
がっている。

＜労働局コメント＞
関係者が一堂に会し、情報を共

有し、問題点の把握することで、
対象者に応じた支援につなげるこ
とができている。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

≪照会先≫ 徳島労働局職業安定部職業対策課 （ＴＥＬ：88-611-5387）（HP ： http://tokushima-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/）

【徳島県】 【徳島労働局ハローワーク徳島】

【実施概要】
「福祉から就労」支援事業(現・生活保護受給者等就労自立促進授業)に基づく事業として、徳島地域生活福祉・

就労支援協議会の承認のもとに、平成24年6月より実施している。
原則として毎月5日(町における生活保護費支給日)にハローワークの担当者が訪問。現地には町(生活保護担当)、

徳島県東部保健福祉局(保護受給者への生活・就労指導を担当)の職員が同席して、保護費の現金支給を希望し
ている町民のうち「就労指導の結果、職業相談が有効」と、福祉局職員が判断した対象者をその場で巡回相談に
誘導し、就労相談を行っている。

【役割分担】

求職意欲の低い就労支援対象者に対して、効果的な就労相談、求職支援を実施するため、ハローワークの担
当者が定期的に巡回相談を実施し、県・町担当者と連携して職業相談へ誘導することにより、求職意欲の喚起
を図り、自立への援助を行う。

就労相談、積極的な求人情報の提供による、就労意欲の喚起に繋
がり、複数の事業所への紹介の後、自立に至る事例がみられる。

【徳島県】
支援対象者の選定・職業相談へ
の誘導

【ハローワーク】
定期的に役場を訪問し、町担当者
との連携のもとに就労意欲の喚
起、職業相談を実施

【効果】



生活保護受給者等の就労支援の連携強化のため、
地方自治体等とハローワークの合同研修会を実施

＜福祉事務所コメント＞
ハローワークや沖縄県母子寡婦福祉連合会が

どのような業務を行っているかを詳しく知るこ
とができました。また、各現場の取組事例を聞
くことができて参考になりました。

＜労働局コメント＞
生活保護受給者等の就労支援に携わる方々の

「顔の見える関係」づくりができたと思います。
また、意見交換することで地方自治体等が持

つノウハウを身につけることができ、ハロー
ワークの職業相談のスキル向上につながったと
思います。
今後とも、それぞれが持つ支援策の強みを活

かして、より効果的な連携の輪を築いていきた
いと思います。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

≪照会先≫ 沖縄労働局職業安定部職業安定課 （ＴＥＬ：098‐868-1655）

【沖縄県・各自治体福祉事務所】 【沖縄県母子寡婦福祉連合会】【沖縄労働局・ハローワーク】

【役割分担・実施内容】

【目的】
生活保護受給者等の就労支援をより効果的に推進するため、ハローワー

クと地方自治体等がお互いの役割・機能を理解したうえで「顔の見える関
係」を構築し、就労支援に関し更なる連携を図ることを目的とする。

◆各関係機関の就労支援担当者55名が一堂に会し、お互いの就労支
援に関する役割と機能について理解を深めるとともに、「顔の見え
る関係」を構築することができた。

【効果】

【実施概要】
沖縄県、地方自治体福祉事務所、沖縄県母子寡婦福祉連合会及びハロー

ワークから生活保護受給者及び児童扶養手当受給者等に関する就労支援担
当者を招集して、研修及び事例発表会を実施。

【福祉事務所等】
◆就労支援に関するパ
ンフレット等の提供

◆沖縄県母子寡婦福祉
連合会の業務説明

【労働局･ハローワーク】
◆生活保護受給者等就
労自立促進事業の概
要説明

◆ハローワークの支援
メニューの説明

【共通】
◆生活保護受給者
等の就労支援に
関する取組事例
の発表及び意見
交換

【労働局･ハローワーク】

◆関係機関が連携して就労支援に当たった事例を発表し、それについ
て意見交換を行うことにより、更なる連携の必要性について認識を
共有することができた。

沖縄県、地方自治体福祉事務所、沖縄県母子寡婦福祉連合会及びハロー



５ 就職面接会・地元企業見学会関係 



〈山元町コメント〉
今回の出張ハローワークは、町民の雇

用の場の創出や、町外からの就業者の増
加を図るものとして重要であり、人口減
少が著しい本町にとって、定住人口の流
出防止や町が考える「町内外の交流人口
の増加によるにぎわい創出」に繋がるも
のであることから、継続してこうした取
り組みを実施していきたい。

＜労働局コメント＞
山元町からの開催要望を受け、周辺の

自治体や宮城県、福島労働局との連携を
図りながら準備を進めた。このことによ
り、多方面からの参加案内による多数の
参加や、企業の人材確保や就職支援と自
治体における施策等の情報発信を同時に
実施することができた。

今後も継続的に連携を密にし、同様の
イベント開催に活かしていきたい。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

≪照会先≫ 宮城労働局職業安定部職業安定課
℡：022-299-8061 http://miyagi-
roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp

【宮城県亘理郡山元町】 【宮城県】 【宮城労働局ハローワーク仙台】

【実施概要】

【役割分担】

宮城県沿岸の被災地域である亘理郡及び福島県相馬地域等（※）における復興を促
進するため、当該地域への就職希望者に対する支援及び地元企業の人材確保支援を目

的に、「出張ハローワークｉｎ山元」を開催。
※当該地域は隣接しており同一生活圏・経済圏を形成していることから合同開催した。

◆ 企業説明会と就職面接会を中心に、就職活動に関するセミナー、相談コーナーによ
る職業相談・職業訓練・就農相談を実施。

◆ 山元町における雇用や住宅等生活支援に関する情報発信「町からのお知らせ」を実施。
※ これ以外にも、ハローワークは隔週の巡回相談を行っており、地元求職者の支援を継続的に実施。

（特色）
① 企業選定においては、県（誘致企業）、町（山元町工業界の会員企業）、ハローワーク（求人事業主）から、

それぞれ選定。

② 広報においては、ハローワーク（求職者に対する周知等）と自治体（広報誌掲載・広報用チラシ各戸配
布・災害FMラジオ局等）との連携による効果的な広報を実施。

③ イベント終了後においても、求職活動を行う者に対しては、ハローワークが隔週の巡回相談を実施。

≪27.2.20 出張ハローワークｉｎ山元≫

◆ 企業説明会や就職面接会等、労働局・ハローワークの行う企業の人材確保・就職支援に加え、「町
からのお知らせ」として山元町からの説明を行うことにより、参加者に対し、国・自治体が実施してい
る様々な取組を発信することができた。

◆ 参加者アンケートより「有意義」「いい機会」「次回も開催を」という声が聞かれた。
◆ 参加数：企業１６社・求職者１６１名

【効果】

被災地域の復興に向けた企業の人材確保・就職支援

【山元町】
◆会場の確保、提供
◆町内企業への参加勧奨（工業会の会員企業）

◆町内全世帯への各戸配布等による広報
◆「広報やまもと」による町内居住者及び町外避難者への周知
◆当日の「町からのお知らせ」実施

【ハローワーク】
ハローワーク仙台が中心となり、
◆各主催機関との連絡調整
◆開催内容の立案と準備
◆企業への参加勧奨（求人事

業主）
◆求職者への参加案内
◆山元町災害ＦＭラジオへの

出演によるＰＲ

【宮城県】
◆広報用チラシの作成
◆企業への参加勧奨（誘致企業）



[Ａターン就職面接会の開催]
（局）開催周知、相談コーナー設置等
（県）参加企業募集、登録者への周知

[Ａターン登録制度の推進]
（局）来所者への登録制度周知
（県）県外大学訪問、就職相談会等での登録

制度の周知

○求人開拓
○就職支援
○職場定着支援

○Ａターンプラザ秋田(※)
による就職支援

○リクエスト制度活用
○県内移住関連情報の提供
○雇用労働アドバイザー等
による支援
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[早期求人提出・採用枠拡大要請]
知事、労働局長による主要経済団体
への要請

[合同就職面接会の開催]
（局）開催周知、相談コーナー設置等
（県）参加企業募集、大学・学生への周知

○求人開拓
○職業相談
○Ａターンプラザ
秋田への職員出向

○求人開拓
○職場見学会の実施
○キャリア教育等の支援
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※ 秋田県が東京に開設しているＡターン就職支援施設

≪照会先≫秋田労働局職業安定部職業安定課 若年者対策係 （ＴＥＬ：018-883-0007）

秋田県

新規学卒者の県内就職促進 [目標 新規高卒者県内就職率70％以上]

共同実施

共同実施秋田労働局（ハローワーク） 秋田県

新規高卒者県内就職率４年連続６割超

Ａターン就職者２年連続1,100人超

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【秋田県】 【秋田労働局】
県との連携により、新規学卒者の県内就職促進事業、Ａターン就職促進事業を実施

【目的・課題】
少子高齢化等による人口減少が著しい本県にとって、企業や地域の活性化のために労働力の維持、確保は重要課題。このため、県

の雇用対策との連携により県内の労働力確保に向けて以下の雇用施策を実施。

【実施概要・役割分担】 【効果】

[秋田県]

社会情勢の変化に対応し、秋田の成長を目指す観点から策定している「ふるさと

秋田元気創造プラン」に掲げる雇用対策については、これまでも労働局との連携に

より、一定の効果が得られており、引き続き互いに協力を図り、将来に向けて希望

のもてる秋田を実現していきたい。

[労働局]

若者の県内就職促進、県外からの人材確保を含めた各種の雇用対

策については、引き続き円滑かつ効率的に実施されるよう秋田県と

の連携体制を強化し推進していきたい。



地元企業の人材確保のため、「しごと発見！川口の地元企業見学会」を実施

＜川口市コメント＞
ハローワークと連携を行ったことによ

り見学先事業所に関心をもった求職者の
方に求人票等の説明も併せて行うことが
可能となり、求人事業所、求職者双方に
とって満足度の高い見学会になったと思う。
今後も連携をとりながら、就職につなが
る見学会を実施したいと考える。

＜ハローワークコメント＞
都内への就職を希望する求職者が多く

を占める中、見学会を通じて地元企業に
も目を向けてもらうことができた。今後
も市との連携を図りながら、一人でも多
くの者が地元企業に就職し、地域の活性
化につながるよう事業を展開していきたい。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【目的】

≪照会先≫ 埼玉労働局職業安定部職業安定課職業紹介係 ・・・（ＴＥＬ：０４８－６００－６２０８）

【川口市】 【埼玉労働局ハローワーク川口】

【実施概要】

【役割分担】

学生・生徒等を対象に川口市が認定する技能振興推進モデル事業所への
企業見学会を実施。
作業の見学や経営者らの話を通じて、企業の魅力や強みなどを知っても

らい、市内企業や技能に対する理解を高め、ものづくりの技能継承と若者
等の人材確保につなげる。

【効果】

◆川口市内企業への見学会（借上バス）
◆ハローワーク職員及び企業研究セミナー講師による就職に向けてのセミナー
実施。

◆ 実績：２回実施。参加企業計４社。
一般求職者２１名、高校生１２名参加。

◆ 参加企業からは「地元の製造業をアピールする場を設けてもらえ
て良かった」等、参加者からは「この川口の製造業で働いて貢献
したい」等の声が聴かれた。

【川口市】
◆近隣の高校、大学への参加勧奨
◆川口市ＨＰ、市報により周知
◆見学先事業所の選定
◆企業研究セミナー講師による就職
に向けてのセミナー実施

◆保険加入、バス借上など

【ハローワーク】
◆対象者に対して就職に向けた
情報提供及びセミナー実施
◆職業相談窓口等で一般求職者
に対してリーフレットを活用
した周知、参加勧奨実施
◆見学会後の職業紹介



地元で就職したい求職者と地元企業との積極的な出会いを創出する
「ジョブサポートたてやま」を開催

＜館山市コメント＞
企業については，ただ応募者を待っているだけでは

なく，一度に多くの求職者に対し直接自社ＰＲが出来
たことで，とても有意義な場となったようです。
また，求職者も一度に複数の企業の情報を得ること

が出来，単に雇用条件だけではなく，企業理念や職場
の雰囲気まで知ることができ，好評だったようです。
参加企業の開拓，参加者への呼びかけに関しては，
自治体独自での展開には限界があり，イベントとして
ある程度の規模を確保するためには，企業，求職者と
の接触のあるハローワークさんとの連携が必要不可欠
であると思いました。

＜ハローワークのコメント＞
求人票等ではわからない、企業の「生の声」を聞く

ことにより、より正確な企業情報を求職者が把握でき
たと感じました。このような「出会いの場」を提供で
きれば、ミスマッチも減少していくと思われます。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

≪照会先≫千葉労働局職業安定部職業安定課･･･（ＴＥＬ：043-221-4081）(http://chiba-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/)

【千葉県館山市】 【千葉労働局ハローワーク館山】

【実施概要】

【役割分担】

これまでの経歴にとらわれず、希望職種を広げてもらい、興味
ある企業を見つけてもらうための「出会いの場」を提供する。

第１回 参加企業数７社 参加求職者数３６名 紹介数１８件 採用数４件
第２回 参加企業数８社 参加求職者数３４名 紹介数 １件 採用数０件
第３回 参加企業数２社 参加求職者数 ７名 紹介数 １件 採用数０件

（第３回目については、規模を縮小して実施）

【ハローワーク】
◆参加企業誘致の協力
◆参加企業の求人受理
◆求職者への参加呼びかけ
◆当日の職業相談

【効果】

参加企業が事業内容や求める人材等をスクリーンを用いて説明
（１企業５分程度）、その後、求職者との個人面談（説明）を
１人１０分程度行う。

【館山市】
◆事業全体の企画運営
◆参加企業誘致
◆広報及び求職者参加受付
◆当日の進行、運営
◆実施後の結果検証



柏地域の雇用情勢の安定のため、
柏市企業合同就職面接会を共同開催

＜ハローワークコメント＞
柏市とは福祉に特化した「福祉の

しごと合同就職面接会inかしわ」も
共催により開催しました。
今後も地方自治体と連携を図り、

一体となった雇用対策を進めて参り
ます。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

≪照会先≫千葉労働局職業安定部職業安定課･･･（ＴＥＬ：043-221-4081）(http://chiba-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/)

【千葉県柏市】 【千葉労働局ハローワーク松戸】

【実施概要】

【役割分担】

柏市及び近隣在住の求職者と人材確保のためハローワーク松
戸に求人申込みをしている地元企業を中心に、雇用対策の一環
として行うもの。

◆ 参加事業所数・・・22社
◆ 求人件数・・・51件（求人数157人）
◆ 求職者数・・・74人
◆ 面接数・・・延べ85件
◆ このイベントにより、9人採用決定

【効果】

１ 主催 柏市、松戸公共職業安定所
地元企業や商工会議等所の協賛を得て開催

２ 参加者
・柏市内を中心に、松戸公共職業安定所管内の事業所
・柏市及び近隣市町村在住の求職者

３ 面接会に参加した柏在住求職者を雇用した企業が柏市内に
所在する場合、柏市から雇用促進奨励金を交付して定着支援
を図ることとする。

【柏市】
◆参加者の募集・周知
◆企業への参加要請
◆会場の借用

【ハローワーク】
◆参加企業の求人票作成及び取りまとめ
◆参加者との連絡調整
◆面接会の進行指揮



県知事と労働局長が共同により、経済団体へ雇用対策を要請

＜神奈川県コメント＞
障害者及び若年者の雇用促進は重
要な課題であり、とても意義のあ
る取組みだと考えています。

＜労働局コメント＞
地域の経済団体のトップに地方自
治体と国が直接働きかけることで、
その傘下の構成団体への周知への
影響力が増すため、雇用促進が期
待できます。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

≪照会先≫ 神奈川労働局職業安定部職業安定課 （ＴＥＬ：０４５－６５０－２８００）

【神奈川県】 【神奈川労働局】

【実施概要】

【役割分担】

障害者及び新規学卒者やフリーター等の若年者の雇用促進は、地域における
重要な課題（※）であり、これらの雇用機会の確保・拡大のためには、雇用に向

けた地域企業の理解が重要。
※県内企業の障害者雇用率は、平成25年６月１日現在で1.68％と、法定雇用率の2.0％のみならず、全
国平均の1.76％をも未だ下回っている。
※新規学卒者の就職内定率は、リーマンショック前に比べると未だ低調な推移となっている。

◆神奈川県内のハローワークを通じた障害者の就職件数は、４
年連続で過去最高を更新した。
◆平成26年７月末現在の高卒求人数は対前年比36％増となり、
多くの企業から求人票の早期提出について理解が得られた。

【神奈川県】
◆訪問日程の調整
◆要請文の作成
◆要請訪問時説明資料準備
◆記者発表

【労働局】
◆訪問日程調整
◆要請文の作成
◆要請訪問時説明資料準備

【効果】

障害者及び若年者の雇用促進について、県知事と労働局長が共に、県内の経
済団体を訪問し、協働作成した要請文を手交し、障害者及び若年者の雇用機会の
維持・確保等について協力を求める。

経済団体へ要請する黒岩県知事（左）、水野労働局長（右）



就職希望者への就職面接会を共同開催

＜ 横浜市コメント＞
横浜市内での仕事を探している方、

人材を探している企業双方にとって、
直接面接できる機会は貴重であり、今
後もハローワークと連携して取り組ん
でいきたい。

＜ハローワークコメント＞
横浜市と協働して作業を進めること

で、事務を迅速に進めることができた。
また、求職者からは、直接面接できる
機会の提供として期待されており、今
後も継続して実施していきたい。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

≪照会先≫ 神奈川労働局職業安定部職業安定課 （ＴＥＬ：045-650-2809）

【神奈川県横浜市】 【神奈川労働局ハローワーク横浜】

【実施概要】

【役割分担】

求人情報だけで、その企業に応募することに不安を感じる場合があり、また、
書類選考による応募が多い中、双方の理解が十分得られずに、結果的にマッチン
グの機会をのがしてしまうこともあることから、求人・求職の「顔が見える出会
いの場」の確保が必要と考えられる。

◆ 平成25年度においては、３回開催し、総計で参加事業者数154件、
参加者数1,125名、面接件数1,345件であった。

※ 毎年３回開催するなかで、平成２５年度から第2回目の開催については、市との協議の結果、正社員
限定とするとともに、広域マッチングを目的に、都内ハローワークと連携し横浜市内から通勤可能な
都内の企業も参加している。

【効果】

神奈川労働局においては、横浜市と雇用対策協定を結び、雇用に関する施策が
効果的に実施されるよう連携・協力をしている。
そこで構築された連携基盤を軸に、よこはま合同就職面接会を開催し、横浜市

内が就業場所である企業とそこでの就業を希望する求職者の出会いの場を提供。
会場の確保、求人確保、広報、資料作成及び当日の運営等、横浜市と協働で作

業を行っている。

【ハローワーク】
◆企画から参加事業所募集･選定
◆開催周知広報
◆当日の運営等
◆合同就職面接会の運営全般

【横浜市】
◆開催場所の選定・契約
◆場内レイアウト・設営業者選定・契約
◆開催周知広報
◆当日の運営等



地域の中小企業の人材確保のため、共同事業として事業所見学ツアーを実施

＜横須賀市コメント＞
応募前に求人事業所を実際に見学で

きることで、求職者は安心して求人に
応募できると考える。

＜労働局コメント＞
地方自治体と連携した人材確保の方法

として大変効果的である。特にマッチ
ング強化が求められている介護事業所
等での効果が期待される。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【目的】

≪照会先≫ 神奈川労働局職業安定部職業安定課 ・・・・・・・・・・（ＴＥＬ：０４５－６５０－２８０９）

【神奈川県横須賀市】 【ハローワーク横須賀、ハローワーク横浜南】

【実施概要】

【役割分担】

ハローワークの求人票を見るだけでは見えてこない横須賀市内企業
の魅力を求職者に伝える機会を提供し、求職者の再就職及び企業の
人材確保を支援する。

◆事業所の環境や雰囲気などを知った上で応募できる。
◆求職者へ直接事業所のアピールができる。
◆事業所からは、行政と連携した良い事例であるとの評価を受けている。
◆平成25年度は、3回実施・49人参加・参加者のうち9人就職

【効果】

ハローワークの求職者を対象に求人事業所の見学バスツアーを実施
第1回 平成25年4月26日（金）

介護事業所2社 参加者27名 採用1名
第2回 平成25年10月30日（金）

食品製造事業所１社 参加者１４名 採用８名
第３回 平成２６年３月６日（木）

介護事業所１社 参加者８名

【横須賀市】
◆借上げバス調達・費用負担
◆市の広報誌における周知
◆広報パンフレットの作成
◆参加者へのアンケート実施

【ハローワーク】
◆見学先事業所の選定・連絡
◆県内ハローワークへの周知
◆求職者の事前申込受付
◆当日の運営及び調整



地方自治体との連携による「地域ふれあい説明会＆面接会」を開催

＜砺波市、南砺市、小矢部市コメント＞
◆会場使用料がローコストで、１開催当たり５人程
度の就職者数が確保出来ていることから費用対効
果は高い。

◆人材不足業種の求人企業の参加や地域の実情に応
じた参加企業の要望も可能であるなど、地域に根
差した雇用支援策として有効であり、平成２６年
度においても継続開催を希望。

＜ハローワークコメント＞
◆一度に複数の地元企業との面接が可能なことから、
より多くの開催を望む声が寄せられるなど求職者
から好評を得ている。

◆雇用保険受給者を中心とした参加勧奨、求職ニー
ズに基づいた参加求人企業の選定等により、就職
意欲の喚起、早期再就職促進に結びついている。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

≪照会先≫ 富山労働局職業安定部職業安定課（ＴＥＬ：076－432-2782） HPアドレス http://toyama-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp

【富山県砺波市】【南砺市】【小矢部市】 【富山労働局ハローワーク砺波】

【実施概要】

【役割分担】

求人者と求職者間の職種、雇用形態、能力等のミスマッチによる未充足
求人に対する充足対策の一環として「地域ふれあい説明会＆面接会」を開催。
離職者の早期再就職促進、管内求人企業の人材確保機会の提供を目的とし
て、管内地方自治体と連携した雇用機会の確保・拡大に努める。

[平成２５年度実績]
◆各自治体当たり2回ずつ合計６回開催。
◆参加事業所数４５社、参加求職者７０９人、面接件数１２９件、就職件数
2９件。

【砺波市、南砺市、小矢部市】
◆会場借用手続き及び会場使用料負担
◆面接会開催の広報

【ハローワーク】
◆面接会開催の広報
◆企業・求職者への参加勧奨
◆求職者に対する事前マッチ
ングの推進

【効果】

◆管内の１自治体当たり年間２回ずつ、合計６回開催。（３自治体）
◆１回当たり求人企業平均８社、求職者１２０名程度が参加。
◆参加企業から企業概要・求人内容説明を５分程度行った後、各企業
ブースに分かれて個別面接を実施。



求職者と県内企業をマッチング、『就職面接会』を実施！

＜静岡県コメント＞
地域企業への関心を高め、雇用のミスマッチ

の解消に向け、就職面接会は、一定の役割を
果たしている。求職者の早期就職、県内企業
の人員確保につながるよう、関係機関と連携
し、求職者・求人者の支援をしていきたい。

＜労働局コメント＞
県、労働局・ハローワークで協力して実施

することでお互いの強みを活かしながら効果
的な就職面接会の実現につながっている。今
後も多くのマッチング実現に向け、また求職
者、求人者にとって有意義な面接会となるよ
う関係機関で協力して開催していきたい。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

≪照会先≫ 静岡労働局職業安定部職業安定課 （ＴＥＬ：０５４-271-9950） （http://shizuoka-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/)

【静岡県】 【静岡労働局ハローワーク】

【実施概要】

【役割分担】

◆ 学生（既卒3年以内を含む）向け面接会により２２８人が就職
（7月、8月、10月、12月開催分）

◆ 一般求職者向け面接会により３２人が就職（5月、9月開催分）

【労働局・ハローワーク】
◆ハローワークによる周知
◆参加企業の取りまとめ、連絡
◆会場案内看板、企業看板等準備
◆終了後、内定状況の取りまとめ

【効果】

★就職面接会 ：企業の実施担当者と求職者による面接会（選考・会社説明ブース）
★就職応援セミナー：会場内で面接会直前に、キャリアカウンセラーによる面接の心構えや

コツをアドバイスするセミナーを実施
★企業ＰＲタイム ：参加企業のプレゼンテーション方式によるＰＲを実施（10社程度）
★リクエスト制度 ：参加求職者の自己ＰＲシートを見た企業からのリクエスト（面接申込）

制度
★相談コーナー ：ハローワーク職員やジョブカフェ職員による職業相談

県内の雇用環境は改善傾向にあるものの、学生等の就職環境や正社員
雇用は依然として厳しい状況にある。
学生等（既卒3年以内を含む）や一般求職者を対象とした面接会を開催

することにより、求職者の就職促進と県内企業の人材確保を支援する。

【静岡県】
◆会場の確保、設営
◆県広報誌・HP・メール配信・
ラジオ等による広報

◆配布資料の準備
◆アンケート集計、参加者集計



地域の中核産業の人材確保のため、共同事業として就職フェアを実施

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

≪照会先≫ 愛知労働局職業安定部職業安定課 （ＴＥＬ：052-219-5505）（http://aichi‐roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp)

【愛知県瀬戸市】【尾張旭市】 【愛知労働局ハローワーク瀬戸】

【実施概要】

【役割分担】

瀬戸公共職業安定所・雇用対策協議会・瀬戸市・尾張旭市・商工会議
所・商工会・愛知新卒応援ハローワークとの連携により、新規学卒者を主
な対象者として管内企業との面接会を年１回程度実施（平成２５年度は３
回実施、平成８年より地域関係団体と連携し継続実施）。

平成25年度（計２回）の実績
◆参加企業数 53 ◆求人延べ件数 835件
◆来場者数 307人（うち学生116人） ◆内定者数 25人（うち学生6人）

※新規学卒者の地元就労にはその効果と期待が高く、地方自治体や企業からも複数回の開催を切望されている

【瀬戸市・尾張旭市】
広報による周知・設営協力
当日運営協力

【雇用対策協議会】
費用負担・事務局・設営協
力・当日運営協力

【ハローワーク】
企画運営全般・参加企業募

集・求人一覧作成・大学・近隣
施設への広報・設営・当日運
営・集計

【効果】

地場産業である窯業は、陶磁器からセラミック精密部品製造へと業態
変更しており、より高度な技術が要求されるため、優秀な人材の確保は
管内中小企業におって最も重要な課題である。そこで、地域の技術力の
高い中小企業が、優秀な人材を確保する機会を提供することで、地元企業
への就職を希望する求職者とのマッチング効果を高める。

＜労働局コメント＞
地場産業である窯業を含め、地元企業の

若年労働力の確保のために自治体と連携を
深め、継続的な就職支援を実施しており、
自治体、企業、学生を含む求職者からの期待
も高い。



地域の中核産業の人材確保のため「合同就職面接会」と
多様なニーズに対応する「相談会」を実施

＜泉佐野市コメント＞
昨年度は、１０６名の参加があり、

その内、１４名の方が就職決定した。
就労困難者等に対し、今後も継続し

た支援を実施していきたい。

＜労働局コメント＞
就職困難者等に対し、市・府・ＨＷ

その他関係機関が連携を強化し、それ
ぞれの特性を活かした取組を一堂に会
して行うことにより、より効果が高ま
ると考えております。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

≪照会先≫ 大阪労働局職業安定部職業安定課 ・・・・・・・・・・（ＴＥＬ：０６－４７９０－６３００)

【大阪府泉佐野市】 【大阪府】 【大阪労働局ハローワーク泉佐野】

【実施概要】

【役割分担】

泉佐野市、泉佐野商工会議所、大阪府、ハローワーク泉佐野が協力して、地域において、中高
年齢者等をはじめとした求職者の多様な雇用・就労ニーズに対応するため、地域労働ネットワー
クを活用して、合同就職面接会と各種相談会を同時開催することにより、求職者の雇用就労促進
を図る。

◆来場者数１０６名 企業数１８社 面接者数４７名（延数）採用者数１４名
◆各就労相談等１３名
◆職業適性診断１６名 就活セミナー１１名 面接速成講座１２名

【泉佐野市、大阪府、他】
◆就労相談（就職困難者等、障害者、
若年者、中高年齢者）

◆職業適性診断
◆女性のための生活相談
◆シルバー人材センター相談
◆雇用保険・社会保険相談
◆求職者向けセミナーの実施
◆周知・広報（市報、商工会議所報、
市ホームページなど）

【国】
◆就職面接会の開催
◆求人検索パソコンによる求人情
報の提供

◆周知・広報（ハローワーク所内
掲示、窓口での誘導など）

【効果】

就労相談（就職困難者等、障害者、若年者、中高年齢者）、職業適性診断、女性の
ための生活相談、シルバー人材センター相談、雇用保険・社会保険相談、求職者向け
セミナー、周知・広報、就職面接会、求人検索パソコンによる求人情報の提供 等



「2014茨木市就労支援フェア 合同就職面接会」
～在職者・大学生も参加可能な大阪府内初の夕方開催～

＜茨木市コメント＞
ハローワーク・商工会議所・市が

役割分担し各々の強みを活かすこと
により、効率的な運営・効果的な就
労支援を実施することができました。

＜ハローワークコメント＞
夕方開催のおかげで、大学生や、

在職者の方にも参加していただくこ
とができました。今後も連携を強化
し、地元を盛り上げる取組を展開し
ていきたいと思います。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

≪照会先≫ 大阪労働局職業安定部職業安定課 （ＴＥＬ：０６－４７９０－６３００）

【大阪府茨木市】 【大阪労働局ハローワーク茨木】

【実施概要】

【役割分担】

◆ 参加者 １３７名（うち大学在学中１８名）
面接件数 １３３件 就職１１件

◆ 地方自治体、商工会議所が持つ幅広い広報媒体を用いて、効果的な
周知広報を実施

◆ 若年者に地元企業をあっ旋することで、地元活性化を図っていくこ
とができたと思われる。

【茨木市等】
◆会場手配、準備等
◆周知広報
◆就労相談 等

【国】
◆求人受理
◆職業相談、職業紹介
◆周知広報

【効果】

・合同就職面接会（１６時～１９時）
・中高年齢者就労相談
・若年者就労相談
・就職支援セミナー
（人事担当者が面接で見ているポイント）

茨木市、茨木商工会議所との連携により、求職
者の再就職促進を図るとともに、地域における
事業所の求人充足を図る



県内各地や東京で、学生等に和歌山の企業との出会いの場を提供

＜和歌山県コメント＞
県外大学への進学率が高い本県にお

いて、ＵＩターン就職の促進と優秀な
人材確保による県内企業の活性化を連
携して進めていきたい。

＜労働局コメント＞
県外大学進学者等に、新卒応援

ハローワークの周知・利用促進を図り、
本県の求人情報や企業情報を幅広く発
信していきたい。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

≪照会先≫ 和歌山労働局職業安定部職業安定課 （ＴＥＬ：073-488-1160）

【和歌山県】 【和歌山労働局】

【実施概要】

【役割分担】

和歌山の中小企業の人材確保と、ＵＩターン就職の促進

平成２５年度実績
採用者数 １４９人

【和歌山県】学生等へのＰＲ 【労働局】企業への参加の働き
かけ一般求職者へのＰＲ

【効果】

◆首都圏在住の学生等に和歌山の企業の魅力をＰＲする合同企業
説明会の開催【東京・1回】

◆和歌山へのＵＩターン就職を希望する新規学卒予定者及び一般
求職者を対象とした合同企業面談会の開催【県内各地・7回】

◆県出身学生（親元）へ、合同企
業面談会スケジュールのＤＭを
送付

◆大学を通じた県出身学生への周知

◆参加企業の確保と求人開拓

◆東京労働局への協力依頼

東京開催の就職フェアの風景

◆ホームページでの周知

◆ハローワークを通じた一般求職者
へのＰＲ

参加企業32１社、参加者898人、求人1,８４８件



県と労働局の共同事業による「求人開拓強化月間」の実施

＜鳥取県コメント＞
県と労働局による求人開拓の共同実施

を通じて、数値目標を掲げて集中的に活
動を行い、目標を大きく上回る求人数を
確保した。

＜労働局コメント＞
県知事の初めてとなる企業訪問による

求人開拓、労働局長との直接要請等、県
と共同実施により、雇用拡大に関する経
済団体や企業の理解が一層深まるととも
に、職員の意識もさらに高まった。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

≪照会先≫ 鳥取労働局職業安定部職業安定課 （ＴＥＬ：0857-29-1707）

【鳥取県】 【鳥取労働局・ハローワーク】

【実施概要】

【役割分担】

県内の雇用情勢は、大手企業の大量離職事案が発生したこと等に
より、厳しい状況が続いており、求人の総量確保が喫緊の課題。

◆ 県と労働局の共同実施により、企業側の理解が一層進んだ。
◆ 訪問件数 2,470社（達成率154.4％）
◆ 求人確保数 2,322人

一般求人1,797人（達成率179.7％）＋ 学卒求人 525人

【鳥取県】
◆県幹部による企業訪問
（目標：50社⇒実績：5６社）

◆雇用創造協議会による企業訪問
（目標：300社⇒実績：379社）

【労働局・ハローワーク】
◆労働局幹部による企業訪問
（目標：50社⇒実績：52社）
◆ハローワークによる企業訪問
（目標1,200社⇒実績1,983社）

【効果】

鳥取県と鳥取労働局が共同し、平成25年4月を「求人開拓強化月間」
として設定、企業への求人開拓に取り組み、有効求人倍率を全国平
均以上とする。

【目標】訪問企業から1,000人の求人を確保
● 知事・労働局長による経済団体要請、企業訪問
● 鳥取県・鳥取労働局幹部等による企業訪問



地元企業の雇用促進・就職困難者等就労支援のため一体的実施
事業として就職面接会を実施

＜瀬戸内市コメント＞
瀬戸内市に居住する就職困難者や若年

者、子育て女性等のための就職促進に効
果がみられる取組として、今後もハロー
ワークと連携して実施していきたい。

＜労働局コメント＞
仕事探しをしている方に、地元企業の

状況を知ってもらうよい機会となった。
今後も市と協力して開催したい。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

≪照会先≫ 岡山労働局職業安定部職業安定課（ＴＥＬ：０８６－８０１－５１０３）（http:// okayama-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/) 

【岡山県瀬戸内市】 【ハローワーク西大寺／ジョブスポットせとうち（一体的実施施設）】

【実施概要】

【役割分担】

瀬戸内市に居住する就職困難者や若年者、子育て女性等の就職促進
を図るため、瀬戸内市保健福祉部及びハローワーク西大寺が連携して
就職面接会を開催。
瀬戸内市に居住する求職者が、様々な地元企業の人事担当者に直接

話を聞くことにより、求められる人材・求める仕事を具体的に理解し
仕事選びに役立てる。

◆参加事業所：5社 求職者：12名 支援学校教諭：1名
関係団体：2名が参加 就職決定：１名

◆参加事業所より次回開催を期待する声を頂いた。

【効果】

日時：平成25年12月6日 13時30分～15時30分
場所：瀬戸内市保健福祉センター ゆめトピア長船
主催：西大寺公共職業安定所/ジョブスポットせとうち、瀬戸内市

【瀬戸内市】
◆会場の確保
◆面接会周知・広報
◆求職者受付
◆福祉相談コーナー

【ハローワーク】
◆参加事業所選定
◆求人情報一覧作成
◆周知用ポスター・リーフレット作成
◆求職者への周知・広報
◆仕事相談コーナー



地域産業の人材確保のため、就職ガイダンスを共同開催

＜東広島市コメント＞
ハローワークと一体的に事業を

行うことで一定の効果をあげており、
今後も協力して事業を推進して
いきたい。

＜労働局コメント＞
今後とも地方自治体と密接な連

携をとりつつ、雇用対策が充実する
よう積極的に支援していきたい。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

≪照会先≫ 広島労働局職業安定部職業安定課（ＴＥＬ：０８２－５０２－７８３１） http://hiroshima-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp

【広島県東広島市】 【広島労働局ハローワーク広島西条】

【実施概要】

【役割分担】

雇用の安定を図り、市内産業を活性化するための施策を推進し、
市内産業の振興に寄与する。

◆就職ガイダンスの開催により、平成24年度において55名が
採用された。

◆ガイダンス参加事業所や求職者からは、同時に複数の事業所
や求職者との面談が行え、効果的であると好評である。

【東広島市】
◆ダイレクトメール、広報誌
による事業所への周知

◆会場予約及び設営、東広島
商工連絡協議会との調整

【ハローワーク】
◆求職者への周知
◆就職ガイダンス参加事業所
の要請及び求人の確保

◆関係機関との調整

【効果】

◆一般求職者、新規学校卒業者、障害者等を対象とした就職ガイ
ダンスの開催。
◆事業所と高等学校進路指導担当教諭との情報交換会の開催。
◆企業ガイドの発行、配布。など



若者の地元定着と事業所の人材確保支援を図るため、
就職相談・面接会を共同実施

＜三次市コメント＞
地域の基幹的な労働力の需給調整機関

であるハローワークに期待し、連携を深
めてまいりたい。

＜労働局コメント＞
国と地方自治体が一体的に取り組むこ

とにより、幅広く求職者に面接を周知で
きた。

若者の地元定着と地域企業の人材確保
のため、今後とも地方自治体と密接な連
携をとりつつ、雇用対策が充実するよう
積極的に支援していきたい。

≪照会先≫ 広島労働局職業安定部職業安定課 ・・・・・・・・０８２－５０２－７８３１ http://hiroshima-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp

【広島県三次市】 【広島労働局三次ハローワーク】

【実施概要】

【役割分担】

三次市における産業界が必要とする人材を確保するため、三次市内への就職を
希望する方に職業選択の機会を提供するとともに、若者の地元定着と市内事業所
の人材確保支援を図る

◆ 三次市雇用労働対策協議会会員企業を中心に、一度に複数の事業所の会社説明や
面接を受けることができ、労働力の地元定着を促進することができた（平成25年度
は55人の求職者が参加し、15件の就職が決定した。）。

◆ 国と地方自治体が連携し雇用対策に取り組む姿勢を事業所にアピールすること
ができる。

【三次市】
◆リーフレット、ポスターの作成及び
新聞折り込み、関係機関への配布

◆県内大学、市内高校への訪問周知
◆三次市雇用労働対策協議会、商工会
との連携、調整

◆会場予約及び設営 など

【国】

◆求職者への周知

◆就職ガイダンス参加事業所の要請

及び求人の確保

◆関係機関との調整

◆職業相談ブースの開設及び相談

【効果】

◆ 一般求職者、新規学校卒業予定者（中学・高校生を除く）、 既卒者を対象とした
就職ガイダンスの開催。

◆ ハローワーク、高等技術専門校、三次市担当者による就職相談を実施。
◆ 「みよし就活ニュース（※）」、企業ガイドの発行、配布 など
※三次市雇用対策協議会が発行し、面接会に合わせて年１回発行。

⇒帰省中の方も参加できるよう就職相談・面接会を８月に開催。

【趣 旨】

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例



柳井市雇用創造協議会が実施する
実践型地域雇用創造事業におけるハローワーク柳井との連携

＜柳井市コメント＞
ハローワークとの良好な関係が地域

の企業及び求職者の方にとって非常に
重要であり、効果的であると認識した。

＜労働局コメント＞
柳井市の事業を支援することにより、

波及効果として多くの求人を確保する
ことができ、地域の労働市場の改善に
つながった。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【目 的】

≪照会先≫ 山口労働局職業安定部職業安定課（ＴＥＬ：０８３－９９５－０３８０）
（ＨＰ：http://yamaguchi-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/)

【山口県柳井市】 【山口労働局ハローワーク柳井】

【実施概要】

実践型地域雇用創造事業における人材育成メニュー及び就職促進
メニューの効果的実施

◆ 効果的な人材育成
就職意欲の高い求職者が受講することにより、効果的に地域
が求める人材育成を行うことができた。

◆ アウトカム指標
事業初年度における就職目標数45人に対して、150人の就職
を達成することができた。

◆ 波及効果
地域の求人の掘起こしにつながり、平成25年9月の求人倍率
が1.33倍で県内トップとなった。

【効果】

◆ 各種セミナー受講者募集にあたり、ハローワーク窓口において求職者
への積極的な周知及び受講勧奨を行った。

◆ 求人開拓のため、ハローワーク職員が市職員と共に管内事業所３０
０社を訪問した。

（柳井市長と所長による求人開拓のための事業所訪問）



県内企業に若者等の雇用確保、女性の活躍促進を要請

＜山口県コメント＞
県と労働局をはじめ、関係機関が連携

することより、各機関の強みを活かした
要請活動となり、より多くの成果をあげ
ることができた。

＜労働局コメント＞
各種雇用対策については、地方自治体

と労働局・ハローワークが密接に連携し
て取り組むこととしており、引き続き効
果的な取り組みを展開していきたい。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

≪照会先≫ 山口労働局職業安定部職業安定課 （ＴＥＬ：083-995-0380）（http:/yamaguchi-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp)

【山口県・県教育委員会】【県内各市】 【山口労働局・ハローワーク】

【実施概要】

【役割分担】

若者、企業整備による離職者、高年齢者、障
害者等の雇用確保及び女性の活躍促進を図る。

◆ 平成２５年７月末現在の高卒求人数は対前年比２５％増となり、
多くの企業から求人票の早期提出について理解が得られた。

◆ 平成２５年９月末現在の就職内定率は、59.3％（全国４位）と
なり、平成26年3月末現在の就職内定率は、９９．４％と過去最高
となった。

【山口県】
◆訪問日程の調整
◆要請文書の発送（2,500社）

【各市】
◆訪問日程の調整

【労働局・ハローワーク】
◆雇用情勢、求人等の情報
提供

◆要請文書の共同作成

【効果】

山口県知事と県教育長と労働局長が経済団体及
び県内主要企業200社以上を、また、各市長と
ハローワーク所長が地元企業100社以上を訪問
し、積極的な取り組みを要請した。

経済団体を訪問



地域企業の人材確保及び地元就職希望者の雇用促進のため合同就職面接会を実施

＜長門市コメント＞
小規模事業者が大半を占める本

市で就職面接会が開催されること
は初めてであった。今後も労働
局・県と協力して雇用情勢の改善
を図りたい。

＜労働局コメント＞
離職者対策として局も全面的に

応援体制を取ったが、今後も県や
市と連携して引続き当地域の雇用
対策に力を入れていきたい。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

≪照会先≫ 山口労働局職業安定部職業安定課・（ＴＥＬ：083-995-0380）（ http:/yamaguchi-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp ）

【山口県】【長門市】 【山口労働局ハローワーク萩・ハローワーク長門】

【実施概要】

【役割分担】

雇用機会の少ない長門地域において、主要産業の観光・
水産関連の企業閉鎖が続き雇用情勢が悪化したことから、
地域の雇用改善を図るために合同就職面接会を開催

◆ 就業場所が主として長門地域の企業31社が参加し、長門市
内在住の者を中心に54名の求職者が出席した。

◆ 山口県や関係機関との連携により訓練や福祉などの各種支援
コーナーを設けて、求職者の相談に応じた。

◆ 面接会を契機に閉鎖企業の離職者の再就職は６割程度まで進
んだ。

【長門市】
◆面接会の広報
◆面接会場の確保・設営
◆市の各種助成制度の周知
及び相談(企業・求職者)

【労働局・ハローワーク】
◆参加企業の開拓・案内
◆求職者への周知・案内
◆求人情報等資料の作成
◆周知用ポスター等の作成

【効果】

・日時：平成26年3月13日(木)13時30分～15時30分
・会場：長門市「ルネッサながと」メインアリーナ
・主催：ハローワーク萩・長門、山口県、長門市

【山口県】
◆面接会の広報
◆キャリア・コンサルティ
ングの実施
◆福祉・農林漁業関連情報
の提供



若年者に対する就職支援及び事業所への労働力確保対策として、
若年者を対象とした合同就職面接会を実施（ハローワーク丸亀・坂出・観音寺合同）

＜労働局コメント＞
今後、自治体主催として開催を計画

している合同就職面接会（開催実績
はない）への協力依頼があるなど連
携体制が強化された。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

≪照会先≫ 香川労働局職業安定部職業安定課職業紹介係 ・・・・・・・・・・（ＴＥＬ：０８７－８１１－８９２２）

【香川県丸亀市他】 【香川労働局ハローワーク丸亀】

【実施概要】

【役割分担】

合同就職面接会開催にあたって、求職者への周知を図るため、
自治体の「広報誌」「ホームページ」による周知、チラシ・ポスター
の設置、事業の「後援」名義使用を依頼した。

ハローワークの周知及び自治体の広報誌、ホームページによる
周知により、合同就職面接会の参加求職者数は８７人、就職者数
は７人（うち既卒者２人、中途採用５人）となった。

【丸亀市他４市５町】
◆「広報誌」への記事掲載
◆「チラシ、ポスター」の設置
◆「ホームページ」への記事掲載
◆「後援」名義使用承認

【ハローワーク】
◆参加企業確保(60社)
◆チラシ、ポスター等への
「後援」名義記載など

【効果】

ハローワーク3所管内の全自治体５市、５町から「広報誌」への
開催告知記事の掲載、チラシ・ポスターの設置及び「後援」名義使
用承認に協力いただいた。また、丸亀市においてはホームページ上
での周知にも協力をいただいた。



造船業での人材確保のため、共同事業として職場見学会を実施

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

≪照会先≫ 長崎労働局職業安定部 （ＴＥＬ：095-801-0040）（http://nagasaki-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp)

【長崎県】 【長崎労働局ハローワーク長崎】

【実施概要】

【役割分担】

県の基幹産業である造船業においては、グローバル化に対応
した事業戦略が求められており、従来型造船から高付加価値船
に特化した造船への展開を図る必要がある。
このため県の産業政策と連携した雇用創造策や人材育成を行い、

地域に安定的で良質な雇用を生み出す。

ハローワークでの求職者への周知や集合場所をハローワーク内
にするなど、県と一体となり開催した結果、４回の開催で６０名
の参加があり、うち３名は造船業での就職が決定。

【長崎県】
◆見学企業の開拓
◆見学会全体の運営管理
◆参加者の把握

【ハローワーク】
◆地域求職者への周知

（リーフレット配布、所内放送の
実施、雇用保険受給者説明会での
周知）

【効果】

戦略産業雇用創造プロジェクトに基づく造船業の職場見学会を、
県と国が共同で実施。

＜長崎県コメント＞
国との連携で県南地区３回、県北
地区１回開催。求職者が造船関連
企業の仕事内容を理解し、就職促
進に繋げたい。引き続き実施予定。

＜労働局コメント＞
県と労働局が緊密に連携した共同
事業を行うことにより、地域での
雇用対策が効果的に推進されるも
のと期待しております。



６ 若年者の就労支援関係 



青森市とハローワーク青森が連携した就職支援対策

＜青森市コメント＞
若年者の就職促進に向けた取組をハ

ローワークと連携して進めることにより、
地域が一体となった質の高い雇用対策を
実施できることから、今後も密接に協力
し共催事業の取組の充実を図りたい。

＜労働局コメント＞
「最近の若者は」というように若年者

に対する逆風が吹く中、少子高齢化の下
で地元就職のために精一杯奮闘している
生徒の希望を実現するためには、地方自
治体が地元企業に働きかけることが重要
であり、継続して実施していきたい。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

≪照会先≫ 青森労働局職業安定部職業安定課（ＴＥＬ：０１７－７２１－２０００） HPアドレス http：//aomori-roudoukyoku.jsite.mhllw.go.jp

【青森県青森市】 【青森労働局ハローワーク青森】

【実施概要】

【役割分担】

高校新卒者に対して、「基本的なマナーの取得ができていない」、「採用
しても早期に離職してしまう」等のイメージが求人事業主に浸透しているも
のの、熱心に地元就職を希望している生徒がいることを市長との座談会でア
ピールし、求人の確保を図る。

◆ 市長との座談会がマスコミに取り上げられ、生徒の地元志向が広
く周知されたことから、地元企業に対する求人提出のアピールと
なった。（地元紙や地元テレビで放映）

◆ 生徒の就職に対する意識や進路指導者の意欲の向上が図られた。

【青森市】
◆高校生と市長の座談会の運営
◆企業説明会、面談会の共催
◆求人拡大要請活動の実施
◆基金事業を活用した雇用促進事
業の実施

【ハローワーク】
◆高校の進路指導担当者との連絡
調整

◆就職支援セミナーの運営
◆市の事業の事業主への周知及び
求人確保

【効果】

市長との座談会の取組を契機として、平成22年度から市長・市議会議長・
ハローワーク所長の三者連名での経済団体に対する求人拡大要請、基金事業を
活用した雇用促進事業（「元気な青森・正規雇用拡大支援事業」）の創設、
高校２年生に対する就職支援セミナー等を行った。



ジョブカフェ、サポステ、ハローワークによるチーム支援の実施

＜青森県コメント＞
チーム支援では、一体的運営の

メリットを最大限に活かし、カウンセ
リングから全国ネットワークによる職業
紹介まで、集中・一貫したサービスを提
供している。今後も密接に協力し充実を
図りたい。

＜労働局コメント＞
高い就職率を維持しており、チーム

支援による取組は評価でき、今後もこの
取組を進めていく。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

≪照会先≫ 青森労働局職業安定部職業安定課（ＴＥＬ：０１７－７２１－２０００） （HPアドレス http：//aomori-roudoukyoku.jsite.mhllw.go.jp ）

【青森県】 【青森労働局ハローワーク青森】

【実施概要】

【役割分担】

３施設の強みを活かした就職支援により若年者の就職促進をめざす。

チーム支援対象者の就職率５０%以上の目標に対し、
２６年１月末現在で就職率７２．９％（４３人就職）

【ジョブカフェ】
◆職業適性・興味診断
◆就職支援セミナー
◆キャリアカウンセリング（自己理解支援、面
接支援、応募書類作成支援、ビジネスマナー支援）

【ハローワーク】
求人情報提供、職業相談・紹介、職業訓練相談・受講指示、求人開拓

【効果】

３施設で構成する支援チームがチーム支援を行うことにより
就職に結びつくと考えられる下記の方に対して、個別の支援計画
に基づく集中的な就職支援を行う。

①学卒未就職者 ②非正規雇用労働者（不本意就業者）
③就職への意欲が高いのに失業期間が長い方（概ね１年以上）
④高校中退者
⑤上記のほか、相談者の個々の状況を勘案し、チーム支援が有効と考えられる方

【サポステ】
◆臨床心理士によるカウンセ
リング



就業支援員とジョブサポーターが連携し高校生の就職及び職場定着を支援
～役割分担の明確化、確実な連携により効果的な支援を目指す～

＜盛岡広域振興局のコメント＞
連携して支援することで情報共有を図ることができ、

また学校の支援も円滑に進められる。

＜労働局コメント＞
役割分担をしながら各機関へアプローチすることで、

きめ細かな支援が可能となった。役割分担を明確にで
きたのは、雇用対策協定を締結したことによるものが
大きいと考える。
当該取組は、独自で定着支援を実施していない高校
を卒業した就職者に対する効果が期待されるので、今
後も実施していきたい。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【目的】

≪照会先≫ 岩手労働局職業安定部職業安定課（019-604-3004）(HP://iwate-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp)

【岩手県盛岡広域振興局】 【岩手労働局ハローワーク盛岡】

【実施概要】

【役割分担】

将来の岩手を担う人材の確保のため、雇用対策協定の取組として新規高卒就職者の就職・定着支援を実施。
高卒就職者の支援は様々な関係者がいるため、県と国が役割分担をしながら要望を収集し、そのうえで関係者と情

報共有することで、質の高い高卒就職者の就職・定着支援を実現することを目指す。

（平成27年度）
定着支援：72人
※訪問できない事業所へはアンケートにより状況を把握。

【効果】

◆対象者：学校紹介又はハローワーク紹介により就職が決まった新規高卒就職者を対象。

◆要望収集：県⇒事業所の高校に対する要望等を収集（聞き取り等により「業務に必要な人材」や「実習受入れ」等の内容を把握）
国⇒新卒就職者及び進路指導教諭から収集（定着指導等により「就職先の職場環境」や「雇用管理の状況」を把握）

集めた情報は進路指導担当者・事業所に提供。次年度の進路指導・採用活動に役立ててもらう。

◆事業所訪問：県の就業支援員と国のジョブサポーターが共同で事業所訪問を実施（国と県が共同で訪問することで事業所に
対し「本気度」が伝わる） ※原則全ての管内就職者を対象に事業所訪問を実施。

◆好事例の把握：国が①新卒就職者への研修事例、②職場定着のための取組事例、③職場環境づくりの状況等を収集し、求人
事業所に提供。雇用管理改善資料として活用してもらう。

◆事業のフォローアップ：高校との連絡会議・学校訪問時に、進路指導担当教諭から当該事業についてヒアリングを実施。
また、雇用対策協定の運営協議会においても事業内容についてPDCA管理。事業の質の向上を図る。

【岩手県盛岡広域振興局】
◆連携して訪問する事業所の選定
◆高校へのフィードバック

【ハローワーク】
◆訪問事業所の選定・連絡
◆事業所指導
◆就職者へのアンケートの実施
◆好事例の収集



新規大学等卒業予定者の地元就職を促進するため、
「オールやまがた学生就職面接会」を共同開催

＜山形県のコメント＞
労働局（ハローワーク）と連携する

ことで学生の多様なニーズに応じた
効果的なマッチングが可能となった。

＜労働局コメント＞
◆新規求人の掘り起こしにつながった。
◆学生に対する案内が効果的である。
◆県外へ進学した学生の参加を多数得ら
れた。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

≪照会先≫ 山形労働局職業安定部職業安定課・・・・・・・（℡ 023(626)6109）（HP: http://yamagata-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/)

【山形県】 【山形労働局・ハローワーク】

【実施概要】

【役割分担】

大学生の中央大手企業志向が高まっている中で、地元への就職
を希望する学生や長期にわたって就職活動を継続する学生を支
援するとともに、地域の魅力ある企業とマッチングを図る。

◆ 企業訪問ツアー
企業 ２１社（製造業コース・サービス系コース） 学生 ４９人

【山形県】
◆地元の高校を卒業し進学した子を持つ
保護者に案内文を送付
◆求人企業情報の収集及びハローワーク
への提供
◆面接会の運営

【労働局・ハローワーク】
◆求人開拓(若者応援企業の募集含む)

◆大学等への周知(県外大学含む)

◆面接会の運営(職業相談コーナーの設置)

【効果】

◆ 県内各ハローワークすべての地域から求人企業を募集し、県内
４ブロック毎に個別ブースを配置して個別面談を実施

◆ 面接会の前日に企業訪問ツアー（バスツアー）を実施し、面接
会参加企業の仕事の内容を事前に知る機会を付与

◆ 就職面接会
企業 １１２社 求人数 ６９４人 学生 ４００人 内定者 ７６人



県南地域の若年労働力確保のため、企業展示説明会を共同開催

＜白河市コメント＞
自分たちの住んでいる地域の企業を

知ることで、将来の選択肢の一助とする
とともにものづくりの大切さを再認識し
てもらう場として、今後とも若年者雇用
の新規開拓・創出に努めていきたい。

＜労働局コメント＞
白河市との連携により、企業間の交流

の場に、雇用促進に向けた要素を取り入
れることで、高校生に対して、地元企業
の事業及び仕事内容の理解促進の場を提供
でき、大変有意義な取組みとなっている。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

≪照会先≫ 福島労働局職業安定部職業安定課 （TEL024-529-5338）（HP http://fukushima-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/)

【福島県白河市】 【福島労働局ハローワーク白河】

【実施概要】

【役割分担】

県南地域での人材確保支援として、生徒に向けた地元企業のＰＲや製品・
商品展示等を行うことで、企業の理解促進及び就職に対する意識向上を図り、
地元での就職を促進する。
併せて、参加企業からの求人確保に繋げることを目的とする。

◆ 管内受理求人数１５０人増加
（Ｈ２５年度５５８人（H26.1月現在）、Ｈ２４年度４０８人）

◆ 県内就職内定者数１４人増加
（Ｈ２５年度２８８人、Ｈ２４年度２７４人）

【白河市】
①説明会の運営・準備（会場
手配、ブース設置等含む）
②企業への開催案内・参加
勧奨

【効果】

◆開催内容 企業間の交流の場であったイベントを拡充し、企業
から高校生へのプレゼンテーション、企業ブース
ごとの製品・資料等の見学を実施。

◆開催日 平成２４年１１月１３日（火）
◆開催場所 白河市立図書館地域交流会議室
◆参加企業 ３１社
◆参加生徒 ２６０人（高校１，２年生）
＊Ｈ２５年度は、平成２６年２月２５日・２６日開催予定であったが大雪の影響により中止
（Ｈ２６年度の早い時期に振替開催予定）

【ハローワーク】
①高校との連絡・調整
②高校経由による生徒への
参加勧奨



若者応援企業、茨城県表彰企業を中心とした
「がんばっぺ！茨城」企業説明会＆就職面接会を開催

＜茨城県コメント＞
若者の採用に積極的な若者応援企

業などに多く参加してもらうことに
より、未内定者や卒業予定者への効
果的な就職支援ができた。

＜労働局コメント＞
今回で３回目の開催であったが、

各自治体との連携が功を奏し、多数
の学生の参加があった。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

≪照会先≫ 茨城労働局職業安定部職業安定課・・・・・・・ （ＴＥＬ：０２９－２２４－６２１８）

【茨城県】 【水戸市】 【土浦市】 【茨城労働局】

【実施概要】

【役割分担】

若者応援企業及び茨城県表彰企業等と学生とのマッチング促進、卒業
を直前に控えている未内定者の就職支援として実施。

◆ 本面接会により、ハローワークへ７１人分の新規の求人提出が
あった

◆ 面接会終了後１週間の時点で、５人の採用が決まる
（参加学生 １６７人）。

【茨城県】
◆開催に係る周知、広報
◆参加企業申込みサイトの制作、
運営 等

【ハローワーク】
◆全般的な企画、立案
◆参加企業との連絡、調整 等

【効果】

平成２７年３月大学等卒業予定者に対する企業説明会と、平成２６年
３月大学等卒業予定者（既卒者含む）を対象とした就職面接会を同時開催。
若者応援企業や、職場における男女共同参画・子育て支援等に取り組む企業
（くるみん認定企業や茨城県表彰企業）を中心に参加を募り実施。

【水戸市、土浦市】 ◆開催に係る周知、広報



地域の中小企業の人材確保のため、新卒対象の面接会を共同開催

＜笠間市コメント＞
従来応募者が少ない中小企業から

も求人の申込があり、複数の学生と
面接できる機会が増え、企業もメ
リットがあったと考えている。

＜労働局コメント＞
大規模な面接会では人材の確保が

困難な中小企業にとっては地元の企
業等を知ってもらえる機会ができて
良かった。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

≪照会先≫ 茨城労働局職業安定部職業安定課 （ＴＥＬ：０２９－２２４ー６２１８)

【茨城県笠間市】 【茨城労働局ハローワーク笠間】

【実施概要】

【役割分担】

地方の中小企業を知ってもらい、一人でも多くの学生に地元の
企業へ就職してもらうため実施

◆ 面接会により18名の新卒者の就職が決定
◆ 今回の面接会で管内企業からの求人が対前年比37.1％増加
◆ 管内の高等学校の就職率が対前年比4.8％の増加
◆ 地元企業から中小企業にとっては良い機会との声が上がった。

【笠間市】
◆会場の選定・打合せ
◆企業への周知案内
◆学校への周知案内
◆市広報・ＨＰ掲載

【ハローワーク】
◆企業への求人開拓
◆学校及び既卒者への参加勧奨
◆相談コーナーの設置
◆新卒応援ハローワークの広報

【効果】

◆企業１５社程度、学生70人規模で計画
◆対象は笠間市内の企業、笠間市内学校在学者及び笠間市外の在
学者（既卒3年以内含む）に参加勧奨を行った。
◆参加企業は15社、参加学生は51名（高校生30名・大学等21
名）で75件面接実施。



大学等と企業の情報交換の場として
「大学等と就職・採用担当者との交流会」を共同開催

＜茨城県コメント＞
産学官の連携強化が求められる中

で、茨城労働局と共催により交流会
を開催することで、相互理解を深め
ることができた。

＜労働局コメント＞
次回の開催に際しては、アンケート

にて頂いた意見を可能な限り取り入れ、
さらに良いものとしていきたい。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

≪照会先≫ 茨城労働局職業安定部職業安定課 （ＴＥＬ：０２９－２２４－６２１８）

【茨城県】 【茨城労働局】

【実施概要】

【役割分担】

昨今の学生の就職活動はインターネットを通じて行うことが主流で
あり、大学と企業の接点が少なくなっている。
そのため、大学と企業との情報交換の場を設けることにより相互理解

を深め、大学の就職指導担当者を通じて学生への地元企業への理解を促す
こと、企業の採用機会の拡大に資することを目的に実施。

◆ 大学等１５校、企業５６社の参加があった。
◆ アンケート結果より、企業側、大学等側とも「良い機会で
あった」との意見をいただいていることから、開催目的は
概ね達成できた。

【茨城県】
◆企業への周知、広報
◆交流会当日の会場設営 等

【労働局】
◆交流会全般の企画、立案
◆参加企業と参加大学の連絡、
調整 等

【効果】

司会者より参加企業の概要説明ののち、参加大学等からの就職状況等
についてプレゼンを実施。その後、企業が大学のブースを訪問する形態
で自由交流を行った。



若者と求人企業のマッチングのため、企業説明会を共同開催

＜神奈川県コメント＞
近距離でざっくばらんに話を聞くこと

が出来るため、より深い企業理解及び業
界・職種理解に繋がる。

＜労働局コメント＞
書類選考の求人が多い中、企業説明か

ら面接までワンストップで行える。また、
企業説明後の面接とあって、求職者はリ
ラックスして面接に望める。
求職者に対し、県と国がそれぞれ周知

することで、参加人数の拡大につながっ
ている。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

≪照会先≫ 神奈川労働局職業安定部職業安定課 （ＴＥＬ：０４５－６５０－２８００）

【神奈川県】 【神奈川労働局ハローワーク横浜】

【実施概要】

【役割分担】

就職活動中の若者と求人企業とのマッチングの場として企業説明会
を開催。求める人材・仕事内容・職場環境等を直接人事担当者から聞
くことができる。

◆平成25年度実績
・開催回数 33回
・参加人数 223人 ・面接参加者数 112人
・正社員就職者 19人

【神奈川県】（かながわ若年就職
支援センター）

◆求職者、参加企業への周知
◆説明会の実施（委託）

【ハローワーク】
◆求職者への周知
◆説明会当日の職業相談、職
業紹介

【効果】

若年者雇用に意欲的な企業（原則、毎回1社）の人事担当者が求職
者に対し、募集要項に加え、企業内の環境等についての説明を行った
後、横浜わかもの支援コーナー（ハローワーク）での職業相談を経て
希望者には職業紹介を行う（当日の面接も可能）。
参加企業の選定にあたっては、県の「かながわ若年就職支援セン

ター」が、求職者のニーズにあった企業の求人開拓を実施。



地元企業の人材確保のため「高校生ジョブツアー」を実施

＜小田原市コメント＞
高校在学時に地元企業を知ってもらう

ことは、将来の地域経済発展への布石で
ある。関係機関と連携して地元企業の人
材確保に努めてまいりたい。

＜労働局コメント＞
高校１年、２年生の早い時期に働く現

場を見ることにより、地元企業を知るこ
とに通じる。地方自治体と連携を図るこ
とで、地域に根ざしたキャリア教育が実
施できるため、今後とも推進していきた
い。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【目的】

≪照会先≫ 神奈川労働局職業安定部職業安定課 ・・・・・・・・・・（ＴＥＬ：０４５－６５０－２６４６）

【神奈川県小田原市】 【神奈川労働局ハローワーク小田原】

【実施概要】

【役割分担】

地元企業の人材確保として、地元に留まり地域経済の発展を担ってもらうきっ
かけとなるよう、地元高校生と地元企業が交流する機会を提供し、地元で働くこと
の意義を考えてもらうきっかけを提供する。
※ 高校生に働く現場と、年齢が近い学校の先輩たちが働いている姿を実際に見てもらうこと
により、仕事をより身近に感じてもらうことが可能。

※ 対象企業は、新規学卒者の採用やキャリア教育に理解がある企業を市と国で選定（高校生
の興味が高い「製造メーカー」、「金融機関」、「接客関係職種」等）。

◆ 平成2７年度は１８人参加（平成26年度は１６人参加）
◆ 先輩社員の声や働く姿を見て、「仕事」を肌で感じてもらうことができた。
◆ 地元企業をアピールすることができ、将来、地元で働いてほしいと
いうメッセージを発信することができた。

【効果】

・対象者：管内の高校１・2年生を対象に実施
・開催日：平成27年8月4日（火）
・見学企業：4社（地元商工会議所からも意見を伺いながら選定）
・セミナー：移動のバスの中で、ハローワークの学卒ジョブサポーターによる①

労働関係に関するクイズ形式によるセミナー、②訪問する企業の業界の豆
知識の説明、等を実施

・企業見学後：ハローワークの会議室で参加生徒と情報交換を行うとともに、ハ
ローワークの見学を実施。

【小田原市】
◆バスの提供
◆高校（生徒）への参加勧奨
◆当日の運営

【ハローワーク】
◆見学企業選定への情報提供
◆参加勧奨への協力
◆バス内でのセミナー
◆見学後の振り返り・意見交換

小田原３J事業
小田原市とハローワークは、「ジョブツアー」と、「ジョ

ブスタディ」（※１）の高校生就職支援事業を連携して
実施。また「ジョブシャドウ」（※２）の実施を協力。
※１ 高校１、２年生を対象に「働く」を知るセミナー、生徒と

企業の交流会を実施（ハローワークと市、地元商工会議
所の共同）。

※２ 高校１、２年生の生徒1人が企業の社員1人に数時間
「影」（シャドウ）となって「働く」ことを体験（企業による地
域貢献事業を市と後援）。



国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【新潟市】【新潟市雇用促進協議会】【新潟労働局下越地区ハローワーク】

新潟市とハローワークが連携した高校生の地元就職の促進
～「高卒求人団体要請」、「企業と高校教師の情報交換会」、「高校生応募前企業説明会」を実施～

＜労働局コメント＞
自治体の広報を活用した高卒求人の確保と、

新潟市、雇用促進協議会、ハローワークが一
体となって企画・運営を行うことで、多数の
高校生、地元企業から参加をいただいた。
高校生に対して地元企業と職業理解促進の

場を提供できる有意義な取り組みとなってお
り、地元就職の促進、職場定着の観点から効
果的で県内就職促進に貢献している。

【課題･目的】

【実施概要】

【役割分担】

高校生の地元企業理解、職業理解を促し、地元就職の促進を図るため
「高卒求人申込」の団体要請、「企業と高校教師の情報交換会」
及び「高校生応募前企業説明会」を開催。

高等学校長、新潟市長、ハローワーク所長が商工会議所会頭・商工
会長を訪問し、「高卒求人枠の確保」及び「早期の求人申込」を要請。
また、高校教師と企業人事担当者が採用計画数や就職希望動向など

の情報交換を行い、今後の就職指導の参考とするとともに、高校生が
応募前に企業から直接説明を受ける機会を提供し、職業理解の促進を
図る。

【新潟市】
【新潟市雇用促進協議会】
広報、会場設営・運営

【効果】
応募前企業説明会は71企業、1,296人の高校生が参加。
企業の人事担当者による直接説明により企業理解、職業理解
が深まり、管内企業への応募は全体の57%となっている。

≪照会先≫ 新潟労働局職業安定部職業安定課 ・・（℡025-288-3507）（http://niigata-hellowork.jsite.mhlw.go.jp)

【ハローワーク】
企画運営、企業及び高

等学校への参加要請



地域の中核産業の人材確保のため、新規学卒面接会を共同開催

＜福井県コメント＞
本県の産業・経済を担う若年人材

の確保およびＵターン希望者の県内
企業への就職促進に寄与している。

＜労働局コメント＞
県内企業の若年労働力の確保と県

内・県外大学生等への就職機会の確
保のための面接会として大規模に開
催することで、多くの企業と多くの
学生が参加し、就職にも大変寄与し
ている。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

≪照会先≫ 福井労働局職業安定部職業安定課 （ＴＥＬ：０７７６－２６－８６０９）（fukui.soudan@antei.mhlw.go.jp)

【福井県】 【福井労働局】

【実施概要】

【役割分担】

新規大学等卒業予定者の就職応募機会の確保と県内企業にお
ける若年労働力の確保を支援する。

◆ このイベントにより約９００人が参加し、その内約１５０
人が内定した。

◆ 参加者の35%を県外学生が占めており、県外へ進学してい
る大学生等に有効な就職活動の機会となっている。

【福井県】
◆学生へのダイレクトメール
◆Ｕターンバスの運行（東京、
名古屋、大阪、京都）

◆セミナー会場設営

【労働局】
◆参加事業所への周知等
◆県内大学等への周知
◆周知用リーフレットの配付

【効果】

大学等卒業予定者の採用を決定している企業約２２０社と就職
希望学生が一堂に会して面接を行う「ふくい雇用セミナー」を
開催し、就職の促進を図っている。



「郡上未来塾」で地元高校生を中心
とした若者の地元就職支援を実施！

＜参加企業のコメント＞
・生徒達が地元企業を知るのに効果的である。メモを
取り、真剣に話を聞く姿勢が良かった。
・企業と学校の距離が近くなった。

＜参加生徒のコメント＞
・地元にこんな企業があることを初めて知った。
・地域に関わる興味深い仕事だった。
・就職に希望が持てた。

＜労働局コメント＞
地元就職の促進のため、郡上市の働きかけによる地

元企業の協力を得ながら高校生に対する就職支援を連
携して実施していくことで、職業意識の形成や地元企
業への就職意識の形成につながる事業として期待して
います。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

≪照会先≫ 岐阜労働局職業安定部職業安定課・・・・・（☎058-245-1311）（ http://gifu-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/)

【岐阜県郡上市】 【岐阜労働局ハローワーク岐阜八幡】

【実施概要】

【役割分担】

「郡上未来塾」とは、郡上市、商工会及びハローワークが連携し、
郡上市雇用対策協議会の事業として高校と協議を行い、地元企業の協
力を得ながら地元の高校生を中心に地元就職に向けた支援、啓発活動
等を目的に活動している。

◆「郡上未来塾」を始めた平成１８年度当初は、４月～５月に就職意識の形成を促
進する目的が強かったが、関係機関や学校と事業内容を精査し、若年者の地元就
職を強化するため、地元企業のＰＲの強化、地元企業に就職された先輩方による
地元企業の紹介や地元企業の協力による模擬面接等を実施してきた結果、平成２
１年３月卒では地元就職者の割合が４４．８％の状況から平成２６年３月卒業者
の地元就職者の割合は６０．２％と大幅に増加した。

◆ 継続して開催することで学校の地元企業への就職意識の継承と生徒自身の就職
意識の向上に繋がっている。

【郡上市】
◆企業絞込み、選定
◆広報（ＴＶ、新聞
社）依頼、対応

【ハローワーク】
◆企業絞込み、選定
◆高校との連絡調整
◆アンケート集計

【効果】

管内の高校（２校）を対象に、地元企業の協力を得て、①高校内企業
説明会、②地元就職された先輩をパネラーに招いてのパネルディスカッ
ション等、③模擬面接（市、商工会、安定所が面接官として実施）等を実施。
また、管内の特別支援学校高等部については別内容にて年４回開催。

【商工会】
◆企業絞込み、選定
◆参加依頼
◆礼状送付



地元企業の高校内企業説明会を実施し、職業意識の向上を図る

＜恵那市コメント＞
企業が求める人材を知ることによって、

社会人になる自覚が生まれます。また、
業務内容を理解することにより、目標が
明確になり、残りの高校生活が有意義な

ものになるのではないでしょうか。

＜労働局コメント＞
市が持つ青少年への教育に積極的に取

り組む企業等の情報と労働分野に専門性
のあるハローワークが互いの情報を補完
し合うことで、高校生への好影響を与え
る企業を選択することが可能となった。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

≪照会先≫ 岐阜労働局職業安定部職業安定課 （058-245-1311）（HPアドレスhttp://gifu-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/)

【岐阜県恵那市】 【岐阜労働局ハローワーク恵那】

【実施概要】

【役割分担】

◆就職希望者40名が参加。
◆生徒からは、「今からできることを精一杯やりたい」「希望する
企業をもっと詳しく調べていきたい」等の感想が聞かれ、就職活動
への意識付けができた。

【恵那市】
◆市が持つ青少年への教育に積極的に取
り組んでいる企業情報を基に企業選定

◆高校の意見（多様な職種、前年度内定
状況等）を参考にして、説明会参加企
業の選定

【ハローワーク】
◆学生に対する相談
◆職業講話の実施（進路選択の方法等）
◆企業に対する説明会への参加依頼
◆高校との日程調整

【効果】

恵那市と岐阜労働局ハローワーク恵那、関係団体によって構成さ
れる恵那市雇用対策協議会の主催により、地元企業の担当者による
高校内企業説明会を実施。

自己分析や企業研究が不十分で内定を得られない高校生や職場定着
が難しくなっていた高校生が多くいたことから、新高校３年生（現高
校２年生）に対し、職業意識の向上及び就職活動へ理解を深めること
を目的とした高校内企業説明会を実施。



企業ガイダンスの実施により、高校生の職業意識の形成を図る

＜静岡市コメント＞
就職を希望する高校3年生を対象に、求人応

募が始まる前に、他業種の企業の説明を直接聞
いてもらう事により、就職への意識を高めさせ、
職業選択への広い視野と自身の可能性を見つけ
る足がかりにしてもらいたい。

＜参加企業コメント＞
沢山の生徒に向けて生のメッセージを発信で

きる場が、このガイダンスの特徴かなと感じま
す。業種や業界への理解が図られたと思います。

＜ハローワーク＞
静岡市とは合同で大学生等の面接会も開催し

ているので、今回も円滑にガイダンスを実施で
きた。今後も連携して地域の若年者雇用対策に
取り組んでいきたい。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

≪照会先≫ 静岡労働局職業安定部職業安定課 （☎０５４-271-9950） （http://shizuoka-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/)

静岡新卒応援ハローワーク （☎０５４－６５４－３００３）

【静岡県静岡市】【静岡労働局 静岡新卒応援ハローワーク ハローワーク静岡 ハローワーク清水】

【実施概要】

【役割分担】

◆平成26年度 参加企業24社・参加生徒395人（参加校14校） ※会場の都合で縮小
平成25年度 参加企業40社・参加生徒527人（参加校18校）

◆色々な業種の色々な職種の説明を聞くことができ、生徒の就職に対する意識が高まり就
職意欲が向上し職業選択の幅広い視野が図られた。（地元紙や地元テレビで放映）

【静岡市】
◆借り上げ経費
◆会場設営
◆当日の司会進行補助
◆報道機関への投込み
◆アンケート集計

【ハローワーク】
◆参加企業、参加生徒の募集
◆資料作成、看板等作成
◆会場設営・運営・司会

【効果】

ハローワークに高卒求人を提出している企業がブースを設け、１回の説明時間を20分
で合計6回の説明を行う。説明する内容は主に「仕事の内容」「求める人物像」「就職に
対する心構え」等を直接人事担当者が説明。

◆ 求人応募前の高校3年の７月に実施し、「就職」を現実的な問題として意識させ、早期
の進路決定につなげる。
◆ 幅広い職種の求人事業主（建設業、製造業、卸・小売業等）を参加させることで、生徒
に職業選択の幅広い視野を持ってもらう。
◆ 人事担当者による「事業内容」や「求める人材像」等の説明を通じてマッチングを実施
することで、ミスマッチを減らし、離職率を減少させる。



採用意欲のある企業の人材確保を支援するため、協同事業として
新規高卒者合同企業説明会を実施

＜岡崎市雇用対策協議会コメント＞
国、県、市が協力することで、地

元の優良企業に多くの学生が就職で
きました。

＜参加企業のコメント＞
高校生の方々の真摯な態度に感心

しました。来年も同様の企画をお願
いします。

＜参加生徒のコメント＞
企業の方と楽しく話ができ、多く

の仕事に興味が持てました。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

≪照会先≫ 愛知労働局職業安定部職業安定課 （ＴＥＬ：052-219-5505）（http://aichi‐roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp)

【愛知県】【岡崎市雇用対策協議会】 【愛知労働局ハローワーク岡崎】

【実施概要】

【役割分担】

雇用情勢の改善が進む中、次代を担う若年者の人材確保に
苦慮する地元の魅力ある中堅・中小企業に対する支援と、新
規学卒者の早期就職決定を進めるため、合同企業説明会を実施。

◆ 参加企業数 34社 ◆ 参加生徒数 73人
◆ 総面接数 207人 ◆ 正式応募生徒数 54人
◆ 就職内定者数 14人 ◆ 就職決定率 25.9％

【愛知県】

企画、広報、会場設営・撤去、
参加企業受付、職業適性検査
コーナー

【岡崎市雇用対策協議会】

広報、会場設営・撤去、
参加生徒受付

【ハローワーク】

企業への開催案内、
新たな求人票の受理、
参加生徒及び担任教師への
声掛け・誘導、
会場設営・撤去、
なんでも相談コーナー

【効果】

愛知県、岡崎市雇用対策協議会、愛知労働局ハローワーク岡崎
が一体となって企画・広報・面接会の運営などを行い、岡崎
エリアの優良な中堅・中小企業と地元への就職意欲が旺盛な新規
高卒者のマッチングを実施。



新規高卒者合同企業説明会を実施

＜豊橋市コメント＞
今春卒業の高校生を対象にした合同企業説明会を1月15日に豊

橋市役所で開催しました。市内で開かれる今季最後の合同企業説
明会ということもあり、まだ就職の決まっていない40名を超す
高校生は真剣に企業の人事担当者の話を聞いていました。今回参
加した事業所の報告によると、参加した生徒のうち11名の内定
が決定したことがわかっています。今回の合同企業説明会を通し
て、昨年よりも多くの生徒が就職に結びつくことができました。
多くの生徒に職場の雰囲気や事業所の取組みを知ってもらうこと
ができてよかったです。

＜労働局コメント＞
１１月に愛知局主催、１２月に愛知県主催の説明会を開催し、

豊橋市との共催で３回目の説明会を実施し、採用未内定の生徒に
対し就職意欲と就職率の向上に成果があがった。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

≪照会先≫ 愛知労働局職業安定部職業安定課 （ＴＥＬ：052-219-5505）（http://aichi‐roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp)

【愛知県豊橋市】 【愛知労働局ハローワーク豊橋】

【実施概要】

【役割分担】

就職未内定の高校生を対象に就職率の向上を目的に実施

◆ １１名の内定が決定
◆ 93.9％の就職内定率

（前年度1.3％UP）

【豊橋市】
◆説明会場の提供、設営、撤収
◆案内、リーフ、求人一覧等の作成

【ハローワーク】
◆高校への周知、取りまとめ
◆事業所への周知、参加呼びかけ

【効果】

参加生徒４３名、参加事業所１８社
延べ面談数１１３件、就職内定１１名



県内外の高卒人材確保のため、見学会を共同開催

＜豊田市コメント＞

市内企業に就職する学生を継続的に確
保するための有効な事業である。

＜労働局コメント＞

管内企業には、県外からの就職者も多く
あり、学校と企業が直接面談する機会も
少ないため、この機会を利用し、受け入
れ、送り出しの促進に寄与している。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

≪照会先≫ 愛知労働局職業安定部職業安定課 ・・・・・・（052-219-5505）（http://aichi‐roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp)

【愛知県豊田市】【豊田市雇用対策協会】 【愛知労働局ハローワーク豊田】

【実施概要】

【役割分担】

豊田市・みよし市は、市内に限らず市外や県外から
多くの学生を受け入れている。継続的な学生の確保の
ため、県内外の就職担当の高校教諭と豊田市雇用対策
協会に加盟する企業との交流を深めることを目的とし
て実施している。

管内の企業と送り出しの多い高校との接点ができ、高校訪問がしやすく
なった。また、この機会を利用し、教諭が就職した学生と面談することが可
能になり、定着指導もできた。さらに、高校側としては、継続的な送り出し
が可能となった。

グループの引率者と
して見学会に参加し、
高校教諭と企業の交
流を円滑に進めた。

管内の企業に送り出し
が多い高校の一覧表を
作成。また、グループ
の引率者として見学会
に参加した。

【効 果】

工場見学、意見交換会、交流会の三部構成。工場見
学は、高校教諭全体でトヨタ自動車を見学後、グルー
プに分かれ管内企業７社を見学した。
その後、企業を交えての意見交換会、交流会を開催。

双方の交流を円滑に進めるため、意見交換会では教諭
の席を固定して企業が巡回する形式、交流会は立食形
式を採用した。

事業の実施について市
及びハローワークと連
携しつつ、企業及び高
校に出席要請し、当日
の運営を担当した。

【豊田市雇用対策協会】【豊田市】 【ハローワーク】



地域の若年労働者の人材確保のため、共同事業として
“甲賀ＪＯＢフェア”を実施

＜甲賀市コメント＞
市内の魅力ある企業・事業所を

紹介することができ、22名の就労
につながった。
引き続き、平成26年度も継続実

施の計画をしている。

＜労働局コメント＞
市担当部門と連携することに

よって良質求人の確保ができた。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

≪照会先≫ 滋賀労働局職業安定部職業安定課（ＴＥＬ：077-526-8609）（http://shiga-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/)

【滋賀県甲賀市】 【滋賀労働局ハローワーク甲賀】

【実施概要】

【役割分担】

甲賀市内の事業所は、地理的に若年労働者の確保が難しい
ため、事業所に対して出会いの場を提供するとともに、若者
に甲賀市の就業場所を提供することにより、甲賀市の魅力を
伝え、市内定住を促す。

◆ このイベントにより学卒１８名、一般求職者４名が就職
◆ このイベントへの一般求人（正社員求人）が２２人分確保

【甲賀市】
◆参加事業所の開拓
◆求人情報誌の作成
◆面接会場の確保、レイアウ
トなど

【ハローワーク】
◆対象求職者の勧奨
◆関係機関への連絡
◆求人受理 など

【効果】

新規学卒者・若年求職者（おおむね４５歳以下）の合同就職面
接会を開催。



若年者の正社員雇用の促進を図るため、大阪府（ＯＳＡＫＡしごとフィールド）
と連携して「就職面接会」を実施

＜大阪府コメント＞
大阪労働局、ハローワーク大阪東の多大

なご協力により、短期間での準備にもかか
わらず、面接会を開催できました。今後と
も、大阪労働局のご協力をいただき、一体
的実施による利点を生かしたきめ細かな求
職者支援を行いたいと考えています。

＜労働局コメント＞
準備期間が短い中で、大阪府に面接会場

を提供いただき、府及びハローワーク大阪
東が協力し、求人開拓することで面接会が
開催できた。今後とも連携を深め、一人で
も多くの求職者と企業とのマッチングを
図っていきたいと考えています。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

≪照会先≫ 大阪労働局職業安定部職業安定課 （ＴＥＬ：０６―４７９０－６３００）

【大阪府】 【大阪労働局ハローワーク大阪東】

【実施概要】

【役割分担】

介護などの人材不足分野を始め、若年者を雇用したい企業と若年
者のマッチングを促進するため、就職面接会を実施

◆ 若年者の厳しい就職環境を踏まえ、４者で協議し、急遽実施
し、以下の成果を得た。

◆ 成果：参加企業１５社 応募者７６名
採用６名

【大阪府】
◆求人開拓
◆会場設営・面接会の運営
◆周知・広報

【ハローワーク】
求人開拓・求人受理
面接会の運営
周知・広報

【効果】

OSAKAしごとフィールド（大阪府設置の「若者」と「中小企業」
をつなぐ、就職支援施設）において、介護などの人手不足分野を始め
とした若年者を雇用したい企業を、府・ハローワーク大阪東で緊急開
拓し、面接会を実施



市のインターンシップ事業成果報告会にハローワークが参加し、
中高生の「働く」意識向上を図る

＜大阪市天王寺区コメント＞
インターンシップでの実践的な

体験に加え、ハローワークの職業
興味検査を受けることで、参加生
徒が将来のキャリアを考える良い
きっかけになりました。

＜労働局コメント＞
区側のご協力で、区役所内にハ

ローワークのコーナーを設置する
ことができました。今後も、天王
寺区が実施する事業に国が参加す
るなどの連携を強化し、住民視点
のサービスを実施していきたい。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

≪照会先≫ 大阪労働局職業安定部職業安定課 （０６-４７９０-６３００)

【大阪市天王寺区】 【ハローワーク大阪東】

【実施概要】

【役割分担】

◆ 大阪東所長の天王寺区長訪問時のコラボ提案が発端。その後、天王寺区長がハローワーク
に初めて来られたことで取組が実現。
◆ インターンシップ参加生徒に職業興味検査・職業相談を実施。今後の進路や仕事を選ぶ際
のきっかけにしてもらった。成果報告会に参加した企業も加わり、キャリア教育について意見
を交換することもできた。また、参加中高生の親に対して、ハローワークの取組を紹介するこ
とができた。

【大阪市天王寺区】
◆インターンシップ事業成果報告会
の実施

◆会場設営・報告会の運営
◆周知・広報（区広報紙掲載など）

【国】
◆参加中高生への職業興味
検査と職業相談の実施

◆会場設営
◆周知・広報（新聞掲載など）

【効果】

９月２８日、大阪市天王寺区役所講堂において、パソコン３台を設置し「職業興味検査
コーナー」と「職業相談コーナー」を開催。職業興味検査と職業相談を実施し、自分に
合った進路や仕事を選ぶ際の参考にしてもらう。

子育て世代の比率が高い大阪市天王寺区で、早期のキャリア教育環境の整備として、
中高生を対象にインターンシップ事業を実施。（８月）
その成果報告会（中高生、保護者も参加）にハローワーク大阪東が参加し、早い段階

でキャリアのことを考えるきっかけとしてもらうため、ハローワークが職業興味検査と
職業相談を実施。また、保護者に対して、ハローワークの取組を紹介。
そのほか、成果報告会では、参加企業とキャリア教育について意見交換を実施し、関係

機関の今後の連携方法について参考とした。



地域の人材確保のため、共同事業として就職フェア等を実施

＜兵庫県他コメント＞
事業の企画立案段階から採用選

考までハローワークの専門的な知
見に基づく指導により地域の雇用
情勢の改善に向けた強いパート
ナーシップを構築している。

＜労働局 安定所コメント＞
関係する機関が共通の認識を

持って地域の課題に取り組み、各
行政機関等の社会資源を活用した
効果的、効率的な事業運営を展開。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

≪照会先≫ 兵庫労働局職業安定部職業安定課 職業紹介係（ＴＥＬ：078-367-0802）（hyogo.syokai@antei.mhlw.go.jp)

【兵庫県、丹波市、篠山市他】 【兵庫労働局ハローワーク柏原】

【実施概要】

【役割分担】

若者の地域定着、Ｕ・Ｉターン促進を図り、人材
確保、地域の活性化を図る

若者の地域定着やＵ・Ｉターンの促進
平成25年度実績 就職フェア 35社、１３３名、内定１５名

高校生対象企業セミナー 23社、1,130名
大学等就職担当者情報交換会 17社、24校
大学生による企業の見学会 4社、21名
企業紹介フェア 31社、73名、 内定5名

【兵庫県、丹波市、篠山市他】
兵庫県が事務局として丹波地
域人材確保協議会を開催。
構成団体との連絡調整、各種
事業の企画立案及び事業実施。

【ハローワーク】
丹波地域人材確保協議会の

構成団体として、企画立案へ
の助言及び事業実施。

【効果】

地域における人材確保のため、共同事業による
就職フェア等の各種事業を展開
・就職フェアinたんば
・高校生対象企業紹介セミナー
・丹波地域企業と大学等就職担当者との情報交換会
・大学生による丹波地域企業の見学会
・企業紹介フェア



新規学校卒業者の県内就職促進のための求人要請行動

＜労働局コメント＞
経営団体のトップに行政機関の

トップが働きかけることにより、若年
労働力確保のための早期求人提出の
必要性が理解されたことから、早い
段階から求人が提出され、県内企業
への就職率の上昇という効果がみら
れた。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

【島根県】 【島根労働局】

【実施概要】

【役割分担】

例年、県内企業からの学卒求人提出が遅れることから、新規
学校卒業者の県内就職を進めるため、より早期に、より多くの
求人確保を目指すことを目的に実施したもの。

◆ 求人の早期提出を呼びかけた結果、県内求人数が高校の選考
開始直前の平成24年８月末現在で、対前年２３．１％増加した。

◆ 県内求人が早期に提出された結果、高校卒業者の県内就職内
定率が前年度同期に比し平成25年１月末現在で３．２ポイント上昇した。

【島根県】
◆知事、教育長、高等学校教諭
等の訪問日程の調整

◆1社1財運動訪問資料準備

【労働局】
◆中国経済産業局、市町村、商
工団等の訪問日程調整

◆要請文書作成（４者連名）
◆要請訪問時説明資料準備

【効果】

島根県知事、県教育長、中国経済産業局長、労働局長が、島
根県経済4団体の代表を訪問し、求人確保要請を行った。また、
県内の各自治体において、島根県、市町村等とハローワークが
共同して、地域の商工団体等に対する求人確保要請を実施した。
また、「１社１財運動」と銘打って、3,000社を目標に事業

所訪問を行い求人要請を行った。

≪照会先≫ 島根労働局職業安定部職業安定課 （ＴＥＬ：0852-20-7016）（ http://shimane-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp)



島内就職促進のため、事業所と高等学校との情報交換会を実施

＜隠岐の島町コメント＞
町独自の新卒者採用に係る事業所への助
成制度と当該事業が奏功し効果がみられた。
今後もハローワークと各事業所との連携に
より雇用対策を進めていきたい。

＜労働局コメント＞
離島という環境にあり、若者の島外流出

という地域課題を抱えている中で、新卒、
Ｕターンなどによる地元就職促進に関して、
地域の企業と学校で共通の認識を持つこと
につながったと評価している。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

【島根県隠岐郡隠岐の島町】 【島根労働局ハローワーク隠岐の島】

【実施概要】

【役割分担】

高卒を含む若年層の島外流出の課題に対し「高校を卒業し
ても地元で就職できる」「Ｕターンしても就職できる」環境
を実現するための求人の安定的確保を目的として実施。

◆ 高卒対象求人の大幅増加
7月３１日時点 求人提出事業所数は２１社（対前年比110.0％）
求人数36人（対前年比89.5％増）で前年度累計数３１人を上回る。

◆ 島内就職者の早期就職内定
12月末における島内就職希望者100％内定（一部養護卒業生除く）

【隠岐の島町】
案内発送経費負担
会場準備・受付

【隠岐地区建設産業異業種交流会】
会場経費負担・会場準備・受付

【効果】

管内の事業所と高等学校の進路担当教諭の人事担当が一同
に集まり、事業所ＰＲ、学校の就職希望者の状況等の説明
後、フリーな情報交換の場を設定した。

≪照会先≫ 島根労働局職業安定部職業安定課 （ＴＥＬ：0852-20-7016）（ http://shimane-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp)

【ハローワーク】
企画・立案・運営

【島根県隠岐支庁】
会場準備・受付



新規学校卒業者の採用計画等の意向調査を実施

＜労働局コメント＞

事業所の採用計画等の意向を把握
することによって、早期の求人提出
を促し、求人数の確保・県内就職率
の向上に資するものであることから、
今後も連携して当該取組を実施する。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

【島根県益田市】 【島根労働局ハローワーク益田】

【実施概要】

【役割分担】

益田圏域においても少子高齢化時代を受け、新規学校卒業者をはじめとした若年労働力の確
保が喫緊の課題となっており、当該若年求職者に対する就職支援策の推進、とりわけ新規学
校卒業者の就職支援を図るための就職援助事業、Uターン対策事業等に活用するために実施
したもの。

調査結果を事業所訪問・求人開拓（早期の求人提出勧奨を含む）、
各種事業への参加勧奨及び職業相談時等に活用することによって、
求人数（平成２５年３月末求人数 対前年同月比３８.２％増の１４
１人）、県内就職率（平成２５年３月末就職率 対前年同月比１４.
０Ｐ増の５４．０％）の向上に寄与している。

【益田市】（益田鹿足雇用推進協議会）
調査票発送業務

【ハローワーク】
調査票等の作成・調査結果の
集計業務

【効果】

≪照会先≫ 島根労働局職業安定部職業安定課（ＴＥＬ：0852-20-7016）（ http://shimane-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp)

年度当初において、益田鹿足雇用推進協議会会長・益田公共職業安定所長の連名で、管内の
５人以上規模の雇用保険適用事業所(H２５年度約５６０社)に対し、採用計画等（採用計画、
職場見学・インターンシップの受け入れの可否、企業説明会の参加の可否等）についての意
向調査を実施。
調査結果を益田鹿足雇用推進協議会(※)、益田公共職業安定所が共有し、求人開拓、雇用推進

協議会実施事業に対する参加勧奨および新規学校卒業者に係る事業所ニーズの把握等新規学校
卒業者に対する各種支援策に活用する。
(※) 事務局は益田市産業経済部 産業支援センター内に設置。



若者の雇用対策・定住対策のための
「学校と求人企業との情報交換会」を共同開催

＜労働局コメント＞

事業を開催することにより、地域企
業における人材確保と、新規学卒者の
雇用の場の確保につながっている。
また、自治体とハローワークが共同

して開催することにより、両機関の連

携強化が図られている。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

【島根県出雲市】 【島根労働局ハローワーク出雲】

【実施概要】

【役割分担】

新規学校卒業者求人の情報提供と地元の企業の理解を得るととも
に、管内の優良企業への就職促進を図ることを目的としている。

企業側においては、卒業予定者の情報を得ることで、採用計画が早
まるなど求人意欲を高める効果がある。また大学等への求人申し込み
が見込まれる。

【出雲市】
会場の手配、参加企業の選定
と案内、参加企業のとりまとめ

【ハローワーク】
学校等への周知、開催当日の
運営

【効果】

学校の職業指導担当者（高校２３校、大学１４校、短大６校、専修・
高専６校（合計４９校）、企業（民間企業２７社、公務官署５社）の参
加を得て６月に開催。
◆学校からの参加者が企業ごとのブースを巡回し、企業の担当者から、採用見
込みの職業情報や採用基準等の説明を受ける。
◆学校の担当者は、その学校の教育の特色や学生の特徴などを説明したり、管
内就職を希望している卒業予定者の状況を企業担当者に説明する。
◆学校担当者、企業担当者とも効率よく情報交換ができると評価。

≪照会先≫ 島根労働局職業安定部職業安定課 （ＴＥＬ：0852-20-7016）（ http://shimane-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp)



国が認定する「若者応援企業」と市が募集する「ものづくり企業」等を対象
とした新規学卒者合同面接会を開催

＜岡山市コメント＞
「伝説の面接会」と称してハローワークと協働
で２回目の合同面接会を開催した。
共催のおかげでスムーズな運営となった。
市としても、市内ものづくり企業等で、若年労
働力が不足している事業所と大学生等の面接の機
会が確保できたこと、且つ、地元発展のために頑
張っている事業所のPRができたことに意義が
あったと考える。

＜労働局コメント＞
ミスマッチを解決するためには、中小企業の情
報をより詳細に集めることが有効である。そのこ
とを踏まえれば、本取組は国と市が持つ情報を合
わせることができるので、ミスマッチの減少に効
果があると考えられる。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【目的・概要】

≪照会先≫岡山労働局職業安定部職業安定課 ・・・・・・・・・・（０８６－８０１－５１０３）（http://okayama-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/)

【岡山県岡山市】【岡山労働局×ハローワーク岡山×ハローワ－ク西大寺×おかやま新卒応援ハローワーク】

【面接会概要】

【役割分担】

市内のものづくり企業等には魅力はあるものの、情報が求職者に届かず若年労働
力が不足している傾向がある。
そこで、国が認定する、より詳細な情報を持ち合わせた「若者応援企業」

と市が募集した「ものづくり企業」等を対象とした合同面接会を実施することで、
若年労働力が不足している地元中小企業のマッチングの向上につなげることを
目的とした。

◆当日 事業所３３社 求職者８１名（内 新規学卒者４８名）
◆平成２５年度より合同面接会を開始して今回で２回目となる。本年度においては、
景気回復基調を背景に求人状況は順調な出足となっており、求人数を前年同期（６月
末現在）と比較すると県内では２３．２％増加、ハローワーク岡山管内では２３．
６％増加しており、売り手市場の状況が顕著になっている。
このため、昨年度と比較して参加事業所は５社増えて３３社となったが、参加学生等は
８１名と１０５名の減少となった。今後は都市圏を中心に地元出身学生等への積極的なPR
が必要であると考える。

【岡山市】
◆会場確保 企業募集
◆チラシ・ポスターの作成
◆当日配布資料作成
◆岡山市各施設・広報誌・ホームページ
にて周知

【労働局・ハローワーク】
◆学卒求人等の確保
◆大学等への面接会参加要請
◆新規学卒者等への周知
◆ホームページ掲載の周知
◆当日の受付、職業相談等

【効果・課題】

日時：平成２６年８月２２日（金）１３：３０～１６：００
場所：岡山コンベンションセンター３階 コンベンションホール
参加対象者：大学等卒業予定者、既卒3年以内の者、概ね45歳未満の求職者



地域産業の人材確保のため、共同事業として学校訪問活動を実施

＜津山市コメント＞
学校進路担当者と情報や危機意識を共

有することにより、就職希望生徒の地元
就職の礎を築いている。

＜労働局コメント＞
岡山県北地域では若者の県南あるいは

都市部への流出が続いており、若年労働
力確保対策が急務となっている中、学校
訪問活動の果たす役割は大きい。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

≪照会先≫ 岡山労働局職業安定部職業安定課 （ＴＥＬ：086-801-5103）（http://okayama-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/)

【岡山県津山市、鏡野町、勝央町、奈義町、久米南町、美咲町】 【岡山労働局ハローワーク津山・ハローワーク美作】

【実施概要】

【役割分担】

少子・高齢化が進展している岡山県北地域にとって、若者労働力
の確保が課題となっている。
このため、県北高校生（大学生等を含む。）が、地元の企業へ就職

し、定着できるように支援を行うことを目的とする。

津山広域事務組合が実施する岡山県北地域の高校生を対象としたH２５
年度の就職意識調査では、地元就職希望者の割合が、３０．１％と低いが、
就職者のうち地元に就職した率は７５．３％と高く、学校訪問活動が岡山県
北地域における人材確保の一端を担っている。

【津山広域事務組合】
津山広域事務組合（構成団体：津山市、

鏡野町、勝央町、奈義町、久米南町、美咲町）が行
う事業（高校卒業後進学先での就活に役立つ情報
の提供を目的とした「就活学生登録」や企業の人事担

当者を講師として招請する「職業講話」等）の概
要説明を行う。

【ハローワーク】
管内の雇用状況について情報提

供を行う。また、学卒ジョブサポ
ーターによる就職支援の概略につ
いて説明を行うとともに、学校と
の連携を強化する。

【効果】

地元企業で構成する団体と行政機関が管内の各学校（H２６年度、
１６校）をグループを組んで訪問し、企業・学校・行政のそれぞれの
立場から意見交換を行う。



◆事業主団体や地元企業の若者就職への積極的な取組効果
◆地域の各高等学校から進路先（大学等）の情報が得られ学生等への地元で
の就職情報の提供が容易になる
◆マスコミ等の報道により地元での就職にＰＲが出来る
◆職業ガイダンスは330名参加、就職面接会・説明会は31名参加（うち就
職1名）

＜東かがわ市コメント＞
雇用の促進を図るとともに地場産業を支援
し、若者の定住促進のため、ハローワークと
連携を強化する。

＜労働局コメント＞
自治体との連携により、地域に密着した
求人・求職ニーズを把握でき、よりきめ細や
かな支援を実現できた。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

≪照会先≫ 香川労働局職業安定部職業安定課職業紹介係 （ＴＥＬ：０８７－８１１－８９２２）

【香川県東かがわ市】 【香川労働局ハローワーク東かがわ】

【実施概要】

【役割分担】

【東かがわ市】 【ハローワーク】

【効果】

地域の若年者雇用対策・地元企業の人材確保のため、地元の高校生・大学生等に対する
一貫したガイダンス事業、企業説明会・面接会を連携して実施

市の人口が減少する中、若者の流出を防ぎ次世代の担い手を育てるために、
高校生の早い段階から大学生等に至るまで一貫した地域産業・地元企業を
理解する機会を提供し、地域企業への就職促進を図ることを目的とする。

地元の県立高等学校１・2年生全員に、総合的な学習時間を活用した地元
企業担当者等による講演会を開催し、地域産業・地元企業への理解を促進
する職業ガイダンスを実施することと併せて、卒業後の大学生等に対する
就職活動の支援として、地元での企業面接会・説明会を開催。

◆高校生のガイダンス事業の講演事業所
の依頼
◆面接会・説明会への参加事業所の案内
募集
◆リーフレット配布（進学先・折込み
広告）による参加者募集

◆市長が高校生に対して、市の代表的産業の説明
や地元での就職及びふるさとの良さを講演
◆「東かがわ市ふるさと企業ガイド」作成配布
◆就職面接会・説明会の会場・設営を担当
◆面接会・説明会のリーフレットを各戸に配布



平成25年度 新規高卒者就職面談会を実施

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

≪照会先≫ 福岡労働局職業安定部職業安定課 （ＴＥＬ：092-434-9802）（http://fukuoka-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp)

【福岡県】 【福岡労働局・ハローワーク】

【実施概要】

【役割分担】

就職未内定生徒の円滑な就職促進を図ることを
目的に、福岡労働局・県内全ハローワーク、福岡
県及び福岡県教育委員会が共同で、１１月に福岡
県内4ブロック（福岡・北九州・筑豊・筑後各地
区）で就職面談会を実施

◆ 今回の面談会により228名が就職内定
◆ 管内の新規高卒者就職率 98.4％（平成26年3月末）

（対前年度比2.0ポイント改善）

【福岡県】
◆高校への周知、事前指導
◆事業所への参加呼びかけ
◆参加校及び生徒の把握
◆当日の運営

【労働局・ハローワーク】
◆求人の確保
◆高校への周知、取りまとめ
◆会場の確保、当日の運営
◆面談会結果分析

【効果】

福岡県内4ブロックでの合計
参加学校数 143校 参加生徒数 449名
参加事業所数 110社 求人数 458件
延応募件数 574件 就職内定数 228名

＜福岡県コメント＞
各ブロックごとに面談会を実施するこ

とにより、地元での就職・採用を希望す
る多くの学生・企業に参加いただくこと
ができ、マッチングの促進に効果があっ
たと考えている。

＜労働局コメント＞
面談会を実施することにより、指定校

以外からの採用が増えるとともに、未充
足求人の充足及び就職未内定生徒の就職
促進に効果があった。



若者の就労支援に係る施設を一箇所にまとめ、迅速・効果的な支援を実施

＜福岡県コメント＞
国と県が連携して一貫したセミナーを運営

することで、若年求職者の利便性が向上して
いる。今後も様々な連携メニューを提供して
いきたい。

＜労働局コメント＞
県内には複数の若者の支援を行う施設があ

る。利用者からみれば施設が点在しているよ
り、同一施設内にある方が効果的な支援を受
けられる。
また、支援する側からしても、定期的な打

ち合わせができ「顔の見える」関係を構築す
ることが可能となるとともに、それぞれの役
割に専念することで限られた行政資源を効率
的に使うことが可能となる。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【目的】

≪照会先≫ 福岡労働局職業安定部職業安定課 ・・・・・・・・・・（ＴＥＬ：０９２－４３４－９８０１）

【福岡県】 【福岡労働局福岡わかものハローワーク・福岡新卒応援ハローワーク】

若者の就労支援を行う国と県の５施設を一箇所に集めることで、利用者に対する的確な誘導、迅速な意思決定を実現。

わかものジョブプラザ・福岡（愛称は「わかジョブ・ふくおか」）

①若者しごとサポートセンター（県）：概ね２９歳までの者を対象に個別就職相談、各種セミナー等

②３０代チャレンジ応援センター（県）：30～39歳までの者を対象に個別就職相談、各種セミナー等

③若者サポートステーション（県・国）：働くことに悩みを抱えている15歳～39歳までの若者に対し個別就職相
談、コミュニケーション訓練などによるステップアップ、協力企業への就労体験等を実施。

④わかものハローワーク（国）：担当者制による職業相談・職業紹介、各種セミナー、事業主への働きかけ等を実施

⑤新卒応援ハローワーク（国）：担当者制による職業相談・職業紹介、各種セミナー、大学訪問等を実施

【連携して取り組んでいる取組】
※ 個人情報の取扱いに関する協定書に基づき、求職者情報を共有した連携を
実施。

※ 総合案内を一本化し、それぞれの施設で登録する際に、他の施設の支援メ
ニューの説明を実施。また、支援の途中での他施設の支援メニューへの誘導
等も実施。

※ 毎月、５施設によるミーティングを実施。セミナー、会社説明会等の情報、
連携事例を共有。

※ 平成27年10月に県知事と福岡労働局長が締結した「福岡県雇用対策協
定」の中にも「若者の活躍促進」を位置付けており、その具体的な取組とし
て当該施設の運営に取り組んでいる。これによりＰＤＣＡ管理が可能となる。

【効果】
利用者アンケートによると、複数の機関をワンフロアで利用できるメリッ
トとして、「色々なアドバイスを聞くことができる」（47%）、「情報収集
しやすい」（29%）、セミナーの選択肢が増える（18%)と好評である。



若者の雇用対策に積極的な企業の人材確保のため、
就職面談会を共同開催

＜長崎県コメント＞
人口流出が進んでいる中、若者

の県内就職・定着は喫緊の課題で
あり、企業と一体となった本取組
は効果があったと解している。今
後も推進していきたい。

＜労働局コメント＞
ＰＲシートが効果を奏したのか、

積極的に面談を行っている生徒が
多くみられた。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

≪照会先≫ 長崎労働局職業安定部職業安定課（ＴＥＬ：095-801-0040）（http://nagasaki-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp)

【長崎県】 【長崎労働局ハローワーク長崎】

【実施概要】

【役割分担】

新規高等学校卒業予定者の就職促進及び求人事業所に対する
充足促進を図ることを目的とする。

◆ 名称に「若者応援企業宣言」、「ながさき若者就職応援団」
を冠し参加対象企業を限定したこと、それぞれが作成している
ＰＲシートを提供したことで、１社当たりの面談件数が従来の
面談会より増加した。

◆ 参加企業２０社、参加者６４名、就職内定者６名であった。

【長崎県】
◆事業所、高等学校に対する
開催広報

◆職員の派遣
◆会場借り上げ等経費

【ハローワーク】
◆事業所への参加要請・広報
◆実施要領等の作成
◆職員の派遣
◆管理及び運営

【効果】

高卒求人が出されている事業所で、国が推進する「若者応援
企業宣言」事業所と県が若者対策として取り組んでいる「なが
さき若者就職応援団」登録事業所を対象に、新規高等学校卒業
予定者との対面方式による就職面談会を実施。



高等学校進路指導担当職員と企業との意見交換会を実施

＜熊本市コメント＞
・実施には国の協力が不可欠
・事業所、進路指導担当者からも
好評価をいただいている。

＜労働局コメント＞
県下の多くの学校と企業とが参

加することで、情報交換の場とし
て効果的な取組となっている。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

≪照会先≫ 熊本労働局職業安定部職業安定課（ＴＥＬ：０９６－２１１－１７０３)（<kumamoto.anteika@antei.mhlw.go.jp>)

ハローワーク熊本 （ＴＥＬ：０９６－３７１－８３０５）

【熊本県熊本市】 【熊本労働局ハローワーク熊本】

【実施概要】

【役割分担】

県内の事業所及び高等学校の進路指導担当者が一堂に会し、
個別ブースを設けて自由に意見交換ができるスタイルで実施。

◆ 県内の進学校を除くほとんどの高等学校が参加し、求人受理開始前
の６月上旬に開催しており、事業所・高等学校の双方より貴重な情報
収集の場として高い評価を得ている。

◆ 平成26年３月卒の新規高卒求人受理件数が、平成２６年４月末現在

で、前年度比１７．４％増加するなど一定の効果がみられた。

【熊本市】
◆事業所及び高等学校への案内
◆会場設営
◆会の運営

【ハローワーク】
◆雇用失業情勢の説明
◆事業所・高等学校からの相談
◆求人の早期把握

【効果】

事業所と高等学校進路指導担当職員との意見交換を通じて、
相互理解及び雇用促進を図ることを目的に開催。



７ 大量離職者対策 



災害廃棄物処理業務従事者に対する再就職支援

＜東松島市コメント＞
東松島市のがれき処理従事者は、ハロー

ワークの利用経験者が少なく、出張相談や説
明会の実施により、再就職や雇用保険手続き
に対する不安解消が図られたと考える。

＜労働局コメント＞
東松島市の災害廃棄物処理業務の終了予定

時期である平成25年12月に向けて、同年４
月から同市と幾度も打合せを行い、がれき処
理従事者の意向を踏まえて、時宜にかなった
就職支援が実施されたことで、円滑な再就職
支援が図られたと考える。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

≪照会先≫ 宮城労働局職業安定部職業安定課 （ＴＥＬ：022-299-8061） （http://miyagi-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp）

【宮城県東松島市】 【宮城労働局ハローワーク石巻】

【実施概要】

【役割分担】

災害廃棄物処理事業の終了により大量に発生する離職者に
対する円滑な再就職支援の実施

【東松島市】
◆がれき処理従事者に対する再就職

に関するアンケート調査の実施。
◆出張相談会・集団説明会の会場設

営及び周知・広報。

【ハローワーク】
◆作業現場での定期的な出張相談
の実施。

◆就職活動の方法及び雇用保険制度
に関する集団説明会への職員派遣。

災害廃棄物処理業務従事者（以下「がれき処理従事者」と
いう。）の再就職支援を、事業の実施主体である東松島市と
連携し、離職前からの出張相談や雇用保険制度等の集団説明
会を開催するとともに、離職後は、就職面接会等の開催により
再就職支援を実施した。

≪出張相談会≫

◆事業の実施主体の東松島市がアンケート調査を実施したことで、がれき処理従事者
のほぼ全員（約600人）の再就職に関する意向を把握出来たことにより、就職希望
時期に合わせた就職支援計画が策定出来た。

◆在職中からの職業相談・求人情報の提供により、離職後の円滑な就職促進が図られた。

【効果】



大手小売業者の閉店に伴う大量離職者に対し、
自治体及び関係機関と連携した就職支援を実施

＜銚子市コメント＞
ハローワークとの連携により離職者

に対して効果的な支援を行うことが

できた。

＜ハローワークコメント＞
広域な地域の雇用変動にハロー

ワークが主体となり地方自治体と連携
し迅速な対応ができ、離職者の生活

不安を和らげることができた。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

≪照会先≫千葉労働局職業安定部職業安定課（ＴＥＬ：043-221-4081）(http://chiba-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/)

【千葉県銚子市】 【千葉労働局ハローワーク銚子】

【実施概要】

【役割分担】

大手小売業者の突然の事業所閉鎖で大量の離職者が発生。事前のア
シストができなかったため、銚子市と協議を進め緊急雇用対策協議会
を設置し離職者支援に取り組むことを決定。

◆早期就職及び生活支援について、関係機関との連携によりスムーズに行うこ
とができた。

銚 子 地 域：事業所数10社・求人件数21件・求人数37人
銚 子 地 域：求職者数25人・延面接数14人・採用4人
旭・匝瑳市域：事業所数9社・求人件数19件・求人数156人
旭・匝瑳市域：求職者数38人・延面接数15人・採用3人

【銚子市】
◆旭市、匝瑳市との連絡調整
◆面接会会場の提供と参加

【効果】

ハローワークを事務局とし、自治体及び商工会議所（商工会）、
千葉県、千葉労働局、銚子労働基準監督署による協議会を設置。緊急
相談窓口を各機関で設置するとともに就職面接会（2回）等の就職支援
を実施することを決定。

【ハローワーク】
◆協議会を設置し会議招集
◆決定した内容の実施と各委

員への結果報告



奈良県と奈良労働局が「雇用対策本部」を設置し、離職者への再就職支援、
生活支援等を実施

＜奈良県コメント＞
県内に3事業所を有する主要メー

カーでの大量希望退職について、早期
段階から国の機関と情報共有等の連携
ができたことで、迅速な対応ができた。

＜労働局コメント＞
このような対策においては、国と県が

課題を共有するとともに、お互いが持つ強
みを活かして連携した支援を行っていくこ
とが重要。

また、効果的な就職支援のためには、お
互いに企業情報の共有を図ることが重要。
なお、支援本部会議は、県と労働局が一体
的に再就職支援を実施していることを広く
県民に周知することができるといった効果
もあった。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【目的】

≪照会先≫ 奈良労働局職業安定部職業安定課 ・・・・・・・（ＴＥＬ：０７４２－３２－０２０８）

【奈良県】 【奈良労働局・ハローワーク】

【実施概要】

【役割分担】

① 県内全ハローワーク（５箇所）に特別相談窓口を設置。在職中からの相談に
も対応した再就職支援

② 県内全ハローワークと県を含む関係自治体及び地域の経済団体が連携して、
「大量離職地域支援対策会議」を設置し、地域ごとでの関係離職者の早期再就
職に向けた支援体制を構築

③ 採用意向企業の情報を収集し、ハローワーク及び奈良県県内就労あっせん・
起業支援センター等が事業所訪問による求人開拓を実施

④ 経済4団体に対して、支援本部長（副知事・労働局長）による正社員求人確
保要請を実施

⑤ その他、退職者説明会、企業説明会、就職面接会を国と県で連携して実施

大手電機メーカーの希望退職を受け、奈良県と連携して情報の共有化とともに
万全の対策を図る。

これまで、県と労働局が連携して「雇用対策本部会議(※）」を開催し、再就職

支援の現状確認と今後取り組む対策等の検討を行った。
※ 構成員：奈良県、奈良労働局、ハローワーク、奈良市、天理市、大和郡山市、葛城市

【奈良県】
◆ 県内就労あっせん・起業支援セン

ターにおける職業相談、職業紹介及び
求職者と県内企業との交流会

◆ しごとiセンターにおける職業相談

【ハローワーク】
◆全所に特別相談窓口の設置
◆大量離職地域支援対策会議
◆合同就職面接会
◆集団での退職者説明会

県内企業と求職者との交流会（H27.9.29）参加企業等14社・１団体 参加求職者53人
合同就職面接会（Ｈ27.10.２） 参加企業42社 参加求職者３１３人

【効果】



地域の中核的な事業所の離職者対策のため、合同説明会を共同開催

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

≪照会先≫ 愛媛労働局職業安定部職業安定課 （ＴＥＬ：０８９－９４３－５２２１）

【愛媛県】【松山市】 【愛媛労働局ハローワーク松山】

【実施概要】

【役割分担】

大阪に本社を置く地域の中核事業所が、平成25年6月末で工場閉鎖され、大量離職者が発生した。当該
事業所は、松山市（旧北条市）にあり離職者の大部分が同地域出身者であることから、交通手段の利便性、
合理性を配慮し、離職後の各種手続きを効果的にするため、愛媛県及び松山市との連携により合同説明会
を実施した。

◆ 愛媛県、松山市とは、継続的な連携・協力体制の構築ができた。
◆ 平成26年1月末現在、新規求職者数79名で、就職件数10人、自己

就職等12人の成果があった。
◆ 職業訓練3名の受講者があった。

【愛媛県】
◆愛workの業務内容説明
（就職支援セミナー、求職相談等）

◆職業訓練について

【松山市】
◆国民健康保険加入手続等説明
◆北条支所への案内窓口設置

【効果】

・実施日時 平成25年6月11日（火）
午前9：00～12：00 午後13：00～16：00

・参加者数 92名（男39、女53）
・説明者 松山所3名、愛媛県1名、松山市3名
・説明会内容
・求職受理（個別相談） 81名（男33、女48）

＜愛媛県コメント＞
三者の連携による円滑な情報

収集、離職者への一体的情報提
供等その後の支援のモデルと
なった。

＜松山市コメント＞
国・県・市間の連絡調整会を

営むなどの有機的連携により、
関係機関間で情報共有した対応
方針に従い、組織の壁を越えた
継続的かつ総合的な支援の実施
に繋がった。

<労働局のコメント>
三者の連携体制を構築するこ

とができた。今後、より一層の
連携を図っていきたい。

【ハローワーク】
◆事業所、愛媛県及び松山市との各種調整 ◆雇用保険制度等説明
◆求職受理相談 ◆松山市への求人情報提供（毎週）



８ 広報関係 



市が運営するケーブルテレビを活用した求人充足の取組

＜三沢市コメント＞
市の産業振興施策を推進するに

あたり、人材確保のノウハウにつ
いて支援頂いた。以前から地域雇
用創造実現事業で連携しており、
地域の雇用改善のためより一層の
協力を図りたい。

＜労働局コメント＞
個別求人や地域の雇用対策施策

など、地方自治体と多様な連携を
図ることが重要と考えている。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

≪照会先≫ 青森労働局職業安定部職業安定課（ＴＥＬ：０１７－７２１－２０００）（HPアドレス http：//aomori-roudoukyoku.jsite.mhllw.go.jp）

【青森県三沢市】 【青森労働局ハローワーク三沢】

【実施概要】

【役割分担】

三沢市が基盤産業としている食肉加工において、市と企業が連携
して規模拡大を図って、従業員の募集を積極的に行っているが、
想定した人員が集まらない状況にあった。このため、より効果的
な募集方法等についてハローワークが支援して求人充足を図った。

◆ ミニ面接会には、１０名の参加があり３名が採用された。
◆ ハローワーク及び市が一体となって求人充足に努めたこ
とで、事業主から高い評価を得ることができた。
◆ 市の労働担当部署との関係が緊密になった。

【三沢市】
◆求人のアピールポイントを盛
り込んだテレビＣＭの作成

◆ケーブルテレビでのＣＭ放送

【ハローワーク】
◆事業所訪問による求人内容の
詳細確認及び求職者に対する
アピールポイントの整理。

◆三沢所でのミニ面接会の開催

【効果】

ハローワークが事業所訪問を行い、求人の職務分析及び福利厚生
等の内容を確認し、求職者にアピールすべき点をピックアップ。
求人事業所はその内容を反映した募集チラシを作成し、また、市では
ケーブルテレビのＣＭを作成し放送を行った。



ハローワークの求人情報を君津市へ情報提供中！

＜君津市コメント＞
求人情報を印刷し市役所ロビーで
配布しているが、翌日には無くなっ
ていることが多い。

＜ハローワークコメント＞
各市で好評で対応していただいて
いることから、今後も各市と連携し
ながら当事業を継続していく。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

≪照会先≫千葉労働局職業安定部職業安定課（ＴＥＬ：043-221-4081）(http://chiba-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/)

【千葉県君津市】 【千葉労働局ハローワーク木更津】

【実施概要】

【役割分担】

ハローワークの求人情報を君津市へ提供することにより、求
人・求職の効果的マッチングを推進するとともに、市民サービス
の向上と共に市の雇用対策に寄与することを目的とする。

◆ 君津市での評判もおおむね良く、雇用対策推進協議会でも
強く継続を要望された。

◆ 市役所での求人情報を契機に、ハローワークへの問い合わ
せや初めてハローワークを利用される方が見られた。

【君津市】
ハローワークから受理した求人
一覧表を紙媒体に加工し、ハ
ローワークと同様の情報をリア
ルタイムで市民へ提供。

【ハローワーク】
前日受理した求人を一覧表に
まとめ、電子媒体により君津市
及び管内市へ提供。

【効果】

ハローワークが受理した求人を電子媒体で君津市へ毎日提供する。
君津市では、ハローワークからの情報を紙媒体に加工し、市民へ
情報提供することとする。



成田市との協同によるマザーズコーナー周知

＜ハローワークコメント＞
一人でも多くの方に、成田市役

所内に開設するマザーズコーナー
を周知することで、徐々に利用者
が伸びている。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

≪照会先≫千葉労働局職業安定部職業安定課（ＴＥＬ：043-221-4081）(http://chiba-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/)

【千葉県成田市】 【千葉労働局ハローワーク成田】

【実施概要】

【役割分担】

成田市役所内に新規開設したハローワーク成田マザーズコーナー
の周知を行い、市民の利用促進を図る。

利用者の増加
平成25年10月・・・延べ来所者28名（うち成田市在住24名）
平成26年1月・・・延べ来所者110名（うち成田市在住80名）

【成田市】
◆成田市役所内記者クラブへの
投げ込み、その他マスコミへ
の情報提供

◆開設チラシの全戸配布

【ハローワーク】
◆開設チラシの作成
◆投げ込み時期の調整

【効果】

◆千葉労働局が新聞各社への投げ込みする時期に合わせて、成田市を
通じて同様の内容の投げ込みを市役所内記者クラブに行った。
◆成田市広報を通じた周知を行った。
◆成田市内全戸に開設チラシの配布を行った。（成田市→地区役員→各家へ）



国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【静岡県御前崎市】【静岡労働局 ハローワーク掛川】

遠隔地域へ、ケーブルテレビによる情報提供と出張相談を一体的に実施
【課題･目的】
地域の実情に即した雇用対策として、ハローワークから遠隔地にある御前崎市の市民への

サービス充実を図るため、①市と民間企業が第３セクターにより運営するケーブルテレビを通
じた求人情報提供、②ハローワークによる出張相談を併せて行うことにより、効果的な住民
サービスを実施。

5km

ハローワーク掛川

御前崎市役所

② 出張相談（一日ハローワーク）（平成２２年５月～）
毎月第４木曜日に、職員等が市役所へ出張し、求人情報の提供、職
業相談・職業紹介等を実施（13時半～15時半までの２時間）。

【実施概要】

【役割分担】

【効果（出張相談）】

【御前崎市】
◆ケーブルテレビの運営
◆ハローワークインターネットサービス
から求人情報を取り出し（週２回）

◆出張相談の場所の提供

【ハローワーク】
◆求人情報提供のピックアップ
◆出張相談

◆ 利用状況（平成2７年4月～平成２７年６月）利用者数１９８名、紹介件数８名、就職件数２名
＜平成2６年度：利用者数５７４名、紹介件数４５名、就職件数１３名＞

◆ 市民には、求人情報をケーブルテレビを活用し提供したり、求人情報誌（所作成）を御前崎市を通じ
て提供しているが、さらに充実したサービスを行うため、一日ハローワークにより求人の詳細な内容等
の相談や紹介を行うことができ、就職促進につながっている。

＜御前崎市コメント＞
◆ 多くの市民がケーブルテレビに加
入され、インターネットを閲覧でき
る環境がなくても求人情報を見るこ
とができるので、引き続き継続して
いきたい。

◆ 当市からはハローワークが遠く、
交通の便も悪いため、出張相談によ
る「一日ハローワーク」の実施をお
願いしているが、利便性が向上し、
利用者から好評を得ているので引き
続き継続して欲しい。

＜ハローワークコメント＞
交通の利便性が悪いこともあり、

「ケーブルテレビによる情報提供」と
「一日ハローワーク」は市民にとっては
有効な求職活動の機会となっているため、
引き続き実施していくことにより、一人
でも多くの方の求職あるいは就職支援に
努めていきたい。

① ケーブルテレビ（平成２４年１１月～）
放映は１日１１回、毎回５～６件の求人情報を約７６００世帯へ提供。求人情報
は「事業所の所在地（勤務地）が御前崎市の求人」で「正社員求人」を選択。
※ 毎週１回、ハローワークが、「急募求人」や「開拓求人・リフレッシュ求人（条件緩和指導により
緩和された求人）のうち、正社員求人で充足の可能性が高いと思われる求人」をピックアップし、市
を通じてケーブルテレビに提供。
※ 見ることができる項目は、求人受理日・求人番号・事業所名・職種・勤務時間・給与。

≪照会先≫ 静岡労働局職業安定部職業安定課 ・・・・・・・・・・（ＴＥＬ：０５４－２７１－９９５０）



ケーブルテレビ「佐用町チャンネル」へ
「ハローワークたつの求人情報」配信

＜佐用町コメント＞
テレビ電波が届きにくい地域に

つき、町民のほとんどがケーブル
テレビ契約され、インターネット
環境が無くとも求人情報が見るこ
とが出来る。

＜労働局コメント＞
同町内の求人者の求人情報が町内
に行き渡り、町民の応募促進にもつ
ながっている。求人者及び求職者両
者へのサービス向上となっている。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

≪照会先≫ 兵庫労働局職業安定部職業安定課 職業紹介係（078-367-0802）（hyogo.syokai@antei.mhlw.go.jp)

【兵庫県佐用町】 【兵庫労働局ハローワークたつの】

【実施概要】

【役割分担】

遠隔地の求職者への求人情報の提供

佐用町から当所まで車で約1時間を要し、交通機関も便利で
は無いことから、ハローワークまで足を運ばなくても自宅に居
ながら求人情報が閲覧できる。

【佐用町】
ハローワークたつのから

メールにより提供された求人
情報のデータを町役場がケー
ブルテレビの「佐用町データ
放送」に取り込む。

【ハローワーク】
前週1週間に受理した求人の

中から、ハローワークインター
ネットサービスで全項目公開可
となった求人を対象にした求人
情報をエクセルデータ化し、毎
月曜日に町へ提供。

【効果】

ハローワークが毎週作成した求人情報を、
ケーブルテレビを通じて町民に提供



９ 巡回相談等 



一日移動安定所の実施

＜多古町コメント＞
実施前から問い合わせが多数あり、

地域住民の関心度は高いものと思われ
る。実施回数は現状のままで良い。
＜東庄町コメント＞
ハローワークが遠いため、実施はと

ても助かる。できれば年４回はやって
欲しい。
＜ハローワークコメント＞
町の積極的な周知活動があり、多く

の住民の利用がある。地理的にも定期
的な開催の必要性が高い。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

≪照会先≫千葉労働局職業安定部職業安定課（ＴＥＬ：043-221-4081）(http://chiba-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/)

【千葉県香取郡多古町】【東庄町】 【千葉労働局ハローワーク佐原】

【実施概要】

【役割分担】

地域の住民及び事業主に対する行政サービスの向上を
図るため、年２回実施する。

◆ 求人情報を２７名に対して提供し、うち１０名の職業相談
と２名の職業紹介を実施。

【多古町・新庄町】
◆住民への周知および
◆相談用の部屋の確保
◆電話・コピー機の用意

【ハローワーク】
◆職業相談等の業務

【効果】

町庁舎の一室を使い、職業の相談・紹介や求人受理、
雇用保険に関する相談などを行うため、職員２名を派遣。

◆ ハローワークのサービス内容を広める良い機会となる。



日本一広大な面積を有する高山市
住民サービスのため、市と連携した巡回相談を実施

＜高山市コメント＞
支所地域においては、ハローワークが

遠く、求職活動が困難な状況にあるため
巡回相談を実施していますが、利便性が
格段に向上し、利用者からも好評を得て
います。今後も継続して実施していきた
いと考えています。

＜労働局コメント＞
広大な面積を有する高山市では交通の

利便性の問題もあり、巡回相談は地元住民
の方々にとっては有効な求職活動の場。
多くの方に利用いただき、１人でも多く
の求職者の就職につなげたい。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

≪照会先≫ 岐阜労働局職業安定部職業安定課（ＴＥＬ：058-245-1311）（ http://gifu-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/)

【岐阜県高山市】 【岐阜労働局ハローワーク高山】

【実施概要】

【役割分担】

市町村合併により、高山市が管轄する面積は日本最大になり、
市民サービスの利便性の向上や、住民の生活の安定、また、企業の
人材確保を図るため、地域の実情に即した雇用対策に取組むこと
を目的として、各支所での巡回相談を実施している。

◆ 平成２５年４月～平成２６年２月までの間の利用者は５１６人、紹介件数は７６件、
就職者数は４９人。
◆ ハローワーク本所まで出向かなくても相談・紹介を受けられることで利用者に好評。
◆ 巡回相談は住民に定着してきており、ハローワークとの連携も一層図れるようになっ
てきている等、各支所からも継続してほしい旨の評価を得ている。

【高山市】
◆各支所庁舎内に職業相談のため
の会議室等の確保
◆住民への周知・広報

【効果】

高山市の９か所の支所を月１回巡回し、求人情報の提供、職業
相談、職業紹介を実施。
本庁から各支所までの所要時間や積雪地であることを考慮し、

相談時間は１３時から１５時までの２時間としている。
求人情報の提供には、紙ベースによる求人情報紙のほかに求職者
閲覧用としてモバイルパソコン２台と管理端末１台の３台を持参。
市は、各支所への巡回相談日（予定）を、毎月の広報紙に掲載

し周知するとともに、相談会場を提供している。

【ハローワーク】
◆就職支援ナビゲーターによる巡回相談
◆求人情報をダウンロードしたモバイ
ルパソコンによる求人情報の提供
◆求人情報紙の配付
◆レンタカーの配置



「子育て日本一」を目指す大垣市
子育て中の方の就職支援に、巡回相談を実施

＜大垣市コメント＞
「子育て日本一」を目指す大垣市とし

て、大垣市子育て総合支援センターにお
いて、岐阜労働局と一体となって、子育て
中の方の就業を応援しています。

＜労働局コメント＞
子育て中の方を支援する「マザーズ

コーナー」の利用を周知し、個別支援で
の履歴書作成等も有効活用してもらって
います。就職への心配ごとを多面的に
サポートできるので、安心して相談に来
てもらえます。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

≪照会先≫ 岐阜労働局職業安定部職業安定課 （ＴＥＬ：058-245-1311）（ http://gifu-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/)

【岐阜県大垣市】 【岐阜労働局ハローワーク大垣】

【実施概要】

【役割分担】

出産、育児等で就労にブランクがある方は、情報不足から労働市場
への復帰に不安がありがち。「子育て日本一」を目指す大垣市と連携
し、就職準備に必要な情報を提供。

◆平成２５年４月から平成２６年３月までの巡回相談の利用者は１０２人、
紹介件数７７件、就職件数４５件。
◆ハローワークへ行くのは少し敷居が高い・・。就職活動準備はどうしたらよ
いの？ 小さい子がいても就職できるか心配・・。という不安に、個別の状況
に合わせた丁寧な対応や情報提供を実施し、就職に結び付いている。市や利用
者からの希望で、巡回相談回数を平成２５年度から月２回に増設実施中。

【大垣市】
◆子育て相談
◆保育所情報等の子育て
支援情報提供

【ハローワーク】
◆雇用失業情報、求人情報等の
提供

◆マザーズコーナー利用誘導

【効果】

地域の中核的子育て支援拠点である「大垣市子育て総合支援セン
ター」で、月２回巡回相談を実施。施設の子育てサロン開催日にあわ
せた巡回相談により、気軽に相談できるようにしている。

・・・・・・・・・



１０ 子育て中女性等の支援 
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子育て中の方の不安解消を目的にセミナーを実施

＜仙台市コメント＞
子育て中の方が、求職しながら、区役

所等で保育の情報収集をすることは難し
い場合も想定される。そのため、利用者
のニーズにあった情報提供をきめ細やか
に行うという点で、マザーズハローワー
ク青葉との連携は効果的と考える。

＜労働局コメント＞
子育て中の方が働くという場合には、

就職先と子供の預け先を同時に探さなく
てならず、仙台市（保育所等の情報）と
マザーズが一緒にセミナーを行うことで、
その不安を解消できる。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

≪照会先≫ 宮城労働局職業安定部職業安定課 ℡：022-299-806１ http://miyagi-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp

【宮城県仙台市】 【宮城労働局マザーズハローワーク青葉】

【実施概要】

【役割分担】

就職活動の気持ちはあっても、子供の預け先に対して不安を持っている子育て中
の方を対象とし、預け先の状況と就活の進め方の説明を同時に行うことで、就職に
対するイメージを明確化するもの。

セミナーにおいて、以下の内容を実施
◆子育て中の求職者を対象に保育所の入所情報（申込や保育所の一日の流れなどの
説明）

◆過去の職歴・資格等の就職に向けての棚卸（自己整理）、働く目的、働ける時間、
休日等（条件の明確化）の整理

≪マザーズハローワーク青葉のセミナー風景≫

◆ 参加者の声
「保育所以外にもいろいろな選択肢があることがわかり、大変参考になった。」
「直接、仙台市の担当者の話が聞けて、信頼・安心できた。」

◆ マザーズハローワーク青葉が仙台市と一体となりセミナーを実施することで、
子育てしながらの就労する不安の解消を図ることができた。

《開催実績》
・参加者数 ２４名（平成25年度）
・仙台市と連携したセミナーは、平成２０年度から毎年開催（年１回）。

【効果】

【仙台市】
◆認可・無認可の違いや保育所以外
の預け先の説明

◆保育料の負担軽減制度や待機児童
ゼロに向けた取組の説明

◆保育所の一日の生活の流れの説明

【ハローワーク】
◆就職に向けた準備や就職の進め
方の説明

◆求人票の見方や最低賃金制度な
ど、より具体的な情報の提供

◆局ホームページ及びハローワー
ク窓口で求職者へ周知



国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【群馬県太田市】【群馬県】【太田商工会議所】【群馬労働局ハロ－ワーク太田】

地域との連携により 「子育て支援就職面接会ｉｎおおた」 を開催！

【目的】
子育てしている方々へ就職する出会いを提供し、また、子育て
している方々を受け入れるため、事業主の意識改革を図る

【実施概要】

【役割分担】

【太田市】
◆児扶手当受給者に参加要請
◆市広報での周知

◆おおたんの提供 など

〈照会先〉 群馬労働局職業安定部職業安定課（ＴＥＬ：０２７－２１０－５００７）

＜太田市コメント＞
太田市として、独自の雇用対策が何
か出来ないか悩み続けてきたが、今
回の子育て支援のための就職面接会
は「モノづくりの街おおた」にマッチ
したものであり、また、関係機関が
連携することの重要性を痛感した

＜太田商工会議所コメント＞
全国でも稀な就職面接会を開催し、
全国の会報にも紹介され、本当に満足
するイベントを開催することができた

【群馬県】
ぐんまちゃんの提供 など 【共通】

◆参加企業要請のための
事業所訪問
◆相談コーナー担当 など

【太田商工会議所】
◆会場提供
◆会報での周知 など

清水太田市長の「女性の社会進出を支援」という新たな政策
が発端となり、ハローワークが発案して「太田市」、「群馬
県」、「太田商工会議所」、「ハローワーク」の４団体の連携
により、３月１４日（金）に「子育て支援就職面接会」を開催
した。
会場は、面接コーナーの外に、メイクアップ相談、キャリア
アップ（職業訓練）、福祉のお仕事相談、保育園相談などの相
談コーナーを設置し、また、ゆるキャラ「おおたん」や「ぐん
まちゃん」との記念撮影コーナーも設け、地域の状況に応じた
盛大な子育て支援としての就職面接会となった
なお、今回の面接会を通じて、ある新聞社の支局長からは、
「この事業は、うちも支援させて頂きたいので大きく取り上げ
ました。」という言葉もあり、国、地方公共団体、関係団体、
プラス報道機関という新たな連携が生まれ、今後の行政運営の
ひとつの方向性が見えてきたように思える

主催者を代表して清水太田市長が挨拶 賑やかなキッズ預かりコーナー

参加要請を行う太田市（左側）、商工会議所幹部（右側）、根岸ハ
ローワーク所長（中央）

ぐんまちゃん

おおたん

【結果】

【ハローワーク】
◆運営企画全般
◆求職者への参加要請
◆関係団体との連絡調整
◆マスコミ、広報対応 など

参加企業１５社に対して求職者１４４人、子供さん７３人が参加し、２４人の参加者が就職に結びついた。
＜事業所アンケート＞
◆先ず、就業希望者の多さに驚きました。今回の企画は、企業側、求職者にとっても意義ある面接であったと感じました
◆「子育て支援」の趣旨には賛同しますので、今後、今日の経験を生かしていきたいと思います

＜参加者アンケート＞
◆子供を預けて面接に集中できたことが本当に助かりました。とても良い機会を提供して頂き有難いです
◆様々な企業が集まっていて気軽にお話を伺えて良かったです。今後も定期的に、このような面接会があればと思います



長野県と長野マザーズコーナーとの連携により、
子育て中の女性に対する就職支援を実施

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

≪照会先≫ 長野労働局職業安定部職業安定課 （ＴＥＬ：０２６－２２６－０８６５）

【長野県】 【長野労働局ハローワーク長野マザーズコーナー】

【実施概要】

【役割分担】

子育て等により離職した女性は再就職や育休復帰後の就業に悩みや不安を抱えており、
そのような子育て中の女性に対し、ハローワークと県が連携して保育や就職等について
の情報提供・相談を行うとともに、就職支援セミナー、職業紹介を一貫して行うことで、
子育て中の女性の就職促進を図る。

◆県のアドバイザーがマザーズコーナーで直接支援を行う等の機動的な対応により、
国と県の就職支援をワンストップで受けることができ、利用者のサービス向上につ
ながっている。
◆セミナーの定期開催により、就職のための知識習得の機会が増大している。
県及び国の事業について、相互利用が見込まれる。

【効果】

長野マザーズコーナー（ハローワーク長野外部施設）に隣接する県の施設（ジョブカ
フェ信州）に県の「子育て女性の就業促進事業」により女性就業アドバイザーが配置さ
れ、マザーズコーナー利用者の希望に応じ、同アドバイザーがマザーズコーナーの専用
窓口に移動し、県の施策に基づく各種情報の提供や相談を実施。また、ハローワークと
県が連携し、子育て女性のための就職支援セミナーをマザーズコーナーにおいて月1回
程度開催。 就職支援セミナー実施風景

【長野県】
◆マザーズコーナー利用者に対する女性
就業アドバイザーによる就業相談

◆県の独自サービス等に関する情報提供、
県システムへの利用登録

◆就職支援セミナーの企画、開催

【ハローワーク】
◆マザーズコーナー利用者に対する職業
紹介・相談

◆県のアドバイザーに対する相談窓口
の提供
◆就職支援セミナーの企画、受講者の
ための託児契約の締結

＜長野県コメント＞
女性の就業促進は当県における重要
施策の一つであり、県と国が一体と
なって、女性一人ひとりのニーズに
沿った対応をとることで、就職に結び
付いていくことを期待したい。

＜労働局コメント＞
マザーズコーナー内での県のサービ
ス提供は、求職者への情報提供の幅が
広がり、セミナー開催数が増大するこ
とと合わせ、国の就職支援サービスと
の相乗効果が生じている。



国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【静岡県掛川市】【静岡労働局 ハローワーク掛川】

市が目指す障害者の500人就労に向け、障害者雇用に特化した協定を締結！
【課題･目的】

掛川市は、平成25年度から平成28年度末までに、就労を希望する掛川市内の障害者を新規
に500人就労させることを目指しており、「障がい者新規就労５００人サポート事業（※1）」な
ど、掛川市独自の障がい者就労推進事業を推進。
この目標に向け、市と国が強力に連携を進めていくこと等を目的に、障害者に特化した「障

がい者雇用の推進に関する協定」（※２）を締結。

※1 本事業について、掛川市では実施に係る理念を明確化し、事業の方向性や取り組むべき事項等を明らかにす
るため、平成２８年３月に「障がいのある人の「働きたい」をかなえる条例」が制定された。

※２ 平成27年12月に市長と労働局長で締結した「掛川市雇用対策協定」の中に盛り込まれている「障がい者の
雇用対策の推進」を掘り下げるもの。締結主体は掛川市福祉事務所長と掛川公共職業安定所長。

「障がい者雇用の推進に関する協定」に基づき、以下の取組を実施。
※ 協定により「500人就労」という共通の目標を立てるとともに、そのための達成手段を体系的に整理することで行
政のマンパワーを効率よく最大限発揮することが可能になる。

① 掛川市が取り組んでいる「障がい者新規就労５００人サポート事業」の相談者を就職・就労
等に繋げるため、掛川市とハローワーク掛川が連携しつつ、「チーム支援」制度を活用して就
職から職場定着までの一貫した支援を実施。

② 掛川市をはじめ福祉・教育機関等との連携による就労支援・定着指導等を実施
・求人情報の提供、職業相談・職業紹介、職業訓練のあっせん、求人開拓等を実施
・障害者ミニ就職面接会や就労支援セミナー等の開催（年２回共同で開催）

・事業所への障害者雇用の理解促進・定着指導（共同で事業所訪問を月2回程度実施） 等

【実施概要】

【役割分担】

【効果】

【掛川市】
◆ ＨＰや広報等による周知
◆ 「５００人サポート推進室」（市役所内に
設置）で障がい者との相談を実施

◆ ハローワークへの同行訪問による支援
◆ ハローワーク職員との事業所訪問
◆ 就労支援セミナーの企画 等

【ハローワーク】
◆ チーム支援により「障害者就労支援
計画」を作成

◆ 求人情報の提供、職業相談・紹介
◆ 訪問事業所の選定や訪問時の法定雇
用率達成指導・助成金制度等の周知

◆ ミニ就職面接会の企画 等

障害者就労件数（目標）１４５件（平成２７年度）

＜掛川市コメント＞
「障がい者が自立して生き生きと生活で
きる環境づくり」を進める中で、「障が
い者新規就労５００人サポート事業」を
実施することにより、障がい者の働きや
すい環境づくりや障がい者雇用への理解
や認識が深められる。

＜労働局コメント＞
地域における社会的責任の観点から、

障害者雇用の促進に向け、相互に連携し
て就労支援を図ることは重要。
また、「掛川市で実施する生活支援や

自立に向けた総合的支援」と「国が実施
する雇用支援」に連携して取り組むこと
により、企業等の障害者雇用への理解と
認識が深まるとともに、障害者の抱える
様々な課題への総合的な支援が可能に
なった。

障がい者雇用の推進
に関する協定

若年者 障害者
生活
困窮者

より詳細に規定

障がい者就労推進条例

市における障害者施策の
目指すべき方向性を規定

雇用対策協定



自治体の広報制度を利用した潜在求職者へのアウトリーチ事業

＜新城市コメント＞

男女共同参画事業の一環として女性の
社会進出の手助けとなるようにバック
アップをしていきたい。今後も継続して
連携をする。

＜労働局コメント＞

託児付のセミナー等を増やし、就職へ
の意欲と関心を高め、女性の労働力が地域
社会に反映されることを期待しています。
山間地域の方から継続してセミナーを開催
してほしいとの要望もいただいています。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

【愛知県新城市】 【愛知労働局ハローワーク新城】

【実施概要】

【役割分担】

◆受講希望者３０名（欠席者３名）のうち１５名が新規登録
◆第１回開催時の求職者１４名の内３名が就職決定
◆第２回開催時の求職者１３名のうち３名が４月開講の公共訓練「パソコ
ン・事務マスター科」を受講予定

【新城市】

◆市民福祉部こども未来課を窓口とし、

メール登録をしている未就学児のいる

1600世帯へのセミナー（臨時号）の案内

◆広報紙への掲載

【ハローワーク】

◆会場の選定と借上げにかかる手続き

◆セミナー講師の依頼

◆管内自治体の広報紙掲載の依頼

◆求職者への積極的な呼び掛け

◆リーフレット作成

◆ＨＰでの案内

【効果】

■第１回 1/21～1/23 新城市生涯学習センターちさと館にて開催
■第２回 3/10～3/12 鳳来中央集会所にて開催

出産・育児等で職を一旦離れた方達への託児
付きの就労支援事業

２回とも初日の午前中は就職支援セミナーとしてあいちマザーズ
ハローワークの就職支援ナビゲーターが講師を務め、今後の将来設計
及び就職にあたっての心構え等を説明。
初日の午後から最終日までは、民間委託したパソコンセミナーの講
師による実技講習。

≪照会先≫ 愛知労働局職業安定部職業安定課（ＴＥＬ：052-219-5505）（http://aichi‐roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp)



子育て中の方のための託児付き保育情報セミナーの実施

＜名古屋市コメント＞
当該セミナーを通して保育所の

状況などの理解が深まることは有
意義な機会であったと考えています。

＜労働局コメント＞
定員を超える申込みがあったた

め、受講及び託児の定員を増員し
対応したが、それでも倍の方の申
込みがあったことで当該情報への
関心の強さが伺われました。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

≪照会先≫ 愛知労働局職業安定部職業安定課 （ＴＥＬ：052-219-5505）（http://aichi-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp)

【愛知県名古屋市】 【愛知労働局あいちマザーズハローワーク】

【実施概要】

【役割分担】

子育てと就労を両立するうえで必要な保育の情報をセミナーとして
行うことで、不安や疑問を払拭し前向きに就職活動を進めることを
目的に開催

申込者30名（うち託児希望23名・子23名）、受講者15名
（うち託児12名・子12名）となり、受講者のうち就職者は３
名で、いずれも託児希望者であった。

【名古屋市】
セミナー内容の企画及び資

料作成、講師の派遣、質疑応
答への対応等

【ハローワーク】
セミナーの企画・提案、

申込み受付、セミナー・託児
会場の提供、リーフレットの
作成等広報活動

【効果】

名古屋市子ども青少年局保育部保育運営課の職員を招いて、セミナー
を開催し、平成２６年度の保育所状況や平成２７年度の入所申込みにつ
いて情報提供。なお、来年度についても受付が始まる１０月近辺を目途
に２回実施予定。



地域の中核産業の人材確保のため、共同事業として「女性のための
再就職サポートセミナー」を実施

＜豊明市コメント＞
セミナー参加者はみんな熱心に耳

を傾けていたので、今回聞いたこと
の多くが彼女たちの再就職の手助け
になったと思います。

＜労働局コメント＞
自治体における広報は、広く市民

に伝達でき、潜在求職者の掘り起こ
しに有効であるため、今後も連携を
強化したい。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

【愛知県豊明市】 【愛知労働局ハローワーク名古屋南】

【実施概要】

【役割分担】

子育て中の女性等、潜在する女性労働力の活用を図るため、働き
に出ることに伴っての不安、阻害要因の払拭のための支援を目的と
したもの

◆ 参加者数：１１名（２５歳～５２歳）
◆ 就職意識の構築のほか、就職への不安や阻害要因の払拭を図るため
のサポートメニューを紹介。安定所情報や専門員の助言の積極的に活
用するよう周知することができた。

【豊明市】
◆会場の確保
◆市役所各部署、並びに広報を
利用した市民への周知

◆申込み受付

【ハローワーク】
◆ハローワークを利用する市内
在住者に対し、あらゆる機会
（郵便を含む）を利用した周知

◆講師の派遣
◆申込み受付

【効果】

豊明市内に在住する女性を対象として、安定所就職支援ナビゲー
ターによる、２部構成（1部：就職活動における「自分」を知る、
2部：就職活動に必要な知識や情報を知る）のセミナーを実施。

≪照会先≫ 愛知労働局職業安定部職業安定課（ＴＥＬ：052-219-5505）（http://aichi-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/)



ひとり親家庭等の支援を強化するため、情報共有を強化

＜三重県コメント＞
ひとり親家庭の就労支援と子育て

ママ等の就労支援について、関係機
関等で考える機会となり、三重県が
実施予定の事業とも連携して行く良
い事例となった。

＜労働局コメント＞
母子家庭の母等の支援は、関係機

関が複数あるが、そういった機関の
力を合わせることで相乗効果を生む
ことが重要。
そのためには、まず定期的に情報

共有・意見交換をすることが必要で
あり、この取組はそういった場とし
て機能している。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

【三重県】【（一財）三重県母子寡婦福祉連合会】【三重労働局ハローワーク津】

【役割分担】

県内のひとり親家庭等福祉関係者が一同に会する「三重県母子寡婦福祉指導者
研修会（三重県母子寡婦福祉連合会開催）」（年１回開催）において、ハロー
ワーク津・三重県の各施策を関係者と情報共有・意見交換することにより、地域
におけるひとり親家庭等支援機関の連携を深めていく。
※県の施策：三重県ひとり親家庭等自立促進計画に基づく支援事業（研修事業・生活・就業支援等）
国の施策：マザーズＨＷ事業及び生活保護受給者等就労自立促進事業等
母子寡婦福祉連合会の施策：三重県受託・委託事業（研修事業・生活・就業支援・相談・紹介等）

※ 意見交換等を通じ、県・国が行う施策の理解を図る。また、互いに連携できるところがないか等

の話し合いを実施し、連携強化につなげることができる。

◆三重県・（一財）三重県母子寡婦福祉連合会が事業を幅広く関係者（112人）に周
知し、ハローワークの事業も情報共有が進んだ。
◆三重県・三重県母子寡婦福祉連合会・ハローワークとの連携が強化され、今後支援
の拡大が期待できる。
◆支援が必要な方に情報が届き、関係機関の利用が促進される。

【三重県】【三重県母子寡婦福祉連合会】

◆企画立案・打合せ会議・当日の運営等
◆県の施策説明とパネルディスカッショ
ンのパネラー

【ハローワーク】

◆マザーズＨＷ事業及びひとり親就労
支援事業等の周知
◆所長による全体挨拶
◆統括職業指導官による講演とパネル
ディスカッションのパネラー

【効果】

≪照会先≫ 三重労働局職業安定部職業安定課 （ＴEL：０５９ー２２６－２３０５）（HP：mie-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/)

（意見交換により具体的に開始した取組・見直した取組）
・県が行うセミナーに対し、国が求職者に積極的に参加勧奨を行うこととした。
・県が2月に開催する「ひとり親就活フェア」に、三重労働局として後援を行い、各ハローワー
クで周知・誘導を実施することとした。
・3月にハローワーク松阪管内の地域で「ひとり親支援に係る研修会」を開催することとした。

研修会開催地の地元市長挨拶



地方自治体と民間企業が実施する子育て支援サービスとマザーズハローワーク
事業の連携による子育てと仕事の両立支援を実施

＜堺市コメント＞
国の労働関係機関と自治体、民間企

業がこのような形で連携して子育てを
支援する取組は、全国でも他に類いを
見ないものです。「子育てのまち・
堺」の実現に向けて、今後より一層連
携を強化していきたいと考えています。

＜労働局コメント＞
子育てをしながら就職を希望される

方に対する就職支援を行うマザーズハ
ローワークと、子育て支援拠点である
「キッズサポートセンターさかい」を
利用される対象者が同一であることから、
相乗効果により、双方の利用活性に

つながるものと考えています。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

≪照会先≫ 大阪労働局職業安定部職業安定課（ＴＥＬ：０６－４７９０－６３００）

【大阪府堺市】 【大阪労働局ハローワーク堺】

【実施概要】

【役割分担】

◆ 地方自治体・民間企業・国、それぞれの特徴を活かし、充実した周知広
報の実施
◆ ３者が運営する施設を活かした、共同イベントの実施

【堺市】
◆子どもと保護者等の集い・憩い・
交流の場の提供

◆絵本コーナーの提供
◆子育て相談・発達障害児支援
◆子育て支援イベントの実施
◆親子の室内遊び場の提供
◆イベントスペースの運営 等

【ハローワーク】
子育てをしながら就職を希望して
いる方に対する
◆担当者制による職業相談
◆地方自治体との連携による保育
所等の情報提供

◆仕事と子育ての両立がしやすい
求人情報の提供 等

堺市と民間企業が共同で実施する子育て支援サービスと、
堺マザーズハローワークが実施するマザーズハローワーク事業を連携
して子育て女性に対する支援を充実させる。

子育て支援サービスを提供することにより、子育ての孤立化を防ぎ、
子育てに関する不安感や負担感を軽減するとともに、幅広い層の市民
が利用しやすく親しまれる子育て支援の場を提供し、子育てと仕事の
両立に関する支援を実施する。

【効果】



＜堺市コメント＞
子育てをしながら再就職を希望される方に

堺市の保育施設の選び方や申込み方法などの
情報を提供し、仕事探しとお子様の預け先を
みつける際のノウハウをお伝えさせていただ
きました。引き続き、労働局との連携の強化
をはかり「子育てのまち・堺」の実現をめざ
していきたいと思います。

＜労働局コメント＞
国が持つ就職支援のノウハウと、市が持つ

保育関連情報を一体的に提供することで求職
者の持つ悩みを同時に解消することができま
した。
また、共同実施にあたり、国側の保育関連
サービスの知識が向上するなどのメリットも
感じました。
引き続き、連携を強化し、よりよいサービ
スを提供していきたいと思います。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

≪照会先≫ 大阪労働局職業安定部職業安定課 （０６-４７９０-６３００）

【大阪府堺市】 【大阪労働局堺マザーズハローワーク】

【実施概要】

【役割分担】

子育て中の求職者においては、保育所入所に不安を抱いている方が多い。
市が持つ保育関連情報と国が持つ就職準備に必要な情報をワンストップで
提供することにより、子育て中の求職者の不安の解消と就職意欲の向上を図る。

【堺市】
保育関連サービスの情報提供
◆認定こども園について
◆保育所について
◆地域型保育事業について
◆保育所の利用状況について
等

【国】
就職準備セミナー
◆再就職のための準備
◆最近の雇用失業情勢
◆自己分析
◆職業理解・決定
◆意見交換会 等

子育て中の求職者に
市の「保育関連情報の提供」と国の「就職準備セミナー」を共同実施

子育て中の求職者に対して、これから就職を目指すために必要な知識を伝える
ため、国が就職準備セミナーを開催。同時に、市が保育所入所にかかる手続
き等の説明を行い、早期に就職が実現できるよう手助けも行った。
※ セミナー実施後、個別相談も実施
※ セミナー内容については、事前に国と市が意見交換し、ワンストップ支援が実現できるよう調整

【効果】
◆ 参加者 １３名 参加者のうち職業相談後、就職できた方 ３名
◆ 新たな保育サービスを早期の段階で知っていただくことにより、就職準備を整え、
就職活動に向けた意欲の喚起を行い、早期の就職促進を図ることができた。
◆ アンケート結果においては、平成２７年４月改正の保育所入所に係る説明と就職
活動の説明を、同時に聞けたことに対し、高く評価する求職者が多かった。



子育て中の方等を対象に、再就職の意欲喚起等を目的とした
「子育てママの就活準備セミナー」を実施

＜交野市コメント＞
ハローワークと連携することで、子育て

女性に対する効果的なセミナーが実施できた
と感じています。今後とも子育て女性に限ら
ずハローワークと連携し、地域における就労
支援事業の充実を図っていきたいと考えてい
ます（交野市地域社会部人権と暮らしの相談
課）。

＜ハローワークコメント＞
交野市と連携し、市の施策とハローワーク

の再就職セミナーを併せて実施することで、
参加者の知りたい情報を一元的に提供できま
した。また、セミナーの調整の中で国側の知
識が向上するなどのメリットも感じました。
今後とも連携を深め、利用者ニーズに沿った
取り組みを進めていきたいと考えています。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

≪照会先≫ 大阪労働局職業安定部職業安定課 （ＴＥＬ：０６－４７９０－６３００）

【大阪府交野市】 【大阪労働局ハローワーク枚方】

【実施概要】

【役割分担】

子育て中の方で再就職を目指す方、今後子育てをしながら就業を
希望する方に対し、再就職の意欲喚起、再就職に向けた不安の払拭
を図るとともに、マザーズコーナーの利用促進を目的に実施した。

◆ 参加者数 １５名
◆ 市の施策とハローワークのセミナーを併せて実施すること
で参加者から好評価

◆ より一層の連携体制の構築

【交野市】
◆会場の確保
◆セミナー講師
◆周知・広報

【国】
◆セミナー講師
◆周知・広報
◆託児サービスの設置

【効果】

子育てママの就職活動セミナー
○ハローワーク枚方マザーズコーナー
・応募書類の書き方・面接の受け方、採用のポイントについて
○交野市 健やか部こども園課
・交野市の子育て支援施策について



子どもと一緒に図書館のイベントを楽しみながら
就職支援が受けられる「教えて！ハローワーク」を共同開催

＜大阪市立淀川図書館のコメント＞
今回の事業は、大阪市初の連携事業として、

互いのノウハウを活かす取組みができました。
各地域図書館では、「しごと支援コーナー」

を設置し、就職や起業に役立つ資料を収集・
提供しています。今後も各区の実情に応じた
地域施設との連携・協力を進め、地域の多種

多様な課題解決を支援します。

＜労働局のコメント＞
図書館との連携は、大阪府内初の試みで、

これまでハローワークを利用したことがない方
へも、就職支援の手を差し伸べるきっかけ作り
となりました。引き続き、地域の関係機関との
連携を強化し、地域サービスの向上を目指して
いきたいと思います。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

≪照会先≫ 大阪労働局職業安定部職業安定課 （０６-４７９０-６３００）

【大阪市立淀川図書館】 【大阪労働局ハローワーク淀川】

【実施概要】

図書館で実施するイベントと共催することにより、乳幼児連れで参加しや
すい内容とし、子育て世代の就職支援に繋げることを目的として開催。

◆参加者数9組。ハローワークを利用したことのない方の参加もあり、
子どもと一緒になって、保護者が就職について考えることができ、
子育て世代の就職支援に貢献できた。

◆淀川図書館との共催に注目が集まり、テレビ放送（ＮＨＫ）される等、
地域サービスの普及にもつながった。

【ハローワーク】
◆ハローワークの利用案内
◆就職支援内容の説明
◆就職活動のアドバイス
◆求人情報、職業訓練情報の提供
◆管内自治体等への周知広報 等

子供と一緒に、保護者が気軽に就職について考えることができるように、
本の読み聞かせや手遊びとともに、ハローワークの利用案内、就職支援内
容の説明、及び就職活動のアドバイスを実施。「子供と一緒に参加可」
「途中入退場ＯＫ」とし気軽に参加できるよう企画。

【効果】

【大阪市立淀川図書館】
◆本の読み聞かせや手遊び
◆図書館の利用案内
◆淀川区の子育て支援に関する情報提供
◆子育て支援センター等への周知依頼
◆リーフレット作成 等

【役割分担】



児童扶養手当受給者等への就労支援を図るため、
港区と連携し、「夜間相談会」を実施

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

≪照会先≫ 大阪労働局職業安定部職業安定課 （０６-４７９０-６３００）

【大阪市港区】 【大阪労働局大阪マザーズハローワーク】

【実施概要】

【役割分担】

シングルマザー等は、就労時間に制約があるケースが多く家計の問題から
就職までの相談を一体的に行う必要がある。また、収入面等から転職希望の
在職者も多いため、夜間での相談が必要である。そこで、児童扶養手当支
給や子育て支援を担当する区役所とハローワークが連携し、シングルマザー
等に対して、幅広い分野の相談会を夜間に実施。

◆参加者１０名、参加した人のうち職業相談に移った者３人
◆「とても役立った」「遅い時間まで対応してもらえたのが良かった」等の声を
いただき、アンケート結果からも満足度１００％と回答を得ることができた。
◆区と一体で実施することにより、児童扶養手当受給者等への就労支援が効果的
に行えた。

【効果】

「ファイナンシャル・プランナーによる家計改善相談」「就職・転職相談」
「自立支援相談」「子育て支援相談」「子育て情報提供」等について区役所と
ハローワークが協力して夜間相談会を開催。（１７時～２０時）
※周知にあたっては、児童扶養手当の現況届の郵送の際に一緒に案内を送付。

【大阪市港区役所】
◆会場設営・運営・会場借上
◆周知・広報（区民だより・
メルマガ・ポスティングなど）

◆子育て支援相談
◆自立支援相談

【ハローワーク】
◆会場設営・運営
◆周知・広報（LINE・ホームページなど）
◆職業相談
◆ファイナンシャル・プランナー
による家計相談

＜大阪市港区コメント＞

シングルマザー等の「働く」を徹底的に支援する
ため、平成26年8月からハローワーク大阪西・
大阪マザーズハローワークと連携して、「シングル
マザーズ応援！ディーセントワークプロジェクト」
を展開するなかで、叱咤激励をいただきながら、
シングルマザー等のニーズに適った相談会を共催
でき、また普段の仕事だけでは得られない貴重な
体験をさせていただき、嬉しい限りです。

＜労働局コメント＞
港区役所は子育て支援や自立支援相談、大阪マ
ザーズハローワークは職業相談等、それぞれ役割を
分担し、連携しながら相談会を実施することができ
ました。
児童扶養手当受給者等の支援のためには 生活か

ら就労まで一体的に行うことが効果的なので、今後
も引き続き連携を進めていきたいと考えています。



子育て女性に対して、セミナー・面接会を共同開催

＜橿原市コメント＞
子育て女性の職場進出と市民

サービスのリンクが理解されやす
いため、今後も継続していきたい。

＜労働局コメント＞
参加者からは好評であり、女性

の能力活用のため、他の自治体へ
の開催を拡大していきたい。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

≪照会先≫ 奈良労働局職業安定部職業安定課 （ＴＥＬ：0742-32-0208）（http://nara-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/)

【奈良県橿原市】 【奈良労働局ハローワーク大和高田】

【実施概要】

【役割分担】

◆ 全国最下位にある奈良県の女性就業率の向上を自治体と共に目指す。
◆ 子育て中の女性が安心して職場に進出するために必要な環境整備
について、周知等を行う。

◆ 働くための準備、家庭内での協力関係の作り方、
仕事と家庭のバランス、市の実施サービスの理解が図れた。

◆ 面接会では、5件の求人に対して13名応募、就職2人

【橿原市】
◆セミナー・面接会の周知
◆会場の確保・設営
◆セミナー中の託児サービス
保育所情報等の情報の提供

【ハローワーク】
◆応募書類の作成方法
◆面接の心構え
◆求人の確保と面接会の開催

【効果】

◆ 市の施設においてこども未来課と共に子育て女性への就職セミ
ナーを開催。セミナー開催中は施設内で保育一時預かりサービス
を提供。セミナーに集中できる環境に。

◆ 子育て女性に向けた面接会を人権政策課(男女共同参画担当)と
共同して実施。



子育て女性等への就業支援を目的に、
「ママのための就活プロジェクト」を共同実施

＜下関市コメント＞
子育て女性等に対する支援は、下関市におけ

る重要施策であり、市と国が一体となって取り
組むことにより、子育て支援から就業支援まで
を一貫して行うことで、地域の活性化に繋がっ
ていくことを期待する。

＜労働局コメント＞
自治体と共同事業として実施することで、ハ

ローワークに行くことをためらっていた方など、
地域における潜在的な子育て女性等の状況・
ニーズの把握ができ、ハローワークのマザーズ
コーナーの周知も広く行うことができた。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

≪照会先≫ 山口労働局職業安定部職業安定課 ・・・・・・・・・・（０８３－９９５－０３８０）（http://yamaguchi-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/)

【山口県下関市】 【山口労働局ハローワーク下関】

【実施概要】

【役割分担】

出産・育児等を理由として離職している子育て女性等に対して、職業紹介・雇用対策等
を行うハローワークと、地域の実情に応じた子育て支援等の各種対策を行う下関市が、
一体的な支援を連携して実施することにより、求職活動を躊躇している方や再就職への不
安を感じている方への後押しとなることを目的として実施。

◆ 下関駅前にある「ふくふくこども館」には、就学前の子どもの遊び場であるプレイラン
ドや、子ども一時預かり室などがあり、子育て中の女性など多くの方が利用する施設におい
て実施することで、働きたいと考えている女性等への後押しを行うことができた。
◆ イベントでは、下関市のゆるキャラの「こころん」たちにも登場してもらい、ハロー
ワークのイメージアップと下関市のアピールをすることができた。
◆ アンケート回答58名 再就職準備セミナー参加27名（子24名） 職業相談12名 適職診断３名

【効果】

下関市において、次世代育成支援拠点施設「ふくふくこども館」が平成２６年４月に
オープンし、市民の交流と子育て支援の拠点施設と位置付けられた。そのため、子育て女
性等を対象に2ヶ月に1回、職業紹介・雇用対策等を一体的に行う国と、地域の実情に応じ
た各種対策を行う市が連携をし、「ママのための就活プロジェクト」を開催。
子育て女性等の再就職準備セミナーの開催や、ハローワーク下関マザーズコーナーの出

張相談に合わせて、子育て女性等が集まりやすいイベント（チェキ撮影や紙芝居など）によ
り集客を図り、就業に関する意向調査（就職時期や希望職種等を把握し、今後の支援事業の
内容を検討）や適職診断ブース等を設置して、「今すぐ働きたい」、「いずれ働きたい」方
の就業に向けた支援を実施。 ※マザーズコーナーの出張相談については、平成26年8月から毎月実施。

（再就職準備セミナーの様子）

【下関市】
◆会場の確保・各種イベント準備
◆市民への周知
（市報、ＨＰ掲載、ポスター・リーフレットの作成）

◆適職診断
◆アンケート調査（意向調査）

【ハローワーク】
◆求職者への周知
◆セミナー準備
◆マザーズコーナー出張相談

（当日のスケジュール）

ゆるキャ
ラ

下関市のゆるキャラの「こころん」（左）たち



出産・育児・介護等でしばらく仕事から遠ざかっている方を中心に、
再就職をお考えの方の就職活動を支援するため、市の保育情報、国及び
県による再就職に関する情報提供を行うなど、女性も男性も自らの意志
で社会への参画を目指す再就職希望者向けセミナーを開催。各機関の
利活用を促進し、相互誘導等、連携して再就職支援を実施する。

就労ブランクがある方へ、再就職支援合同セミナーで就活応援！！

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【目 的】

≪照会先≫長崎労働局職業安定部職業安定課・・・（095-801-0040）（http://nagasaki-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp)

【長崎県佐世保市】 【長崎県】 【長崎労働局ハローワーク佐世保】

【実施概要】

【役割分担】
【佐世保市】
◆事業の企画・広報・託児
◆会場の確保・申込受付

◆定員１５名
第１回：平成２６年６月開催 参加者：１２名、就職者数：３名
第２回：平成２７年１月開催 参加者：１３名、就職者数：７名（うち男性２名）

【効果】

【参加者の声】 トータル（保育所・子育て支援情報、就職支援情報）な内容で、今一番悩
んでいるポイントが明確になりました／行ってよかったです。書類のこと、面接のこと、
なんとなく対策しようとしていたので、具体的に実践しようと思いました／保育所の活用、
面接対策等今後の就職活動の参考になりました（特に面接トレーニング）／模擬面接があ
り、とても参考になりました／初めて参加しました。自分にとって行政の支援がわかりや
すい内容で良かったです。

＜佐世保市コメント＞
参加者の反応は良く、再就職活動に挑

む準備が出来たのではないかと思われる。
今後も、男女共同参画事業の一環として、
国や県と連携して、再就職を希望する
方々を支援するセミナーを開催したい。

＜労働局コメント＞
市の子育て・生活支援や広報力、県の
就職ガイダンス、国の再就職支援の各情
報が相乗効果を生み、不安を抱えながら
社会参加を目指している方に安心して就
職活動ができる支援が可能となった。

【国】◆講師派遣
【県】◆求職者への案内、誘導

◆資料、テキストの提供

佐世保市男女共同参画推進センター「スピカ」が主催する再就職支援合同
セミナーに、国（ハローワーク佐世保）、県（フレッシュワーク佐世保）
が講師を担当。平成２６年度は２回開催し、３部構成で講座を実施。

＜第１回＞
１部：雇用失業情勢やハローワークの再就職支援について（講師：ハローワーク）
２部：保育情報の提供について（講師：佐世保市子ども支援課）
３部：履歴書の志望動機講座（講師：フレッシュワーク）
＜第２回＞
１部：雇用失業情勢やハローワークの再就職支援について（講師：ハローワーク）
２部：履歴書の志望動機講座（講師：フレッシュワーク）
３部：面接の基本動作と模擬面接トレーニング（講師：ハローワーク、フレッシュワーク）
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帰省時の駅改札口に「出張ハローワーク！おかえり ふるさとへ」を設置

＜各町のコメント＞
定住・移住事業については、働く

場所を提供した周知が必要なため、
今後も連携を取りながら進めたい。

＜労働局コメント＞
UIターン希望者の掘り起こしは、

受け身ではなく積極的に求職者がい
る場所を訪問することが必要。「帰
省時」に「駅」で相談することは効
率的・効果的であるため、今後も実
施していきたい。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題・目的】

≪照会先≫ 盛岡公共職業安定所沼宮内出張所（0195-62-2139）

【岩手町】 【葛巻町】【岩手労働局ハロ－ワーク沼宮内】

【実施概要】

【役割分担】

人口減少で移住・定住対策が課題となっている岩手町・葛巻町の求
職者の掘り起こしのため、お盆の帰省客が集中する８月１２日・１３
日に、新幹線いわて沼宮内駅改札口付近に窓口を設置し、Ｕ・Ｉター
ン就職の促進を図る。UIターン希望者の掘り起しのため、時機を捉え
て効果的な周知を実施する。

◆パンフレット配付数：50部
◆Ｕ・Ｉターン者に対しては、就労支援・住居支援をセットで提供を行う
ことにより、ふるさとへの愛着を思い出させる機会になったと思う。

【ハローワーク】
◆正社員求人情報の提供
◆新たな求職者開拓（有資格者等）
◆設置窓口で資料配布

【岩手町・葛巻町】
◆各町で設置している相談窓口への
誘導

◆設置窓口で資料配布

【効果】

設置日：8月1２日・1３日 ９時～１６時
正社員求人情報の提供：事前にハローワークにおいて情報収集。
特に地元の中心産業である建設業・介護事業等の求人を中心に提供。
また、この日のために求人開拓も実施。

移住・関係資料の配布：町が行う「定住促進事業」等の案内を実施。
※ 窓口から、町が設置している各相談窓口（Ｕターン相談夏季特別窓口等）に誘導。
⇒ その場限りの取組にならないよう、継続的に支援！

※ 鉄道会社との調整は、ハローワークが直接駅長と行い、ブースの設置場所・設置時
間等の調整を行った。

岩手町・葛巻町に帰省する人の多くの人は、沼宮
駅を利用。求職者の掘り起こしを図る！



国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【群馬県】【群馬労働局】【前橋新卒応援ハローワーク】【群馬わかものハローワーク】

雇用対策協定により都内で初の ｢Ｇターン！ぐんま 若者応援就職面接会｣を開催！

【役割分担】

〈照会先〉 群馬労働局職業安定部職業安定課・・・ＴＥＬ ０２７－２１０－５００７

【群馬県】
・ＨＰでの県民への周知
・各市町村へのリーフ配付
・各施設でリーフ配付
・報道機関への資料提供
【ジョブカフェぐんま】
・連携を図る首都圏の大学
等への周知及び参加要請
・登録者への参加要請
・Ｇターンカフェでの周知

【面接会概要】
日 時；平成２７年１０月８日（木）
場 所；東京新卒応援ハローワーク
参加対象者；群馬県内へ就職を希望する平成２８年

３月大学・短大・専修学校等の卒業予
定者及び既卒３年以内の者

参 加 企 業：県内有力企業23社が参加
※「Ｇターンを対象とした特別採用枠（Ｇターン枠）」
として正社員の採用計画を立てた企業。

ぐんまちゃん

【労働局】
・企画、運営全般
・東京労働局など首都圏の
ハローワークへの応援要請
・職業安定部長をはじめ、
局幹部による大学等への訪
問による周知及び参加要請
【新卒応援・わかハロ】
・対象求職者への参加要請
・プチセミナー・相談

人事担当者の説明に耳を傾ける学生

UIターン希望者のための面接会を実施するには、学生が多くいる東京都内で行うことが有効的。
⇒ ハローワークの全国ネットワークを活かし、東京新卒応援ハローワークで就職面接会を実施。
⇒ 群馬県が地方版総合戦略で力を入れる若者の群馬へのGターン（※）を推進。

※Gターンの「Ｇ」は群馬県の頭文字で、群馬県内の企業へＵ・Ｉターン就職を希望すること。

※ 周知にあたっては、群馬労働局から東京労働局へ依頼し、東京新卒応援ハローワークにおいて開催案内
リーフレット等を配布（大学、短大等81校訪問）。

※ 群馬県出身の学生が多くいる埼玉県、千葉県、神奈川県での周知も必要であるため、群馬労働局から各
労働局・ハローワークへの周知依頼を実施。

【目的】

【効果等】
・５８人参加（延べ１５０回の面接）により、20人
が内定し、３２．８％と高い内定率を記録した。
・この取組は、２７年６月に締結した「群馬県と群馬
労働局との雇用対策連携協定」（※）の一環として
開催しており、運営協議会等を開催することで
PDCAを実施し、来年度の事業運営に反映させてい
く。

※ 知事と労働局長が地域の課題・ゴールを共有化する
ことなどを目的として締結する協定

＜群馬県コメント＞
現在、群馬県では、大学進学後に県内に戻る学生が少なく、県内の若年者の生産年齢人口が

減少しているという課題を抱えている。今回、労働局のお陰でこれだけの有力企業に参加して
頂いて開催したＧターン！ぐんま面接会は、群馬県のＵＩターン事業をさらに一歩前向きに進
める有意義な事業となった。
＜群馬労働局コメント＞
初めての都内で開催した就職職面接会であったが、首都圏の各労働局及びハローワークの協

力・連携により、予想を超える盛大なイベントなった。また、「Ｇターン枠」に賛同した有力
企業により、内定者数が20人と効果的な事業となった。

★相談コーナーの設置
相談コーナー（わものハロー
ワーク・ジョブカフェ）を設置し、
就職活動に不安を抱える学
生等への相談を実施。

★面接対応のプチセミナ－
（わかものハローワーク）を開催。
面接本番とセットで行うこ
とで、学生の受講姿勢の本
気度Up！



南房総地域へのＵ.Ｉターンを希望している方等と地元企業との出会いを創出
する「南房総でお仕事さがし」を開催

＜館山市コメント＞
ハローワークとの協同事業のおかげで、様々な業種

の企業にご参加いただくことが出来ました。
「新卒者を採用したい」という企業からの要望を受け、
今回は都内の大学を訪問し参加者募集を行いました。
また、移住を希望する県外、市外の方にもご参加いた
だき、地元のみならず、より広く多様な人材にご参加
いただくことが出来ました。
企業、求職者双方から「随時開催していただきたい」
といったご意見をいただいています。
市も人口減少対策となればと期待するところです。

＜ハローワークのコメント＞
管内３市１町が連携し、一体となって事業を行うこ

とで、より地域に密着した有意義なイベントを開催す
ることができました。このような「出会いの場」を提
供できれば、地域経済の活性化にも寄与できるものと
思われます。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

≪照会先≫千葉労働局職業安定部職業安定課･･･（ＴＥＬ：043-221-4081）(http://chiba-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/)

【実施概要】

【役割分担】

南房総地域で就職を移住希望者や安房地域出身の方（学生を含
む）と地元企業との出会いを創出し、南房総地区の経済の活性化
や人口増加に寄与すること。

参加企業数 １５社、参加求職者数４７名（管内１８名 県内１１名県外１８名）、
応募数 １２件、採用数 ４件、移住相談窓口利用者数 8組

【ハローワーク】
◆参加企業誘致の協力
◆参加企業の求人受理
◆求職者への参加呼びかけ
◆当日の職業相談及び職業紹介

【効果】

参加企業が事業内容や求める人材等をスクリーンを用いて説明
（１企業５分程度）、その後、求職者との個人面談（説明や採用
面接）を１人１５分程度行う。移住相談窓口の設置。

【管内3市1町】
◆事業全体の企画運営
◆参加企業誘致
◆大学訪問（新卒者参加呼びかけ）
◆広報及び求職者参加受付
◆当日の進行、運営
◆実施後の結果検証

【千葉県館山市、鴨川市、南房総市、鋸南町】 【千葉労働局館山ハローワーク】



関係機関が参加するＵ・Ｉターン就職相談会を隔月定期開催

＜湯沢町・商工会のコメント＞
今後も地域の発展と人材確保を

積極的に推進していくため「就職
相談会」を継続的に開催すること
で、地域ニーズに答えたいと思い
ます。

＜労働局コメント＞
関係機関が連携することにより、
移住希望者・参加企業に対して本気
度が伝わり、また相談内容も多岐に
わたるものが可能となる。
また、就職相談会を「定期的」に
行うことより、関係機関との目標の
共有が進み、今後とも連携を強化す
る基盤が構築しててきていると感じ
る。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【目的】

≪照会先≫新潟労働局職業安定部職業安定課・・（ＴＥＬ：025－288－3507）http://niigata-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/)

【新潟県南魚沼郡湯沢町】 【新潟労働局ハローワーク南魚沼】

【実施概要】

【役割分担】

県外・町外に在住する湯沢町出身の学生及びＵターン希望者、湯沢町に魅力
を持っているＩターン希望者に対して、東京都内にあるセンター・ハローワーク
を活用し、町内事業所情報等を積極的に発信。また、定期的に湯沢町・湯沢町商
工会・ハローワークが就職相談会を共同開催。
著しい人口減少傾向にある湯沢町の、地域産業活性化と人材確保を図ること

を目的とする。

◆「就職相談会」：３回開催、計４２名の参加、述べ５１件の採用予定企業情報の
提供・定住移住に係る各種支援制度等の相談。

◆「就職相談会・合同面接会」：参加事業所１０社、参加者３０名。

【効果】

◆ 一般求職者、新規学校卒業予定者とその家族を対象とした定期的な「就職
相談会」の実施（隔月定期開催）。
（相談内容）
町：定住・移住に係る支援制度の相談 商工会：各事業所の企業情報
国：事業所の求人募集状況、職業訓練制度など

（周知方法）
東京都渋谷区にある新潟Uターン情報センターにおいて、利用者に周知するとともに、職員が大学
等への訪問を実施。Ｕ・Ｉターン希望者に対する地域情報（町内のイベント情報等）も提供。

◆「就職相談会・合同面接会」の開催（年一回開催）
※ 面接会・相談会に来た者に対しては、ハローワーク求職登録後（未登録の場合）、定期的
に求人情報をダイレクトメールにより提供。また、帰省時はハローワークへの来所勧奨と来
所時における担当者制による個別相談・紹介を実施。

【湯沢町】
◆周知・広報

【湯沢町商工会】
◆会員企業への周知

【ハローワーク】
◆ 所内・関係機関への周知
◆ Ｕ・Ｉターン登録者、一般求職者、新規学校卒業予
定者に対するＤＭによる周知・参加勧奨



上伊那地域若者人材確保連携協議会を設立し、若年労働力確保事業を展開 

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例 

 【設立の背景・目的】  

≪照会先≫ 長野労働局職業安定部職業安定課 ・・・・・・・・・・（ＴＥＬ：０２６－２２６－０８６５） 
  

長野県、上伊那地域の市町村・経済団体・商工団体・金融機関等が一体となり  【長野労働局ハローワーク伊那】 

【実施事業の概要】  

【役割分担】  

 長野県の大学収容力は全国ワースト1位。上伊那地域でも若者の人口流出が深刻な
問題。この状況に、自治体・企業が地域の将来について危機感を持っている。 
 そこで、上伊那地域で採用意欲のある元気な企業と若者の接点づくりを行い、若者
の定着を促進して少子高齢化対策と地域産業の発展を図ることを目的として協議会を設
立 （総会 1回、実務担当者会議 5回実施。課題の整理、若者を地元に呼び戻すため

の方策などの内容を議論）。 

◆ 若年労働力の確保対策について、既存の事業主団体や関係機関等による団体・協議会等の
個別の活動では限界があったが、地域として一つにまとまる場ができ、官民一体となって
“オール上伊那”で地域の課題解決をめざす取組みとして地域からの期待が大きい。 

【協議会における評価】  

 長野県の「地域発 元気づくり支援金」を活用し、東京都内及び伊那市内で企業説明
会・就職面接会を開催、都内理工系大学キャリアセンター担当者を対象とした上伊那地
域企業見学会を実施。各事業の実施後には、「実施報告会」を開催し、実施結果やアン
ケート調査結果を基に検討等を行い、次年度以降の事業計画に反映。 
・「上伊那地区企業説明会in 銀座NAGANO」（平成27年4月18日） 
  参加企業 15社 参加学生 33人（うち上伊那出身者31人） 
  ※ハローワークの職業相談も併せて実施。 

・「上伊那地区企業説明会」（伊那市内）（平成27年4月28日） 
  参加企業 65社 参加学生 157人 
 ※ 新宿～伊那市間で無料就活応援バスを運行 

・「ふるさと就職面接会」（伊那市内）（平成27年8月17日） 
  参加企業 57社 参加学生 65人 
・「県外大学担当者と上伊那地域企業の交流促進事業」（平成２７年６月25・26日） 

＜長野県(上伊那地方事務所)＞ 
◆「元気づくり支援金」による 
 経費支援 
◆ 県が運営している「銀座ＮＡ 
 ＧＡＮＯ」借用手配 

＜ハローワーク＞ 
◆ 県内外ハローワーク等 
 への周知 
◆ 求職者の事前申込受付 
◆ 当日の運営及び調整 

＜協議会＞ 
◆ 借上げバス調達・費用負担 
◆ 市の広報誌における周知 
◆ 広報パンフレットの作成 
◆ 参加者へのアンケート実施 

［銀座ＮＡＧＡＮＯでの企業説明会］ 



ＵＩＪターン対策に特化した協定を締結し、 
 計画的・長期的に連携を進める土台を構築！ 

＜朝来市コメント＞ 
 朝来市では、高速道路や鉄道の結節する
地理的優位性を活かし、朝来市を生活拠点
とした定住促進を推進しており、市が仕事
（無料職業紹介）と住まい（空き家バンク
等）のワンストップ支援を実施している。
今後はハローワークとの連携強化によりＵ
ＩＪターン希望者の就職と定住を進めたい。 
 
＜労働局コメント＞ 
 ＵＩＪターンは長期的な課題であるため、
計画だって取組を進めていくことが重要。
その意味で、ＵＩＪターンに特化した協定
を締結することは有意義である。 
 また、この協定により、市との連携が進
み、市の強みを把握できるようになった。
このことにより、今までにない連携案を考
案することができ、「連携強化」が、言葉

だけではなく肌で感じられるようになった。 
  
 

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例 

 【目的】  

≪照会先≫ 兵庫労働局職業安定部職業安定課 ・・・・・・・・・・（ＴＥＬ：０７８－３６７－０８０２） 
  

【兵庫県朝来市】 【ハローワーク豊岡（和田山分室）】 

【実施概要】  

 朝来市は40歳未満の若年者が年々減少傾向にあり、高齢者の割合も平成35年度には
40％前後と推計され、ＵＩＪターン対策が喫緊の課題となっている。 
 このことから、移住相談等において力を持つ市と、全国ネットワークを活用した就職支
援に力を持つ国がＵＩＪターンに特化した協定を締結し、計画的な連携を実施していく。 

◆ 朝来市と国それぞれの情報を共有する
ことで、求人の量・質の向上！ 

◆ 朝来市の定住促進事業により、移住も
含めた総合的な支援が可能に！ 

◆ 地方創生を具現化するための若年者世
代の定住促進！ 

◆ それぞれが実施するイベント等での連
携によるＰＲ効果！ 

１ 市長と豊岡安定所長が協定を締結 
（協定内容）市と国の役割分担、相互の連携協力の方法、実施計画の策定、毎月の連絡会議に
よるＰＤＣＡ、市内の状況等の情報共有 など 

２ 移住相談から就職相談までの一連の支援を実施 
 市のジョブサポあさご（※1）とハローワークが、求職登録を行った者の情報を同意を取った
上で共有し、移住相談から就職相談まで一連の流れで支援を実施（※２）。 

※1 「移住起業者支援事業」、「定着促進事業（新築・購入、リフォーム、引っ越し補助等）」、「空き家
活用促進事業」等の移住・定住支援を実施。 

※2 ハローワーク豊岡は、求職者の現居住地のハローワーク経由でＵＩＪターン希望を聴取。メール、電話、
来所などで就職相談を実施（必要に応じ朝来市にも連絡）。また、市のジョブサポあさご経由でハロー
ワークにＵＩＪターン希望者の情報提供がされ、必要な支援を実施。 

３ 市とハローワークそれぞれの強みを活かした事業所への求人開拓 
  市の強み：企業進出（新規・増設等）に伴う求人開拓 
  国の強み：既存事業所に対する求人開拓 

４ 総力を挙げＵＩＪターン希望者へ周知 
 学卒ジョブサポーター等（国）が学校を訪問し、進学者へのアンケートを実施するなど、
Ｕターン希望の把握を実施（アンケート結果は朝来市とも共有）。 
 ⇒ 朝来市・国は、アンケート結果等を踏まえ、大学・短大・専門学校等を中心に学生に

対して訪問等で周知（訪問する大学等は事前に調整）。 

５ イベント等の連携 
 市内又は県内中心地で、面接会、説明会、セミナーを共同開催。また、キャリア教育の一
環として、中学・高校を対象とした労働法制の説明（国）、職業に関する講義（国）、各種
支援事業等の講義（市）を実施。 

あさご暮らしを 
応援します！ 

朝来市は、
自然を活か
した観光地
として有名
です！ 

【効果】 



＜三朝町コメント＞
ふるさとを離れている若者にとって、ふ

るさとで定住していくための最大の要件は
「就職先の確保」にあります。
一人でも多くの若者が、住み慣れたふる

さとに帰り、ふるさとを守り、活躍してい
ただくためにも、ハローワークの就職情報
を、ふるさとで生活していきたいと希望し
ている若者にとどけていきたい。

＜労働局コメント＞
町とハローワークが互いの強みを活かし

連携して取り組むことで、共通目的「Uター
ン就職の促進」が期待できることから、双
方にメリットがあります。
この取組が更に有効に機能するため、求人

開拓を更に進めていきたいと考えています。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

≪照会先≫鳥取労働局職業安定部職業安定課 ・・・・・・・・・・（電話番号 ０８５７－２９－１７０７）

【鳥取県 三朝町】 【鳥取労働局ハローワーク倉吉】

【実施概要】

【役割分担】

三朝町では、平成72年に国立社会保障・人口問題研究所推計より約1,000
人増の人口を維持することを目標としており、なかでも進学などで故郷を離れ
た若者の地元就職の促進を図ることが課題。このため、町とハローワークが連
携し、故郷の魅力の発信及びＵターンの提案を行う。
※ 「三朝町まち・ひと・しごと創生総合戦略」においても「若者が“しごと”に求めるニーズ
を把握し、地元企業の魅力体験や大学、高校、ハローワークとの連携により、若者の地元就職
の促進を図る。」とされている。

◆ 故郷の魅力・環境、就職情報が手軽に把握できることで、Ｕターン就職の選
択肢が広がる。
◆ 故郷を離れた若者に直接Ｕターン就職をアピールできる。
◆ 管内他の自治体でも同様の事業が広がっている。

【三朝町】
◆町外転出者のうち希望者に町の広
報誌、地元の魅力・地元の企業情報
（採用条件や仕事の内容）を紹介

【ハローワーク】
◆ 正社員求人情報を１か月に１回提供
◆ 就職面接会、各種雇用関係に関する
イベント等の提供

【効果】

ハローワークの求人情報を活用し、町外転出者に地元就職情報を提供！

町外転出者に町の魅力と地元の就職情報を届ける「ふるさとレター」に
より、地元転出者のＵターン就職の促進を実施。
※ ふるさとレター：平成27年度からUターン率を上げることを目的に開始。町報

（広報みささ）と通勤可能な企業の採用情報（正社員求人一覧表）を毎月送付。
求人情報は、ハローワークが三朝町に毎月提供（三朝町から通勤可能であり、
就業地が県中部地域の正社員求人をExcelデータで提供）

※ 町外転出者については、高校卒業後、進学・就職などで町外へ転出する際、町で
「ふるさとレター」送付の許可を得たうえで把握。また、町HPでも希望者を募集。

ふるさとレターを紹介する三朝町職員



＜隠岐の島町コメント＞
高校生が、島内の採用意欲のあ

る事業所と直接情報交換できるこ
とで、事業所の理解促進が図られ、
定住促進につながるものと期待し
ている。

＜労働局コメント＞
若年者層には一過性のイベント

ではなく、継続的に地元企業の魅
力をアピールする必要がある。
町と連携することは、成人式に

おける周知や全戸配布による周知
が可能になるなど、周知方法の選
択肢が大幅に増えるので、Uター
ン支援には効果的。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【目的】

≪照会先≫ 島根労働局職業安定部職業安定課 ・・・・・・・・・・（ＴＥＬ：0852‐20‐7016）

主催【島根県隠岐の島町】 【島根労働局ハローワーク隠岐の島】共催【隠岐の島町商工会】

【実施概要】

【役割分担】

若年者層に対する継続的な地元企業の魅力発信を行い、若年者の地元定着を目指す！
人口減少に伴い、高齢化が顕著となっていることから、地元企業で働く若者を増やすこ
とが必要である。そこで、「高校生の時期」に地元企業が集まるイベントを開催するとと
もに、「進学後」の「帰省時期（成人式等）」を狙った地元企業・求人の紹介をし、継続
的に地元企業の「魅力」をアピールする機会を設ける。
【主な役割分担】町：町民への周知、国：求人情報の提供、高校、企業との調整 等

◆参加者のうち3名の島外就職希望者が島内就職へ変更。
◆全戸配布により１名のＵターン就職が決定
◆事業所の環境や雰囲気などを知った上で応募できる。
◆高校生へ直接事業所のアピールができる。

【効果】

１ 隠岐の島町管内「すべて」の高校（3校）の１～３年生を対象に合同企業説明会を実施

①全体説明･･･壇上で一同に会し、１社１分の自社のアピールを実施
②個別説明･･･個別ブースで15分で5回の説明
③意見交換･･･終了後、学校関係者と参加企業と意見を行い、その後、関係機関と振り返り

の会合を実施。
※ 平成28年度は説明会の中にハローワークコーナーも設置し、雇用情勢や就職活動の方
法等の情報提供をする予定。

【参加者（平成27年度）】事業所42社、高校生256名、教職員25名

【隠岐の島町】
◆会場設営
◆市の広報誌における周知
◆広報パンフレットの作成
◆関係機関の調整、準備会合

【ハローワーク】
◆参加事業所の選定･連絡･資料作成
◆管内高校との調整、周知
◆アンケートの実施
◆当日の運営及び調整

２ 帰省時期（成人式、GW、盆、正月等）にＵターン求人情報の配布
ハローワークから町に求人情報を提供し、町が求人情報誌を作成。
成人式･･･会場で参加者に求人情報誌を配布
GW、盆、正月等･･･求人情報誌を全戸配布（約7,100世帯）
※ 親が県外居住の子どもに送る荷物の中に、この情報誌を一緒に入れたことをきかっけに
ハローワークに相談の問い合わせがあった事例あり。

若年者層に地元企業の魅力を継続的にアピールする仕組みを構築！
～在学中のイベント、成人式を活用したＰＲなどを実施～



＜岡山県コメント＞
岡山に住みたいと思う人に、くらしやしごと

についての相談にきめ細やかに対応することで、
都市圏からの移住者を増やし、地域の活性化に
繋げる取組みとして効果があった。

＜労働局コメント＞

岡山県への就職希望者は仕事だけでなく、移
住等の相談も必要としていることから、職業相
談、求人情報の提供を行う労働局と、岡山県が
実施する移住・定住支援を連携して実施するこ
とは、地方創生の効果的な取組みになる。
今後は、当該取組を雇用対策協定の中に盛り

込むことでＰＤＣＡサイクルを回すことができ
るため、更に事業を強化していけることを期待
している。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【目的】

≪照会先≫岡山労働局職業安定部職業安定課 ・・・・・・・・・・（０８６－８０１－５１０３）（http://okayama-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/)

【岡山県】 【岡山労働局】

【実施概要】

首都圏をはじめとする大都市圏から岡山への移住・定住を考え
ている方に対して、地域の生活環境、就職、就農、住居などの相
談や先輩移住者とのトークセッションを行う、晴れの国ぐらし総合
相談会「おかやま交流・定住フェア」を開催。
※ 東京都、大阪府で計５回実施
※ 「おかやま創生総合戦略」の「重要業績評価指数（ＫＰＩ）」で「県
への移住者10,000人（5年間累計）」が掲げられている。

※ 当該取組は、平成28年3月に県知事と岡山労働局長が締結した「岡山
県雇用対策協定」の中にも盛り込んでいる。

◆参加人員 ４０８組 ６５０人
◆相談延べ件数 １，０６６件
相談内容の内訳
就職・転職相談９０件 住まい相談６３件 就農相談４９件 市町村７８３件 等

◆「県と労働局が相まって、具体的な求人情報が得られたり、就職・転職相談等をワン
ストップで丁寧に説明いただき大変参考になった。」との感想を参加者からいただいた。

・就職相談コーナー・・・岡山労働局及び岡山県労働雇用政策課
※ 国は、求人情報の提供等による職業相談を実施。県はコーディネーターによる相
談を実施。

・就農相談コーナー・・・岡山県農産課及び農林漁業担い手育成財団
・住まいの相談コーナー・・・宅地建物取引業協会
・市町村相談コーナー・・・各市町村
・岡山県産ぶどうの試食コーナー・・・岡山県農産課

※ 岡山県はイベント実施後にアンケートを実施。アンケートの中にハローワークの就
職支援を希望する者がいた場合は、ハローワークの取組内容等を情報提供している。

◆ 平成27年度中に、ＡＰ品川、東京交通会館、難波御堂筋ホール、AP
大阪で実施。平成28年度においても実施を予定している。

◆ 関係団体が各コーナーを設置し、ワンストップ相談を実現

おかやま交流・定住フェアにおいて岡山県と岡山労働局が連携して就職相談を実施

《就職相談コーナーでの相談》

【効果】

◆ 先輩移住者とのトークセッション：先輩移住者の体験談の発表と、来場者から発表
者への質問など。



岡山市・ハローワーク岡山と民間団体が連携して岡山市移住相談会を実施

＜岡山市コメント＞

岡山に移住したいと思う人に、十分な情報

をワンストップで提供し、都市圏からのよりス
ムーズな移住に繋げる取組として効果があると
考える。

＜労働局コメント＞

岡山市は雇用情勢の大変良好な政令市であ

るが、事業所の人手不足が深刻な地域でもある。
このような官民相まった取組は、地域の実情に
即したタイムリーな取組を可能とするため、首
都圏から移住者が増加して人手不足解消の一助
となることが期待される。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

≪照会先≫岡山労働局職業安定部職業安定課 ・・・・・・・・・・（０８６－８０１－５１０３）（http://okayama-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/)

【移住相談会概要】

【参加団体】

東日本大震災をきっかけに災害の少なさや温暖な気候が評価され、首都圏など
からの移住希望者が増加してきている。
このため、「岡山市移住・定住支援協議会」を設置して仕事や住まいなどの
相談を協議会メンバーが実施し、移住希望者に対して、仕事の相談、住居の
相談、各種行政情報の提供などワンストップの支援を実現。また、人材不足
事業所への求人充足対策に繋がる取組（看護・介護・建設等の求人情報提供な
ど）を積極的に実施する。
そのほか、協議会では、移住・定住支援に係る情報発信（各参加団体のホーム

ページ・メールマガジン・パンフレットなど）、移住希望者等との交流（「おか
やま移住計画下見ツアー（交流会を含む）」など）の支援を実施する。

◆当日 参加人員 １０９人
◆相談延べ件数 １７５件
相談内容の内訳
就職・転職相談 ６６件 住まい相談 ５３件 教育・子育て相談 １０件
就農相談 １件 等々

◆「市・ハローワークと民間団体が相まって、就職・転職相談等をワンストップで実施し
ていただき大変参考になった。」との感想を頂いた。

◆岡山市事業政策課移住・定住支援室
◆ハローワーク岡山
◆（一社）岡山県宅地建物取引業協会
◆（一社）岡山県不動産協会
◆（一社）日本人材紹介事業協会

【効果】

日時：平成２６年８月９日１２：００～１５：３０
場所：ふるさと回帰支援センター（東京都千代田区有楽町）東京交通会館

【市民団体】
◆おいでんせぇ岡山
（シェアハウス紹介や悩み相談・心のケアなどの支
援を実施）

◆子ども未来・愛ネットワーク
（子育て情報、健診などの支援を実施）

◆岡山盛り上げよう会
（父親目線の移住相談、建築相談などの支援を実施）



倉敷市・ハローワークがＵＩＪターン支援事業の実施のため「実行委員会」を組織

＜倉敷市コメント＞
一人でも多くの就職に結びつけ、若年層

を倉敷に呼び込むため、今後もハローワー
クと連携を図りたい。

＜労働局コメント＞
地方における「しごとの創生」を実現す

るためには、大都市圏から地方で働く人材
を呼び戻すことが重要な課題のひとつであ
り、地方自治体と連携することが重要。
実行委員会では、同じメンバーで連携事

業の検討を行っているため、課題・行うべ
き取組の意識が共有化をされており、迅
速・効果的な事業を展開しやすい。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

≪照会先≫ 岡山労働局職業安定部職業安定課 ・・・・・（086-801-5103）（http:// okayama-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/）

【岡山県倉敷市】 【岡山労働局ハローワーク倉敷中央×東京労働局 東京新卒応援ハローワーク】

【実施概要】

【役割分担】

東京等大都市圏集中の是正に向けて、「新しい人の流れ」を作り出し、就
労を喚起することで若年層等を倉敷市へ広く呼び込むことが重要。そのため、
倉敷市とハローワーク倉敷中央が連携して「倉敷市ＵＩＪターン支援事業実行委
員会」を立ち上げ、東京・大阪において「倉敷市ＵＩＪターン就職フェア
（就職面接会）」を開催した。
※ 実行委員会では、このフェアのほか、就職面接会に参加した企業や来場者に対する交通
費の助成などを実施。同じメンバーで各種連携事業を検討することが可能。
※「高梁川流域圏成長戦略ビジョン」においても「ＵＩＪターンによる就職促進を目指
す」とされている。

◆ 当日参加事業所 東京会場：１６社 大阪会場：２０社
◆ 当日参加学生等 東京会場： ９名 大阪会場：１５名
◆ 延べ面談件数 東京会場：１７件 大阪会場：３８件

【効果】

（東京会場）平成２７年８月２４日 場所：東京新卒応援ハローワーク（東京都新宿区）
（大阪会場）平成２７年８月２８日 場所：梅田クリスタルホール（大阪市北区）

※ 周知にあたっては、岡山労働局から東京労働局に対して管内ハローワークへのポス
ター掲示・チラシ配布、大学等への情報提供を依頼（関西圏等も同様に依頼）。

※ 面接会場には「ＵＩＪターン相談コーナー」を設置。ハローワークは職業相談を、市
は移住・定住相談を担当。

※ 「ＵＩＪターン相談コーナー」で職業相談した学生に対しては、その後もハローワー

クに係る情報提供をするなどフォローを実施。

【委託業者】
・会場の確保（大阪）
・面接会の周知・広報
・総合受付
・なんでも相談コーナー 等

【倉敷市ＵＩＪターン支援事業実行委員会】（倉敷市・国）
・参加事業所の選定（倉敷市・国）
・会場の確保（東京）（国） ・求人情報一覧表作成（国）
・面接会の周知、広報（倉敷市・国）
・ＵＩＪターン相談コーナー（倉敷市・国）

《企業ブースでの面接》



地域産業の人材確保のため、面接会やＵ・Ｉターン相談を共同実施

＜三原市コメント＞
今後も関係団体とのさらなる連
携を図り、事業所・就職希望者と
のマッチングに取り組みます。

＜労働局コメント＞
地方自治体等と密接な連携を

とることで、周知を広範囲に行
うことができ、若年者の地元定
着と市内（管内）事業所の人材
確保支援を図ることができた。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

≪照会先≫ 広島労働局職業安定部職業安定課 ・・・・・・・・０８２－５０２－７８３１ http://hiroshima-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp

【広島県三原市】 【広島労働局ハローワーク三原】

【実施概要】

【役割分担】

三原地域への就職を促進し、市内事業所の人材確保を図り、地域の活性
化を図る。
※地場産業・・・産業機械製造業、化学繊維業、造船業、電子機器製造業、食料品製造業、自動車部品製造業など

◆ 合同面接会の開催により、平成２６年度では３９名の求職者の参加があり、
８１件の面接があった。

◆ 面接会の参加企業や求職者からは、同時に複数の企業や求職者との面談が行え、
効果的であると好評である。

【三原市】
◆周知・広報
◆参加企業への要請

【商工会議所・臨空商工会】
◆企業への周知・会員事業所への
参加要請

【ハローワーク】
◆求職者への周知
◆ハローワーク窓口での参加企業
への要請と求人の確保

◆面接会での職業相談・職業紹介

【効果】

◆ 一般求職者、新規学校卒業者等を対象とした求人説明会・面接会の
実施

◆ 就職支援セミナーの開催
◆ Ｕ・Ｉターンの相談

①家族相談会（就職が決まらない新卒予定者等の保護者の相談）
②多様な働き方の情報提供（選択肢が増えるワークスタイルが自分に合ってい
るかなどの相談）

※三原市からの要請で広島県が設置している「１日若者しごと館」の相談員が実施

※Ｊデスクみはら・・・市、三原商工会議所、三原臨空商工会、ハローワークが共同して労働力確保対策を行うことにより、
三原地域への就職を促進し、市勢の活性化を図る目的で設立。この面接会についても共同で実施し、周知で協力。



人口減少を抑えるとともに地域を支える人材確保対策として、県・市町及び
労働局が連携した移住フェアを開催

＜労働局コメント＞
自治体の要望もあり職員を派遣した

ところ、移住希望者の仕事に関する
様々な相談に対応できた。また、ハ
ローワークの全国ネットワーク、地方
就職支援コーナー（東京、大阪）、農
林漁業就職支援コーナー（観音寺所）
など、現居住地でも就職活動が可能な
ことを周知できた。
自治体からも高評価をいただいた。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

≪照会先≫ 香川労働局職業安定部職業安定課職業紹介係 ・・・・・・・・・・（ＴＥＬ：０８７－８１１－８９２２）

【香川県・各市町】 【香川労働局・各ハローワーク】

【実施概要】

人口減少を抑えるとともに地域を支える人材を確保するため、県、
市町等が連携して東京で毎年開催している移住フェアにおいて、移
住希望者からの仕事に関する相談に対応するため労働局が参加した。

ハローワーク相談ブースで移住希望者に対して個別相談を実施。
5月17日 相談者11人(組)、8月30日 相談者12人(組)に対して、
県内労働市場の状況説明や就職活動のアドバイス等を実施した。

【香川県・各市町】
◆新聞、移住情報専門誌、県・市
町ホームページによる広報

◆移住全般相談
◆移住者が体験談を語るセミナー
実施

【労働局・ハローワーク】
◆ハローワークの全国ネットワーク
を活かした就職活動の進め方の情報、
最新求人情報（全所分）を提供。
◆移住希望者に就職個別相談を実施。

【効果】

５月17日「香川県移住フェアin東京」東京交通会館、8月30日
「四国暮らしフェアin東京」都立産業貿易センター浜松町館におい
て、県・市町等職員による移住全般相談とともに、ハローワーク職
員を派遣し、県内労働市場情報の提供や就職個別相談を実施した。
また、実際に移住する際には、市町の担当窓口と相互に誘導しあ

うなどの連携により、具体的な就職相談を実施している。

【役割分担】



＜労働局コメント＞
移住・定住を考えている者の多

くは転職が伴うことから、住居相
談と就職相談を併せて行うことは
効果的である。
今後においては、希望者が居住
する地域のハローワークと連携し、
全国ネットワークを生かした支援
をしていきたい。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

≪照会先≫ 香川労働局職業安定部職業安定課職業紹介係 ・・・・・・・・・・（ＴＥＬ：０８７－８１１－８９２２）

【香川県小豆郡 土庄町、小豆島町】 【香川労働局ハローワーク土庄】

【実施概要】

【役割分担】

移住・定住するうえで、重要なウエイトを占めるのが就労について
であり、移住希望者からの相談も多い状況にある中、小豆郡内の就労
状況・求人状況等について説明・相談対応をすることにより、移住・
定住促進を図り、地域の活性化につなげることを目的とする。

平成20年度より毎年２回ツアーを実施しており、26年度は
10組15人が参加（25年度は6組6人が参加）。
※ＨＷの相談は２４年度から実施

【土庄町】【小豆島町】
◆ツアーの企画、広報、周知
◆ツアー参加者受付
◆ツアー案内

【ハローワーク】
◆就労相談

【効果】

土庄町・小豆島町が実施する「移住交流推進事業（※）」の一
環として行われるツアースケジュールに就労相談のプランを設け、
ハローワーク職員による就労相談を実施。
具体的には、小豆島島内の雇用情勢・産業分布等の情報提供や個

別の具体的な相談及びこれまでの移住者の就労状況等の提供など、
移住検討者のニーズに応じたきめ細やかな職業相談を実施。
※小豆地区において官民が協力して移住受入れ体制を構築し、多様なサービスの提供を行う事業の総称。

移住希望者受け入れ促進のため、島ぐらし体験ツアーを実施



「高知Ｕ・Ｉターンサポートガイド」を作成
【高知県】【高知労働局】

【実施概要】

【役割分担】

高知県と連携、協働し、U・Iターン（移住）支援に係る労働局、ハローワーク、高
知県及び産業雇用安定センターの支援内容や相談窓口を取りまとめた「高知U・Iター
ンサポートガイド」を作成。
また、東京、大阪で開催する「高知県Ｕ・Ｉターン就職相談会（※１）」（国の委託事

業）と「高知暮らしフェア2015（※２）」を同時開催し、移住希望者に「高知U・I
ターンサポートガイド」を積極的に周知。
※１ 県経営者協会（労働局が委託）がハローワークの求人情報や県内企業の情報提供。県は起業、創業、
公務就職等の相談を実施。また、県内市町村が移住相談ブースを設置。

※２ 県移住促進課が事務局となり、県内企業（約20社）による就職相談会を実施。先輩移住者を講師にセ
ミナーも開催。ハローワークは就職相談、求人情報提供などを実施。

◆高知県の様々な移住促進に関するＰＲ
効果により、県外からの7月末移住者
178組
（前年同期129組、前年同期比138%）

【効果】

【高知県】
◆高知県、Ｕ・Ｉターン就職相談窓口等で
1,000部を配布
【労働局】
◆各種会議（高知県移住推進協議会等）、
ハローワークで500部を配布

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

≪照会先≫ 高知労働局職業安定部職業安定課 ・・・・・・・・・・（ＴＥＬ：０８８－８８５－６０５１）

＜高知県コメント＞
高知県へ移住を考えている方々へ、

移住やU・Iターン就職の相談窓口を情
報提供し、高知県への移住促進を図る
ためのツールとして活用していきたい。

＜労働局コメント＞
UIターン支援のためには、まずＵＩ

ターン希望者を掘り起こすことが重要
であり、移住から仕事まで網羅的に記
載されているこのガイドの役割は大き
い。
希望者の掘り起こし後は、ハロー

ワークの全国体系により、最寄りのハ
ローワークでU・Iターンの相談や求人
検索、マッチングを行い高知県への

U・Iターンを進めていく。

【課題・目的】
高知県では、人口減少、少子高齢化が全国に先行して進展しており、人材の地元定着の

みならず、県外からの人材還流、ＵＩＪターンの促進が課題となっている。
U・Iターン就職については、仕事と移住先選びが重要となるため、高知県の移住支援策
とも連携しながら、「高知Ｕ・Ｉターンサポートガイド」を共同で作成し、情報発信を強化
することで、移住者が安心して仕事と住まいを探すことができるようにした。
なお、平成26年７月に県知事と高知労働局長で締結した「高知県雇用対策協定」の事業
計画において「高知Ｕ・Ｉターンサポートガイド（※）」の積極的な周知を盛り込んでいる。
※ http://kochi-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/riyousha_mokuteki_menu/kyushokuchu/kyushokusha_jouhou/_120211.html



Ｕ・Ｉターン希望者に対する
セミナー、相談会、面接会の同時開催により参加者増を図る！

＜大分県コメント＞
面接会と同時にＵ・Ｉターン

就職集中相談会を実施したこと
により参加求職者の増加と求職
者の様々な相談内容を把握する
ことができた。

＜労働局コメント＞
就職面接会に併せて、国と県

がそれぞれ大卒者向けセミナー
やＵ・Ｉターン就職集中相談会
を実施したことにより参加求職
者の増加につながり、応募・相
談企業数が増加した。
また、ＵＩターンのイベント

を成功させるためには、全国
ネットワークを活用した周知が
有効であることから、県が行う
東京事務所等による周知のほか、
ハローワークのきめ細かな全国
ネットワークによる周知が求め
られる。今後もハローワークの
強みを活かしていきたい。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

≪照会先≫ 大分労働局職業安定部職業安定課 （ＴＥＬ ０９７－５３５－２０９０）

【大分県】 【大分労働局・各ハローワーク】

【実施概要】

新規大卒者等及びＵ・Ｉターン希望者の就職機会の拡大と、若年者労働力やＵ・Ｉ
ターン希望者の人材確保に取り組むため、セミナー、相談会、面接会を同時開催する。
※ まち・ひと・しごと創生「大分県総合戦略」において「移住施策を活用した移住者数：平成31年度目標
600人」が掲げられている。

学生（既卒者含む） 26年度99人 ⇒ 27年度113人
U・Iターン希望者 26年度 4人 ⇒ 27年度 17人

【効果】

面接会当日の午前中に就職希望者向け事前セミナーを開催し、その後就職面接会と同
時進行によりＵ・Ｉターン就職集中相談会を実施。
※ 開催は大分市内のため、お盆の帰省時期に合わせ開催。
※ 事前セミナーの開催：面接会場にてハローワークが①就職活動に自信をもつ、②企業選びのチェッ
クポイント、③面接会での基本的なマナー、④面接の評価ポイントを内容とするセミナーを実施。
※ U・Iターン就職集中相談会の実施：面接会場にて①ハローワークによる職業相談、②県からの補助金
の支払（面接時の交通費・宿泊費）、③県による住居相談を実施。
※ 面接会参加者には、おおいた産業人材センターへの登録をしてもらい、センターの担当者より個別に連
絡（イベント・相談会の案内等）。就職希望を把握した場合にはハローワークに適切に誘導。

≪周知方法≫
県外関係機関にポスター・チラシの設置依頼、県外イベントでのチラシ配布、相談窓口での周知、新聞広告、

関係機関のＨＰ掲載依頼等で周知を図っている。
・県：大分県東京・大阪・福岡事務所、東京ふるさと暮らし情報センター、一般財団法人地域活性化センター、

銀座おおいた情報室、大阪ふるさと回帰支援センター
・ハローワーク：品川・難波地方就職支援コーナー、京都以西の新卒応援ハローワーク２３所
・ジョブカフェ：京都以西のジョブカフェ２２か所
・大学：東京以西の大分県出身者が多い大学７９校、大学が開催する県内での保護者会（今年度は５校）
・県内市町村：１８市町村

面接を行う学生



１２ その他 

1 



長期失業者を中心としたメンタルヘルス推進事業

＜労働局コメント＞
直接的な雇用対策ではないが、就職

困難者の生活支援の一環として連携を
図るきっかけとなった。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

≪照会先≫ 愛知労働局職業安定部職業安定課（ＴＥＬ：052-219-5505）（http://aichi‐roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp)

【愛知県】 【愛知労働局ハローワーク西尾】

【実施概要】

【役割分担】

◆就職困難者に対する取組を継続して実施することにより、
県との連携が深まるとともに、求職者へのサポートの選択肢が
増えた。

【愛知県】
◆講習・サポートグループ
の実施

【ハローワーク】
◆求職者への周知
◆会場提供

【効果】

長期にわたり求職活動を余儀なくされている人、あるいは失業期間は短期でも失業を契機に精神
的健康度の低下している人のうち希望者を対象に、そのメンタルヘルス向上の取組みを進めること
を目的とする。

愛知県西尾保健所が行うメンタルヘルス推進について、ハローワークで求職者に周知するととも
に、講習会場を提供し、ストレスマネジメント講習会実施。



効果的な雇用対策の実施に向けて、定例連絡会議を開催

＜滋賀県コメント＞
県内の安定所毎の詳細な雇用失

業情勢を把握することにより、雇
用対策にかかる政策立案に参考に
なり、引き続き開催をしたい。

＜労働局コメント＞
定例連絡会議を開催することに

より、県を介し、関係機関（産業
支援プラザなど）とも連携を図る
ことができ、県内の雇用対策を充
実させることができる。
また、県の新規事業を考案してい

る段階での情報共有を図ることがで
きることで、事業開始段階での連携
がスムーズになり、県民に迅速な質
の高いサービスが可能となった。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

≪照会先≫滋賀労働局職業安定部職業安定課（℡077-526-8609)（http://shiga-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp）

【滋賀県】 【滋賀労働局】

【実施概要】

【役割分担】

◆ 定期的な連絡会議により連携体制が確立しており、全国に先がけて雇用対策協定を締
結し、各種事業実施や県政策に国の方針が反映されている。

◆ 就職面接会の協力等（県内２地域で開催予定））

◆ 大量雇用変動に係る迅速な対応（雇用対策本部の開催等）

※ 大規模事業所の撤退等により多数の離職者が生じた場合に、県による職業訓練相談、市による生活支

援、労働局等による退職者向け相談会のスムーズな運営につながっている。

【滋賀県】
◆県の実施する就労支援事業や産業動向の説明
◆県議会等における県政の動向についての情報提供

【労働局】
◆各安定所毎の詳細な雇用失業情報及び事業所の動向等
の情報提供

【効果】

滋賀県においては、第二次産業が県内総生産に占める割合が高く、製造業の
活性化や人材確保が喫緊の課題となっている。
このため、国・県の連絡会議を開催し、地域の雇用失業情勢の情報等を共有

することにより、効果的な雇用対策を実施する。
また、関係機関との意思疎通の土台となる関係性が構築され、緊急時への対
応も迅速な対応を強化する。

地域の雇用失業情勢の情報共有を図るため、労働局幹部職員と滋賀県労働
雇用政策課幹部職員（全６～７名）が、月１回定例連絡会議を開催。

＜情報共有＞
・ 労働局から、各種統計資料、企業整備情報（進出・撤退等、大量雇用・離職等）、各ハロー
ワークの求職者の動向等を提供。
・ 連絡会後、県の施策立案の際に情勢分析のツールとして活用。議会答弁の参考資料としても活用。

＜具体的内容＞
・ 県の基本的なスタンスや実施したい具体的な施策の共有を行い、最新の雇用失業情勢を踏まえ
て大まかな方向性等の協議を実施
（例）製造業等の活性化について共有化を図り、当該分野を対象とした面接会を実施。

連絡会の中で実施が決まった面接会の様子



大阪府（ＯＳＡＫＡしごとフィールド）と連携し、人材雇用・
活用に関する助成金セミナーを実施

＜労働局コメント＞
大阪府の広報チャネルを活用し、

セミナーを実施。今後も企業側の
ニーズを見ながら、大阪府と連携し
て実施していきたいと考えています。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

≪照会先≫ 大阪労働局職業安定部職業安定課 （ＴＥＬ：０６－４７９０－６３００）

【大阪府】 【大阪労働局】

【実施概要】

【役割分担】

大阪府内の中小企業の人材採用や育成・定着を支援するため、
企業側のニーズが高い、助成金に関するセミナーを実施

◆ 参加者数 ２０名
◆ 「制度の概要が理解できた」、「今後も継続的に実施し
てほしい」など、利用者からも好評。

【大阪府】
◆会場の確保
◆申込受付
◆周知・広報

【労働局】
◆セミナー講師の派遣

【効果】

ＯＳＡＫＡしごとフィールド（大阪府設置の「若者」と「中小企業」を
つなぐ、就職支援施設）内の中小企業支援コーナーにおいて、経営
者・管理者を対象に、雇用関係助成金、ジョブ・カード制度等に
関するセミナーを実施



県内の訓練事業・施設を網羅した
「離職者・在職者のためのスキルアップガイド」を作成

＜高知県コメント＞
高知県では、産業界や大学等と連携し、

「志ある産業人材の育成」に取り組んでお
り、県内産業を支える人材の育成・確保を
推進するためのツールとして「スキルアッ
プガイド」を活用していきたい。

＜労働局コメント＞
県と連携することで、公共職業訓練の

「見える化」が可能となった。
公共職業訓練や求職者支援訓練を含めた

公的職業訓練全体のＰＲ強化を行い、県民
の生涯教育や学び直しにより、スキル向上
を図ったうえで、正社員就職を目指すとと
もに、支援を充実させていく。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題・目的】

【高知県】【高知労働局】

【実施概要】

【役割分担】

高知県内の訓練事業・施設を網羅した「離職者・在職者のためのスキルアップガイド
（※）」を高知県及び高齢・障害・求職者支援機構高知支部と連携して作成。

※ http://kochi-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/library/skillup.pdf
（国における活用例）
ＨＷ所長等の市町村・事業所等訪問時、職員等の学校訪問・巡回相談時、訓練関係のプレ相談時 など

◆ 職業訓練の定員充足率がアップ。
（26年度64.0%⇒27年4月～8月開講分
69.6%）
◆ 訓練受講中に無料で就学前の児童を預かる
制度を周知したところ、6名が利用。30代
主婦の情報誌『サンキュ!』2015年10月号
にポリテクセンター高知の住宅CADリ
フォーム科の訓練生の紹介記事が掲載された。

【効果】

【高知県】
◆県の訓練コースの概要と、訓練風
景の写真の収集・提供
◆作成後に県庁内の関係課室や県外
事務所において、周知・配布

【労働局】
◆訓練情報の収集、スキルアップガ
イドの編集・発行
◆高知県、県内学校、訓練関係機関
及び企業等に7,000部を配布

少子・高齢化が進行している中で、職業能力開発行政の役割として地域における人材育
成・スキルアップが喫緊かつ重要な課題となっている。これまで以上に高知県内の公的職
業訓練事業を県内外に広く周知啓発を行い、訓練定員の充足数を向上させ、訓練修了後に
は正社員雇用に繋げる取組が必要となっている。
このため、職業訓練の見える化を行い、人でも多くの県民のスキル向上を図る。

≪照会先≫ 高知労働局職業安定部地方訓練受講者支援室 ・・・・・・・・・・（ＴＥＬ：０８８－８８８－６６００）



沖縄の人材力を活かした経済社会の持続的発展のため、
「沖縄の雇用・労働環境の改善に向けた共同宣言」を行う！

＜沖縄県コメント＞
県内の雇用情勢は景気の拡大とともに、着実

に改善していますが、若年者の失業率や離職
率、非正規雇用の割合が高い等、雇用の質に
課題があります。
本共同宣言の趣旨を県民の皆様にご理解い

ただくとともに、引き続き沖縄労働局と連携し、
雇用対策協定運営協議会や、働き方改革等
検討会議を開催し、雇用の安定と所得の向上
などに取り組んでまいります。

＜労働局コメント＞
公労使が一体となり、直面する課題解決へ向け取

組むことで、「顔の見える関係」から「ウィンウィンな関
係」へ発展し、円滑な業務運営が可能となった。
また、公労使が一体で取組むことで、沖縄の経済

社会の継続的発展が期待できる。
さらに、雇用対策協定や経済団体等への共同要請

など、この宣言があったからこそ開始できた取組も多く
あり、今後この宣言を基盤に各連携策を実施していき
たい。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【目的】

≪照会先≫ 沖縄労働局職業安定部職業安定課 ・・・・・・・・・・（ＴＥＬ：098－868－1655）

【沖縄県】 【経営者団体】 【労働者団体】 【沖縄労働局】

【実施概要】

【役割分担】

県民・家庭・地域・企業が将来にわたり元気で活力あふれるものとなるよう、
公労使がそれぞれの立場から雇用・労働環境の改善に向け強い決意をもって取
組むことを目的に「共同宣言」を行う。
※ 沖縄県の雇用・労働環境に関する喫緊の課題を公労使が共有し、その改善のためにお互いが
協力して行くことを「決意表明」（宣言）という形で打ち出すことにより、４者間のより良い
関係が構築され、沖縄県・沖縄労働局が実施する雇用施策等を効率的かつ効果的に展開するこ
とができる。

沖縄県・沖縄県経営者協会・日本労働組合総連合会沖縄県連合会と沖縄労働
局が「雇用の質の向上」、「柔軟かつ多様な働き方の実現」、「正規雇用の拡
大」、「企業内での人材育成」、「若者の職業意識の啓発」について、共同で
総合的に取組むことを宣言した（調印式：平成27年3月24日）

【沖縄県】
◆職業訓練の実施
◆企業説明会等
イベントの開催

◆各種広報 等

【経営者団体】
◆傘下企業への意識
啓発
◆行政への意見・提言

等

【労働者団体】
◆傘下労働者への意識
啓発
◆行政への意見・提言

等

【沖縄労働局】
◆人材確保に係る各種
支援
◆雇用・労務管理に関
する相談 等

調印式（左から安里経営者協会会長、翁長
県知事、谷労働局長、大城連合沖縄会長）

≪宣言後実施したもの≫

①平成27年8月20日 沖縄県知事と沖縄労働局長が「沖縄県雇用対策協定」を締結（労使も同席）

②平成27年9月８日 主要経済団体（６団体）及び業界団体（10団体）に対し、沖縄県知事、沖縄労
働局長連名による「人材不足分野における雇用管理改善」及び「非正規雇用労働者の正社員
転換等」に係る要請を行った（要請書を手交）。

③平成27年12月24日 沖縄県雇用対策協定運営協議会を開催。国及び県の今後の取組方針につ
いて協議（労使もオブザーバーにより参加のうえ意見を反映）。


